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・ 資料４－１～６ 公共工事の品質確保に関する最近の取り組みについて（事例紹介） 
・ 資料－５  建設業における社会保険未加入問題への対応について 
 
○参考資料 
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資料－１

「中部ブロック発注者協議会」規約（案）

（設置）

第１条 「公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18号 」及び「公共）

工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針について

（平成17年８月26日閣議決定 （以下「基本方針」という ）の趣旨を踏まえ、中部ブ）」 。

ロック発注者協議会（以下「協議会」という）を設置する。

（目的）

第２条 協議会は、国、特殊法人等及び地方公共団体等の各発注者が、公共工事の品質確

保の促進に向けた取組み等について情報交換を行うなどの連携を図り、発注者間の協

力体制を強化するとともに地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組みを

促進し、もって中部ブロックにおける公共工事の品質確保の促進に寄与することを目

的とする。

（事務）

第３条 協議会は、次の事項について連絡調整を行うとともに、取り組みの強化を図る。

一 基本方針等に示された公共工事の品質確保の促進に関する施策について

二 地域を支える建設生産システムの向上について

三 その他前条の目的を達成するために必要な事項

（委員）

第４条 協議会は別紙１に掲げる委員をもって構成する。

（会長及び副会長）

第５条 協議会に会長を置き、国土交通省中部地方整備局長がこれにあたる。

２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。

３ 協議会に副会長を置き、農林水産省東海農政局長がこれにあたる。

４ 副会長は会長に事故がある時は、その職務を代理する。

（会議）

第６条 協議会の会議は、会長が招集する。

２ 協議会の会議は、会長が議長を務める。

３ 委員は、指名した者を代理として会議に出席させることができる。

、 、 。４ 会長は 必要がある時は 別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることができる
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（幹事会）

第７条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置く。

併せて各県地域における取り組みの円滑化を図るものとする。

２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する。

３ 幹事会に幹事長を置き、国土交通省中部地方整備局企画部長がこれにあたる。

４ 幹事会に副幹事長を置き、農林水産省東海農政局整備部長がこれにあたる。

（庶務）

第８条 協議会の庶務は、中部地方整備局が関係機関の協力を得て処理する。

（雑則）

、 、 。第９条 この規約に定めるもののほか 協議会の運営に関し必要な事項は 会長が定める

この規約は、平成23年11月 2日から施行する。附 則

この規約は、平成24年 5月16日から施行する。

2
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別紙１

第４条関係（委員）

会 長 国土交通省 中部地方整備局長

副 会 長 農林水産省 東海農政局長

委 員 警察庁 中部管区警察局 総務監察部長

警察庁 中部管区警察学校長

財務省 東海財務局 総務部長

財務省 名古屋税関 総務部長

国税庁 名古屋国税局 総務部次長

厚生労働省 東海北陸厚生局長

厚生労働省 岐阜労働局長

厚生労働省 静岡労働局長

厚生労働省 愛知労働局長

厚生労働省 三重労働局長

林野庁 中部森林管理局長

経済産業省 中部経済産業局 総務企画部長

国土交通省 中部運輸局長

海上保安庁 第四管区海上保安本部 総務部長

環境省 中部地方環境事務所長

岐阜県 副知事

静岡県 副知事

愛知県 副知事

三重県 副知事

静岡市 副市長

浜松市 副市長

名古屋市 副市長

岐阜県 市長会会長

静岡県 市長会会長

愛知県 市長会会長

三重県 市長会会長

岐阜県 町村会会長

静岡県 町村会会長

愛知県 町村会会長

三重県 町村会会長

中日本高速道路株式会社 名古屋支社長

(独)都市再生機構 中部支社長

（独）日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 所長

(独)水資源機構 中部支社長

岐阜県道路公社 理事長
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静岡県道路公社 理事長

愛知県道路公社 理事長

三重県道路公社 理事長

名古屋高速道路公社 理事長

名古屋港管理組合 副管理者

四日市港管理組合 副管理者

日本下水道事業団 東海総合事務所長

オブザーバー 法務省名古屋法務局

名古屋高等裁判所
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別紙２

第７条関係（幹事）

幹 事 長 国土交通省 中部地方整備局 企画部長

副幹事長 農林水産省 東海農政局 整備部長

幹 事 警察庁 中部管区警察局 総務監察部 会計課長

警察庁 中部管区警察学校 庶務部長

財務省 東海財務局 会計課長

財務省 名古屋税関 会計課長

国税庁 名古屋国税局 総務部 営繕監理官

厚生労働省 東海北陸厚生局 総務課長

厚生労働省 岐阜労働局 総務部長

厚生労働省 静岡労働局 総務部長

厚生労働省 愛知労働局 総務部長

厚生労働省 三重労働局 総務部長

林野庁 中部森林管理局 総務部長

経済産業省 中部経済産業局 総務企画部 会計課長

国土交通省 中部地方整備局 総務部長

国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部長

国土交通省 中部運輸局 総務部長

海上保安庁 第四管区海上保安本部 経理課長

環境省 中部地方環境事務所 総括自然保護企画官

岐阜県 県土整備部長

静岡県 交通基盤部長

愛知県 建設部長

愛知県 農林水産部長

三重県 県土整備部長

三重県 環境森林部長

組織改編により退会

農水商工部長三重県

農林水産部長

静岡市 建設局長

浜松市 土木部長

名古屋市 財政局 契約監理監

岐阜県 市長会 事務局長

静岡県 市長会 事務局長

愛知県 市長会 事務局長

三重県 市長会 事務局長

岐阜県 町村会 事務局長

静岡県 町村会 事務局長
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愛知県 町村会 事務局長

三重県 町村会 事務局長

技術検査部長中日本高速道路株式会社 名古屋支社

環境・技術管理部長

住まいサポート業務部次長(独)都市再生機構 中部支社

住宅経営部次長

（独）日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 副所長

(独)水資源機構 中部支社 建設部長

岐阜県道路公社 事業部長

静岡県道路公社 道路部長

愛知県道路公社 工務部長

三重県道路公社 伊勢事務所長

計画部長 技術部長名古屋高速道路公社

名古屋港管理組合 建設部長

四日市港管理組合 経営企画部理事

日本下水道事業団 東海総合事務所 施工管理課長

オブザーバー 法務省名古屋法務局

名古屋高等裁判所

























建設生産システムの適正化に向けた取組に関する自己評価（関連資料）建設生産システムの適正化に向けた取組に関する自己評価（関連資料）

■自己評価指標
・中部ブロック発注者協議会の取り組みに対して、各事項毎に主要な取り組みを自己評価指標とする

資料－２－２

自己評価指標

○公共工事の品質確保対策に関する取り組み

・総合評価落札方式の普及促進 １（１）　総合評価落札方式の導入状況（工事）

・工事管理、工事検査、工事成績評定に関する技術力向上と情報共有 １（２）　工事成績評定の実施状況

・公共工事施工の安全対策の強化 １（３）　公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備促進状況

○公共工事の円滑な執行に関する取り組み

・公共工事発注情報の共有化 ２（１）　予定価格の事後公表への移行状況

・受発注者間の工事情報共有 ２（２）　受発注者間の工事情報の共有状況

・資材の単価、需給動向に関する情報共有 ２（３）　資材価格、需給動向に関する情報共有状況

・設計変更の更なる適正化 ２（４）　設計変更ガイドライン・指針の整備状況

○地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組み

・建設ICT・新技術の普及促進 ３（１）　建設ICTの導入状況

・建設企業の施工能力、信頼性、地域貢献度の適切な評価 ３（２）　地域貢献の評価状況

・建設施工に関する受発注者からの課題に対する迅速な対処 ３（３）　ワンデーレスポンスや３者会議の導入状況

・地元優良企業の育成 ３（４）　低入札価格調査基準価格の見直し状況

取組名称

１



72%

5%

2%

21%
目標達成又は
導入済み

一部目標達成

未実施

導入予定なし

○公共工事の品質確保対策に関する取り組み

２

自己評価速報－１自己評価速報－１

15%

70%

15% 本格

試行

未導入

総合評価導入状況

Ｈ２３取組結果 16%

70%

14% 本格

試行

未導入

Ｈ２４取組目標

75%

4%

21%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入

工事成績評定に関する
実施目標の達成状況

Ｈ２３取組結果

Ｈ２４取組目標

9%

4%

3%

84%

目標達成又は
導入済み

一部目標達成

未実施

導入予定なし

9%

4%

87%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入

公共工事施工の安全指針・
マニュアルの整備状況

Ｈ２３取組結果

Ｈ２４取組目標



自己評価速報－２自己評価速報－２

○公共工事の円滑な執行に関する取り組み

３

36%

9%
3%

52%

目標達成又は
導入済み
一部目標達成

未実施

導入予定なし

予定価格の事後公表への移行

39%

11%

50%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入

Ｈ２３取組結果

Ｈ２４取組目標

受発注者間 事情報 共有状
4%

3%

1%

92%

目標達成又は導
入済み

一部目標達成

未実施

導入予定なし

3% 3%

94%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入

受発注者間の工事情報の共有状況

Ｈ２３取組結果

Ｈ２４取組目標

13%

5%

1%

81%

目標達成又は
導入済み
一部目標達成

未実施

導入予定なし

資材価格、需給動向に関する情報共有状況

11%

6%

83%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入

Ｈ２３取組結果

Ｈ２４取組目標

26%

3%

2%

69%

目標達成又は導
入済み
一部目標達成

未実施

導入予定なし

設計変更ガイドライン・指針の整備状況

29%

4%
67%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入

Ｈ２３取組結果

Ｈ２４取組目標



自己評価速報－３自己評価速報－３

○地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組み

４

建設ＩＣＴの導入状

1%

3%

1%

目標達成又
は導入済み

一部目標達
成

未実施

導入予定なし

建設ＩＣＴの導入状況 地域貢献の評価状況
1%

1%

98%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入

Ｈ２３取組結果

Ｈ２４取組目標

57%

9%

8%

26%

目標達成又は導
入済み
一部目標達成

未実施

導入予定なし

62%
11%

27%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入

Ｈ２３取組結果

Ｈ２４取組目標

7%

12%

5%

76%

目標達成又は
導入済み
一部目標達成

未実施

導入予定なし

ワンデーレスポンスや
三者会議の導入状況

9%

11%

80%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入

Ｈ２３取組結果

Ｈ２４取組目標

24%

3%

9%64%

目標達成又は
導入済み

一部目標達成

未実施

導入予定なし

低入札価格調査基準価格の
見直し状況

33%

10%

57%

実施又は
実施予定

試行又は
部分実施

未導入



実施目標段階での凡例

記号 内容 説明

◎ 実施済み 過年度より全面的に実施済みであり、当該年度にも継続して実施予定の場合

○ 実施予定（実施検討含む）
1.過年度に実施が無く、当該年度より全面的に実施予定の場合
2.過年度に一部実施済みであり、当該年度より全面実施の場合

● 一部実施予定（一部実施検討含む）
当該年度に一部のみ実施予定の場合に選択（過年度に実施されておらず、当該年度より一部実
施の場合含む）※注②参照

■ 実施予定なし 当該年度に実施する予定が無い場合に選択

－ 非公表 公開されていない場合に選択

注①）　年度途中で、目標を変更した場合は、目標変更欄にて適切な凡例に変更する。

達成状況段階での凡例

記号 内容 説明

○ 達成 目標が全て達成された場合に選択

● 一部達成 目標の一部が達成された場合に選択（目標時に実施予定無し、非公開以外を選択した場合）

■ 実施なし
1.実施目標で実施なしを選択した場合
2.当初目標を変更し、実施なしとした場合や目標を設定したが実施できなかった場合

－ 非公表 公開されていない場合に選択

※実施目標と達成状況の関係

選択した目標に対する達成状況

◎ 実施済み
○（達成）：選択した目標に対し十分な成果となった場合
●（一部達成）：選択した目標に対し十分な成果とならなかった場合

○ 実施予定（実施検討含む）
○（達成）：選択した目標に対し十分な成果となった場合
●（一部達成）：選択した目標に対し十分な成果とならなかった場合

● 一部実施予定（一部実施検討含む）
○（達成）：選択した目標に対し十分な成果となった場合
●（一部達成）：選択した目標に対し十分な成果とならなかった場合

■ 実施予定なし
■（実施なし）
1.当初目標に実施なしを選択した場合
2.当初目標を変更し、実施なしとした場合や目標を設定したが実施できなかった場合

－ 非公表 －非公開

※年度途中で目標が変更となった場合は、変更となった目標に対する達成状況を選択

目標

注②一部実施予定の考え方
・○○万円／件以上の工事「原則全て」等、対象工事全件に適用する場合→「○：実施予定」
・○○万円／件以上の工事の内○○件程度等、一部案件に適用する場合→「●：一部実施予定」
・年度の途中より実施する場合→「●：一部実施予定」

※年度途中で目標が変更となった場合は、変更となった目標に対する達成状況を選択

建設生産システムの適正化に向けた取組に関する自己評価について
（H23年度実績及びH24年度実施目標）



 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

警察庁中部管区警察局
一般競争入札　250万
円以上

20 0 未導入 ■ 28 0 ■ 30 0

警察庁中部管区警察学校
一般競争入札　２５０万
円超

1 0 実施予定なし ■ 1 0 ■ 1 0 実施予定なし

財務省東海財務局
一般競争入札
予定価格250万円を超
えるもの

20 0
PFI方式による宿
舎整備事業

H15 ○ 16 0
適用基準に該当
する事案なし

H15 ○ 16 0
PFI方式による宿
舎整備事業

財務省名古屋税関 一般競争入札 21 0 - なし - ■ 23 0 - ■ 15 0

国税庁名古屋国税局 - 0 - - - ■ 40 0 - - ■ 未定 0 -

厚生労働省東海北陸厚生局 最低価格落札方式 2 0 導入予定なし ■ 2 0 ■ 0 0

厚生労働省岐阜労働局 98 0 ■ 100 0 ■ 100 0

厚生労働省静岡労働局 8 0 導入予定なし ■ 83 0 ■ 2 0 導入予定なし

厚生労働省愛知労働局 185 0 未導入 ■ 145 0 ■ 145 0 導入予定なし

厚生労働省三重労働局 － 0 なし ■ 0 0 ■ 0 0 なし

農林水産省東海農政局
原則として全て一般競
争入札

27 27
原則として全て総
合評価落札方式

H18 ○ 34 34 H18 ○ 26 26
原則として全て総
合評価落札方式

林野庁中部森林管理局 41 37
本格導入　１００
０万円以上

H20 ○ 194 184 H20 ○ 122 109
予定価格1,000万
円以上

経済産業省中部経済産
業局

一般競争入札　250万
円以上

0 0
未導入（該当工
事なし）

■ 0 0 該当工事なし ■ 0 0 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局
原則として全て一般競
争入札

750
（4/1現

在）

原則として
全て総合評

価

本格導入　金額
基準を設定して
いない。

H12 ○ 1338 1279
緊急随意契約を
除き全て総合評
価落札方式

H12 ○ 935 935

本格導入。金額
基準を設定して
いない。原則とし
て全て総合評価
落札方式

国土交通省中部運輸局
一般競争入札　　２５０
万円以上

2 0 未導入 ■ 8 0 ■ 5 0

海上保安庁第四管区海
上保安本部

17 0 － - ■ 17 0 - ■ 20 0 -

環境省中部地方環境事
務所

3 0 ６０００万円以上 H18 ○ 4 0 H18 ○ 3 0 6000万円以上

岐阜県

予定価格８千万円以上
は原則一般競争入札
予定価格１千万円以上
８千万円未満は一般競
争入札と指名競争入札
の併用

－ －

予定価格８千万
円以上は原則す
べて
予定価格１千万
円以上８千万円
未満は一般競争
入札案件のうち、
90％
(公共建築住宅課
を除く)

H18 △ 1,817 588

「工事件数」は、
農政部、林政部、
県土整備部、都
市建築部の発注
件数（H24.4.1で
の速報値）

H18 △ － －

予定価格８千万
円以上は原則す
べて
予定価格１千万
円以上８千万円
未満は一般競争
入札案件のうち、
90％
(公共建築住宅課
を除く)

静岡県
1,000万円以上は原則
一般競争入札

－ 500

1,000万円以上を
対象とし、予定価
格5，000万円以
上は原則実施

無 H15 ○ 3608 601 H15 ○ － 700

1,000万円以上を
対象とし、予定価
格5，000万円以
上は原則実施

組織名
公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

平成23年度　目標

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成23年度　実績 平成24年度　目標

適用基準の
変更



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

愛知県（建設部、農林水
産部、企業庁）

一般競争入札は５，００
０万円以上の全てと、
１，０００～５，０００万円
の５割程度

－ －

建設部：一般競争入
札のうち、5,000万円
以上は全て、1,000
～5,000万円は簡易
な工事以外に適用
農林水産部：一般競
争入札のうち、5,000
万円以上は全て、
1,000～5,000万円は
抽出
企業庁：1,000万円
以上から抽出試行

H16 △ 3161 913
建設部：738
農林水産部：147
企業庁：28

H16 △

建設
部：未
定
農林水
産部：
未定
企業
庁：140

建設部：未
定
農林水産
部：未定
企業庁：40

建設部：一般競争入
札のうち、5,000万円
以上は全て、1,000
～5,000万円は簡易
な工事以外に適用
企業庁：一般競争入
札のうち、5,000万円
以上は全て、1,000
～5,000万円は抽出
試行

三重県 一般競争入札 300

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億
円以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

H16 △ 1842 274

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億
円以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

H16 △ 300

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億
円以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

静岡市 1000 160
2500万円以上の
50％

H18 △ 1007 179 H18 ○ 1050 200

土木一式工事:4000
万円以上
建築一式工事:8000
万円以上
その他の工種:2500
万円以上

浜松市
1000万円以上は原則一
般競争入札

740 79

一般競争入札で
１０００万円以の
工事の内２３％を
目標とし、５、００
０円以上の工事
は原則として総
合評価落札方式
とする。

Ｈ18 ○ 1217 87 Ｈ18 ○ 600 80

一般競争入札で
１０００万円以の
工事の内25％を
目標とし、4,000
万円以上の工事
は原則として総
合評価落札方式
とする。

名古屋市
H22年度並

み
1,000万円以上の
工事から選択

H18 ○ 2,887 436
全工事件数は３
月末速報値

H18 ○ H23年度並み
1,000万円以上の
工事から選択

中日本高速道路
株式会社　名古屋支社

250万以上の工事「原則
全て」

－ －
250万以上の工
事「原則全て」

なし H21 ○ 未公表 未公表 HP掲載準備中 H21 ○
弊社Ｈ
Ｐに掲
載

弊社ＨＰに
掲載

250万以上の工
事「原則全て」

（独）都市再生機構中部
支社

16 9
概ね1億円以上
（工事種別によ
る）

なし
一部
Ｈ18

○ 11 11 一部△あり
一部
Ｈ18

○ 10 10
概ね1億円以上
（工事種別によ
る）

（独）日本原子力研究
開発機構東濃地科学
センター

2 2 2億円以上 変更無し Ｈ19 △ 3 2 Ｈ19 △ 0 0
H23．4
公契連モデル

（独）水資源機構中部支
社

一般競争入札原則２５０
万円以上（電気・機械以
外は６，０００万円以上）

123 33
６,０００万円以上
の工事において
原則実施

－ H22 ○ 151 31 H22 ○ 107 21
６,０００万円以上
の工事において
原則実施

岐阜県道路公社 6 0
試行導入（金額
基準を設定して
いない。）

静岡県道路公社 22 0 ■ 23 0 ■ 21 0

愛知県道路公社
原則として設計金額
5,000万円以上が一般
競争入札

44 7
5,000万円以上を

目安に抽出
H20 △ 32 6 H20 △ 45 6

5,000万円以上を
目安に抽出

三重県道路公社 1 0 三重県準拠 H17 △ 1 0 H17 △ 2 0

名古屋高速道路公社 40
発注件数の
80％を目標

原則、一般競争入札
1,000円万円を超え
る工事

変更なし H18 △ 39 32

目標達成
試行導入としている
が、全工事件数の
内、総合評価落札方
式を適用できる工事
は全て適用としてい
る。

H18 △ 45
発注件数の
80％を目標

原則、一般競争入札
1,000円万円を超え
る工事

名古屋港管理組合 65 15
金額基準を設定
していない

― H21 △ 77 14 H21 △ 80 未定

平成２４年７月か
ら予定価格１千
万円以上かつ簡
易な工事以外
は、総合評価適
用予定

四日市港管理組合 一般競争入札 20 7

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億
円以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

H19 △ 23 6 H19 △ 20 6

日本下水道事業団東海
総合事務所

70 33
予定価格5000万
円以上の工事

H18 △ 66 21 H18 △ 64 32
予定価格土建：
3.5億円、機電1
億円以上の工事

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度　目標

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合
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価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
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合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成23年度　実績

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考
適用基準の

変更

平成23年度　目標

組織名
公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

岐阜市

一般競争入札　設計金
額２，５００万円以上を
本格実施、２，５００万円
未満から１千万円以上
については、抽出し施
行を実施（土木・ほ装工
事は２千万円以上すべ
て、１千万円以上につ
いては一部抽出実施）

700 75

１　設計金額１億円
以上については、原
則全て試行実施（簡
易型・標準型）
２　設計金額１億円
未満については、抽
出して実施（特別簡
易型）
　・建築工事は５，０
００万円以上から抽
出
　・それ以外の工事
は２，５００万円以上
から抽出

なし H18 △ 819 88

全工事件数の内
訳
本庁分６０３件
上下水道分
件

総合評価件数の
内訳
本庁分　　　　　件
上下水道分　　件

H18 △ 700 90

１　設計金額１億円
以上については、原
則全て試行実施（簡
易型・標準型）
２　設計金額１億円
未満については、抽
出して実施（特別簡
易型）
　・建築工事は５，０
００万円以上から抽
出
　・それ以外の工事
は２，５００万円以上
から抽出

大垣市
一般競争入札
原則として1,000万円以
上

800 3
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 940 3 H19 △ 800 3
試行導入
金額基準を設定
していない

高山市
一般競争入札
500万円以上

246 20
特別簡易型
3000万円以上

H23 ○ 394 27 H23 ○ 187 20
特別簡易型
3000万円以上

多治見市
一般競争入札
1.5億円以上の土木工
事等

200 5
試行導入
3000万円未満

H19 △ 299 5 H19 △ 200 未定 未定

関市
ほとんどを指名競争で
実施

240 3
指名業者選考委
員会での選定に
よる

H22 ○ 363 3 H22 ○ 330 3
指名業者選考委
員会での選定に
よる

中津川市 指名競争入札 - 3
試行導入
金額の基準を設
定しない

H19 △ 275 1 H19 △ 250 2
試行導入
金額の基準を設
定しない

美濃市
一般競争入札：5億円以
上（試行要綱：5,000万
円以上）

50 未定
試行導入
金額基準を設定
をしていない

H19 △ 134 0 H19 △ 100 未定
試行導入
金額基準を設定
をしていない

瑞浪市
一般競争入札
１億円以上

- 4
試行導入
金額を設定して
いない

H19 △ 186 4 H19 △ 180 3
試行導入
金額を設定して
いない

羽島市

一般競争入札：1.5億円以上
事後審査型一般競争入札
：1,000万円以上を対象に抽
出して実施

200 3
金額基準を設定
していない

H19 △ 193 3
金額基準を設定
していない

H19 △ 200 3
金額基準を設定
していない

恵那市

６千万円以下(建築は６千５
百万円以下)は制限付き一
般競争入札
上記以外は指名競争入札

200 2
試行導入、
適用基準無し

H19 △ 685 1 H19 △ 600 1
試行導入
適用基準無し

美濃加茂市

設計金額１．５億円以上
は一般競争入札。設計
金額２千万円以上は一
般競争入札又は指名競
争入札。

－ 未定

予定価格２千万
円以上の工事を
対象に指名委員
会において決定

H22 ○ 75 2
工事件数は予定
価格２５０万円以
上の工事

H22 ○ － 未定

予定価格２千万
円以上の工事を
対象に指名委員
会において決定

土岐市
原則として
全て指名競争入札

70 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 116 1 H19 △ 116 1
試行導入
金額基準を設定
していない

各務原市

一般競争入札
土木工事、建築工事：
1億5千万円以上
その他の工事：3億以上

ー 3
試行導入
（金額基準を設
定していない。）

H19 △ 322 3 H19 △ － 3
試行導入
（金額基準を設
定していない）

可児市
一般競争入札
1000万以上

130 3 基準なし H19 △ 121 1 H19 △ 120 2 基準なし

山県市

土木７億以上・建築１０
億以上・電気設備・機械
設備５億以上が原則一
般競争入札

82 1
試行導入
（金額の設定な
し）

H20 △ 106 1 H20 △ 106 1
試行導入
（金額の設定な
し）

瑞穂市
一般競争入札
２，０００万円以上

42 1
金額基準を設定
していない

H19 △ 304 1 H19 △ 168 1
金額基準を設定
していない

飛騨市
一般競争入札
８００万円以上

70 5
800万円以上の
補助事業かつ工
種が舗装工事

H19 △ 210 5 H19 △ 150 5
800万円以上の
補助事業かつ工
種が舗装工事

本巣市
一般競争入札
1,000万円以上

119 8 1,000万円以上 H19 △ 178 1 H19 △ 170 4

郡上市
５千万円以上
一般競争入札

250 5
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 494 5 H19 △ 300 5
試行導入
金額基準を設定
していない

下呂市

一般競争入札　１億円
以上　一般・指名併用５
００万円以上指名競争
入札　１３０万円以上

100 3 130万円以上 H19 △ 203 1 Ｈ19 △ 150 3
試行導入　３件
130万円以上

海津市
一般競争入札
1,000万円以上

50 1～2 1,000万円以上 H19 ○ 152 0 H19 ○ 100 1 1000万円以上

岐南町
一般競争入札
1,000万円以上

45 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 37 1 H19 △ 37 1
試行導入
金額基準を設定
していない

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度総合
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件
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、
総
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備考

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

適用基準の
変更

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

平成23年度　目標 平成23年度　実績

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成24年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

組織名
公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

下呂市

一般競争入札　１億円
以上　一般・指名併用５
００万円以上指名競争
入札　１３０万円以上

100 3 130万円以上 H19 △ 203 1 Ｈ19 △ 150 3
試行導入　３件
130万円以上

海津市
一般競争入札
1,000万円以上

50 1～2 1,000万円以上 H19 ○ 152 0 H19 ○ 100 1 1000万円以上

岐南町
一般競争入札
1,000万円以上

45 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 37 1 H19 △ 37 1
試行導入
金額基準を設定
していない

笠松町

一般競争入札
設計金額３億円以上
それ以外は指名競争入
札

45 1
基準なし
特別簡易型を実
施予定

Ｈ19 ○ 45 1 Ｈ19 ○ 70 1
基準なし
特別簡易型を予
定

養老町

主に指名競争入札
一般競争入札
　土木工事　1億円以上
　建築工事　3億円以上

120 1
試行導入　金額
基準を設定して
いない

H19 △ 92 1
試行導入　金額
基準を設定して

いない
H19 △ 110 1

試行導入　金額
基準を設定して
いない

垂井町
指名競争入札、
試行にて一般競争入札
130万円以上

65 1
試行導入
130万円以上(1本
以上)

H19 △ 93 0 H19 △ 75 1
試行導入130万
円以上

関ヶ原町 主に指名競争入札 25 1
金額基準を設定
していない

Ｈ19 △ 126 1 Ｈ19 △ 100 1
金額基準を設定
していない

神戸町
5億以上：一般競争入札
5億未満：指名競争入札

50 1 適宜選定 H19 △ 84 0 H19 △ 50 1 適宜選定

輪之内町 主に指名競争入札 40 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 25 0 H19 △ 30 1 試行導入

安八町 指名競争入札 60 1
試行導入
金額基準を設定
をしていない

H19 △ 56 0 H19 △ 55 未定
試行導入　金額
基準を設定をし
ていない

揖斐川町 指名競争入札 100 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 123 0 適用案件なし H24 △ 100 1
試行導入
金額基準を設定
していない

大野町 指名競争入札 68 1
500万円以上の
町単工事

H19 △ 56 0 H19 △ 56 1
500万円以上の

町単工事

池田町 指名競争入札 70 1
本格導入
２千万円以上

H19 △ 71 1 H19 △ 60 1
本格導入
２千万円以上

北方町 主に指名競争入札 17 0
施行導入
基準の設定なし

H19 △ 15 0 H19 △ 17 0
施行導入
基準の設定なし

坂祝町

5,000万円以上：一般競
争入札
5,000万円以下：原則指
名競争入札

20 2
試行導入
金額を設定して
いない

H19 △ 70 2 H19 △ 70 2
試行導入
金額を設定して
いない

富加町
設計金額1,000万円以
上
一般競争入札

20 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 20 1 H19 △ 20 1
試行導入
金額基準を設定
していない

川辺町
2,500万円以上
一般競争入札

30 2 2,500万円以上 H19 ○ 30 0 H19 ○ 40 2
2,500万円以上
一般競争入札

七宗町
一般競争入札
5,000万円以上

15 1
500万円以上の
工事1件を試行

H19 △ 15 0 H19 △ 17 1
1000万円以上の
工事1件を試行

八百津町
500万円以上
事後審査型制限付き一
般競争入札

44 1
試行導入
（2,500万円以上）

H19 △ 46 0 H19 △ - 1
試行導入
（2,500万円以上）

白川町

主に指名競争入札
一般競争入札の対象
は、設計額１億円以上
の工事及び設計額が
1000万円以上で効率的
な調達が見込める工事

35 0

試行導入
一般競争入札対
象工事で、効率
的な調達が見込
めるものを対象と
する。

H19 △ 91 0
250万円以上の

工事件数
H19 △ 130 0

試行導入
一般競争入札対
象工事で、効率
的な調達が見込
めるものを対象と
する。

東白川村 指名競争入札 15 0
一般競争入札対
象工事について
対象とする

H19 △ 41 0 H19 △ 20 未定
特別簡易型（試
行）

御嵩町

130万円以上
土木・建築・水道施設・
舗装工事：一般競争入
札
その他工事：指名競争
入札

46 0
一般競争入札の
うち適宜選定

H19 △ 172 0 H19 △ 27 0
一般競争入札の
うち適宜選定

白川村 指名競争入札 18 1

試行導入
（金額件数を設
定せず、随時対
応）

H21 △ 26 0 H21 △ 未定 未定

適用基準の
変更

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況
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＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）
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（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

下田市 30 2
選考委員会にて
抽出（基準なし）

H23 △ 172 1 H24 △ 50 1
選考委員会にて
抽出（基準なし）

東伊豆町 23 1
試行導入
（１３０万円以上
の工事から抽出）

H19 △ 31 0 H19 △ 16 1
試行導入
（１３０万円以上
の工事から抽出）

南伊豆町
指名競争と条件付一般
競争入札の併用

90 1 適宜選定 なし H19 ○ 55 1 H19 ○ 70 1
未導入　　　　該
当する工事の抽
出

河津町 15 0 適宜選定 H19 △ 38 0 H19 △ 17 1 適宜選定

松崎町 指名競争入札 13 0 適宜選定 なし H21 △ 13 0 H21 △ 16 0 適宜選定

西伊豆町 50 1 適宜選定 無 H19 △ 91 0 H19 △ 66 1 適宜選定

熱海市
一般競争入札　１３０万
円以上

75 2 ３００万円以上 H20 △ 80 0 H20 △ 93 2 ３００万円以上

伊東市 170 1 適宜選定 H21 △ 164 1
試行導入　金額
基準は設定して
いない

H21 △ 1
試行導入　金額
基準は設定して
いない

沼津市 296 12

入札者が提示す
る性能、機能、技
術等と入札価格
を総合的に評価
することがふさわ
しいもの

なし Ｈ19 △ 293 11 Ｈ19 △ 255 12

入札者が提示す
る性能、機能、技
術等と入札価格
を総合的に評価
することがふさわ
しいもの

三島市 150 2 適宜選定 H19 △ 115 1 H19 △ 103 2 適宜選定

御殿場市 117 1 適宜選定 H20 △ 127 1 H20 △ 119 1 適宜選定

裾野市 指名競争入札 110 2 1000万円以上 H19 △ 122 1 H19 △ 120 1 1000万円以上

伊豆市 120 1 1,000万円以上 H19 △ 100 1 H19 △ 100 1 1,000万円以上

伊豆の国市 85 1
5,000万円以上で
高度な技術が必
要な工事

なし H19 △ 90 1 H19 △ 106 1
5,000万円以上で
高度な技術が必
要な工事

函南町
130万円以上、制限付き
一般競争入札、若しくは
指名競争入札

85 1
500万円を越える
制限付き一般競
争入札から適宜

変更なし H19 △ 117 2 H19 △ 100 2
500万円を越える
制限付き一般競
争入札から適宜

清水町

１３０万円以上５，０００
万円未満：指名競争入
札，
５，０００万円以上：一般
競争入札

50 1 適宜選定 H19 △ 48 1 H19 △ 50 1 適宜選定

長泉町 100 1 適宜選定 H19 △ 145 1 H19 △ 100 1
試行導入のた
め、年１回程度字
実施

小山町 － 0 H21 △ 53 0 H21 △ 60 0

富士宮市 200 5
予定価格が3,000
万円以上の土木
一式工事

H19 △ 256 5 H19 △ 5 200
平成23年度と同
じ

富士市 －
土木工事を
中心に全体
で25件程度

2,000万円以上の
建設工事

H18 ○ 500 6 H18 ○ 452
土木工事を
中心に全体
で20件程度

原則2,000万円以
上の建設工事

焼津市 300 1
概ね1000万円以
上の案件

H19 △ 285 1 H19 △ 260 5
概ね1000万円以
上の案件

藤枝市
等級指定型一般競争入
札の場合５０％以上

200 12 ５００万円以上 H19 △ 185 11 H19 △ 180 12 ５００万円以上

島田市
一般競争入札（130万円
以上）一部指名競争入
札

200 5 適宜選定 H19 △ 200 5 H19 △ 200 5
試行導入　金額
基準を設定して
いない

川根本町
指名競争入札、130万
円以上

80 1 適宜選定 H20 △ 43 1 H20 △ 40 1
施行導入　１件実
施

御前崎市 80 1 1,000万円以上 H19 △ 86 1 H19 △ 80 1

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

適用基準の
変更

組織名
公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

平成23年度　目標 平成23年度　実績 平成24年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

牧之原市 70 1 適宜選定 H19 △ 62 1 130万円以上 H19 △ 60 1 130万円以上

吉田町 45 1

設計金額130万
円以上の制限付
き一般競争入札
による一件以上
の工事

H19 ○ 48 1 H19 ○ 57 3
本格導入　設計
金額１３０万円以
上

磐田市 200 10 適宜選定 H19 ○ 211 10 H19 ○ 200 15 適宜選定

掛川市
制限付き一般競争入札
１，０００万円以上

250 1 適宜選定 H19 △ 134 1 H19 △ 200 1

袋井市
1.5億円以上制限付き一
般競争入札、1.5億円未
満指名競争入札

170 10 適宜選定 H19 ○ 199 5 H19 ○ 190 10 適合工事を抽出

菊川市
指名競争入札
制限付き一般競争入札
総合評価落札方式

175 1
1,000万円以上で
１件以上

H19 △ 306 1 H19 △ 250 1
1,000万円以上で
１件以上

森町

制限付き一般競争入札
5,000万円以上
指名競争入札　130万
円以上5,000万円未満

50 1
建設工事から１
件

H19 ○ 79 1 H19 ○ 45 1
建設工事から１
件

湖西市 100 7
試行導入、概ね
3000万円以上の
土木工事

H21 △ 94 6 H21 △ 100 6
試行導入、概ね
3000万円以上の
土木工事

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

組織名
公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

平成23年度　目標 平成23年度　実績 平成24年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

適用基準の
変更

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準
備考

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

豊橋市
事後審査型一般競争入
札

480 25

設計金額が概ね
2500万円以上の
工事の中から妥
当と認められるも
のを建設工事審
査会部会で選定

設計金額が
4,000万円以
上の工事の
中から妥当
と認められる
ものを選定
する

H19 ○ 445 35 H19 ○ 460 62

設計金額が4,000
万円以上の工事
の中から妥当と
認められるものを
建設工事審査会
部会で選定

岡崎市 未設定
全件数の
15％以上

予定価格4,000万
円以上

H18 ○ 532 79 H18 ○ 未設定
全件数の
10％以上

予定価格4,000万
円以上

一宮市
一般競争入札
１０００万円以上

1200 28
工事担当部長が
決定

H19 △ 1212 31 H19 △ 1200 31
工事担当部長が
決定

瀬戸市
原則として、全て一般競
争入札

200 2 適宜選定 H19 △ 162 2 H19 △ 170 2 適宜選定

半田市 120 2

施行導入（５，００
０万円以上の一
般競争入札から

抽出）

H20 △ 130 2 H20 △ 130 2

施行導入（５，００
０万円以上の一
般競争入札から

抽出）

春日井市
制限付き一般競争入札
又は指名競争入札

231 2
3,000万円以上の
工事から試行

なし H20 △ 325 2 H20 △ 300 2 Ｈ２３年度同様

豊川市 制限付き一般競争入札 209 5 適宜選定 無 Ｈ20 △ 274 5 H20 △ 235 5 適宜選定

津島市 120 2～3件
無し
（試行段階）

H20 △ 126 1 H20 △ 120 2～3件
無し
（試行段階）

碧南市 条件付一般競争入札 130 1
１億円以上の工
事

H19 △ 130 1 H19 △ 130 2
１億円以上の工
事

刈谷市
一般競争入札　130万
円超え

225 15
2,500万円以上か
ら15件

H19 △ 225 15 H19 △ 164 15
2,500万円以上か
ら15件

豊田市 280 149
設計金額
2,000万円以上

H18 ○ 386 150 H18 ○ 333 123

（土木一式）
設計金額4,000万円以上
（土木一式以外）
設計金額2,000万円以上

安城市 条件付一般競争入札 500 27 2500万円以上 H19 △ 581 24 H19 △ 500 25
設計金額が
2,500万円以上

西尾市
原則として、全て一般競
争入札

500 5
1,000万以上の中
から抽出

H20 △ 312 6 H20 △ 300 6
1,000万以上の中
から抽出

蒲郡市 200 1
大型案件の中か
ら資格審査会に
て決定

H20 △ 188 1
大型案件の中か
ら資格審査会に
て決定

H20 △ 200 2
資格審査会にて
決定

犬山市 60 2 500万円以上 H21 △ 70 2 H21 △ 70 2 500万円以上

常滑市 42 2
金額基準設定な
し

H20 △ 55 1 H20 △ 62 1

江南市 150 1 変更無 H21 △ 185 1 H21 △ 180 1 適宜選定

小牧市
指名競争入札１３０万円以
上一般競争入札3000万円
以上

400 5
試行導入5件　金
額設定なし

H19 △ 425 5
試行導入5件　金
額設定なし

H19 △ 400 5
試行導入5件　金
額設定なし

稲沢市
一般競争入札4,000万
円以上（建築一式9,000
万円以上）

365 5
一般競争入札該
当工事

H19 △ 414 5 H19 △ 414 5
一般競争入札該
当工事

新城市
一般競争入札　1000万
円以上

120 6
入札審査会で決
定した案件

H20 △ 101 4 H20 △ 6
入札審査会で決
定した案件

東海市
一般競争入札（設計金
額）15,000万円以上

148 2 適宜選定 H19 △ 148 2 H19 △ 159 9

設計金額5,000万
円以上の土木一
式工事又は建築
一式工事の一部

大府市
一般競争入札　5億円
以上

150 2
試行導入　金額
基準を設定して
いない

Ｈ19 △ 131 2 Ｈ19 △ 130 2
金額基準の設定
なし

知多市

建設工事のうち土木一式工事、建
築一式工事又は清掃施設工事
（いずれも設計額５億円以上）が
制限付き一般競争入札

80 0
試行実施　原則とし
て補助事業を対象 H19 △ 86 0 H19 △ 71 0

試行実施　原則
として補助事業を
対象

知立市 130 1 1,000万円以上 H20 △ 142 1 H20 △ 140 4 1,000万円以上

尾張旭市 100 1
試行導入
４,０００万円以上

H20 △ 98 1 H20 △ 100 2
試行導入
４,０００万円以上

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

組織名
公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

平成23年度　目標 平成23年度　実績

適用基準の
変更

平成24年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

高浜市 45 0
２，５００万円以
上で委員会が認
めたもの

H20 △ 52 0
適用基準に該当
する案件無し

H20 △ 52 1
２，５００万円以
上で、委員会が
認めたもの

岩倉市 101 1 試行的に１工事 H23 △ 75 1 試行的に１工事 H23 △ 75 1 試行的に１工事

豊明市 40 1
試行導入　金額
基準を設定して
いない

H19 △ 43 1 H19 △ 43 1

日進市 100 7
一般競争入札
1,000万円以上

H19 △ 69 8 H19 △ 70 8
一般競争入札
1,000万円以上

田原市 148 6
試行導入　金額
基準を設定をし
ない

H20 △ 176 5 H20 △ 161 6

愛西市 160 3

一般競争入札　1億
円以上、公募型指名
競争入札、１３０万
円以上１億５千万円
未満

H19 △ 77 2 H19 △ 80 2

一般競争入札　1億
円以上、公募型指名
競争入札、１３０万
円以上１億５千万円
未満

清須市

予定価格１億円以上：
一般競争入札
上記以外：指名競争入
札

80 1
建設工事より市
長が決定

なし H20 △ 71 2 H20 △ 80 1
建設工事より市
長が決定

北名古屋市
一般競争入札　８０００
万円以上

5 2
案件ごとに定め
ている

H20 △ 101 2 H20 △ 81 2
案件ごとに定め
ている

弥富市
一般競争入札　８，０００
万円以上

59 2
一般競争入札
８，０００万円以
上

H20 △ 76 1 H20 △ 74 1
一般競争入札
５，０００万円以
上

東郷町

事後審査型一般競争入
札（土木：３，０００万円
以上、建築：５，０００万
円以上）

40 0 導入済み H19 ○ 36 0 H19 ○ 40 1 導入済み

長久手市
一般競争入札　3,000万
円以上

60 2
一般競争入札案
件

H20 △ 67 2 H20 △ 60 2

豊山町 12 0 ■ 13 0 ■ 18 0

大口町 一般競争入札 70 1 試行導入 H20 △ 62 1 H20 △ 70 1 試行導入

扶桑町 62 2 未定 H23 △ 50 1 H23 △ 50 1 未定

あま市
一般競争入札　１３０万
以上

122 1
一般競争入札に
該当する工事

H22 △ 101 0 H22 △ 101 1
一般競争入札に
該当する工事

大治町
一般競争入札　3,000万
円以上

204 0 未導入 ■ 138 0 ■ 138 0

蟹江町 60 0 ■ 58 0 ■ 60 0

飛島村
一般競争入札　5,000万
円以上

30 2
3,000万円以上で
ある一般競争入
札

H20 △ 22 0 H20 △ 20 0 適宜選定

阿久比町 未定 0 ■ 49 0 ■ 50 0

東浦町
事後審査型制限付一般
競争入札

80 3
500万円以上の
工事

H19 △ 84 3 H19 △ 70 10
500万円以上の
工事

南知多町 原則　指名競争入札 0 0 未導入 ■ 0 0 ■ 0 0 予定なし

美浜町

制限付き一般競争入札
（３億円以上）事後審査
型一般競争入札試行
（5,000万円以上）

実施予
定なし

実施予定なし 実施予定なし 未定 未導入 ■ 94 0 未定 ■ 80 実施予定なし実施予定なし

武豊町 80 2

2500万円以上の
一般競争入札に
該当する建設工
事で審査会が必
要と認めたもの

H23 ○ 52 2 H23 ○ 47 2

2500万円以上の
一般競争入札に
該当する建設工
事で審査会が必
要と認めたもの

幸田町 特別簡易型 100 0 適宜選定 なし H19 △ 113 0 H19 △ 110 0

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

組織名
公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

平成23年度　目標 平成23年度　実績 平成24年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

適用基準の
変更

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

備考

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

みよし市 61 5
試行導入　１３０
万円以上

H19 △ 86 5 H19 △ 56 5
試行導入　１３０
万円以上

設楽町 95 0 ■ 189 0 ■ 160 0

東栄町 60 0 未検討 ■ 53 0 ■ 60 0

豊根村 指名競争入札 42 0 ■ 32 0 ■ 32 0

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

組織名
公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度　目標 平成23年度　実績 平成24年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準
適用基準の

変更

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準
備考

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

桑名市
一般競争入札
50万円以上

140 3
試行導入　金額基準
を設定していない

H19 △ 180 5 H19 △ 150 3
試行導入
金額基準を
設定しない

木曽岬町 13 1

試行導入　特別簡易
型総合評価方式は、
３，０００万以上の土
木工事の一部とす
る。

■ 12 0 △ 10 1
試行導入
金額基準を設定
していない

いなべ市 120 設定なし
試行導入
５０万円以上の土木
工事

H19 △ 141 1 H19 △ 150 設定なし 三重県準拠

東員町 68 0 案件により検討 H19 △ 33 0 H19 △ 30 0 案件により検討

四日市市 500 6

試行導入
原則工事担当課
5,000万円以上の工
事で1件を実施

H20 △ 593 6 H20 △ 600 13

試行導入
原則土木一式は予
定価格5,000万円以
上、その他の工事は
１億円以上の工事を
対象とする。

菰野町
設計金額130万円超は一般
競争入札

未定 0 導入予定なし ■ 130 0 ■ 未定 0 導入予定なし

朝日町

主に指名競争入札により執
行（設計金額5000万円以上
の工事に関しては。公募型
指名競争入札を適用）

90 0 予定なし ■ 226 0 ■ 未定 0 予定なし

川越町
一般競争入札
130万円以上

30 0 なし H20 ■ 30 0 H20 ■ 30 0 なし

鈴鹿市
制度変更時期前
につき未策定

試行導入
設計金額５千
万円以上の土
木一式と舗装
工事とします。

H19 △ 383 21 H19 △ 380 27

試行導入
設計金額５千万円
以上の土木一式と
舗装工事とします。

亀山市 134 1 検討中 H19 △ 164 0 H19 △

96
（4/1時
点発注
見込
み）

0 予定なし

津市 388 未定

土木一式　５，０００
万円以上
舗装 １，５００万円
以上
建築について導入
検討

H20 △ 417 0 H20 △ 400 1

土木一式　５，０００
万円以上
舗装 １，５００万円
以上
建築について導入
検討

松阪市 条件付き一般競争入札 400 1
試行導入
金額基準を設定して
いない

H19 △ 438 0 H19 △ 438 1
試行導入
金額基準を
設定していない

多気町 60 4
試行導入
５，０００万円以上の
一部工事

H20 △ 97 5 H20 △ 60 3
試行導入
5,000万円以上の
一部工事

明和町
指名競争入札及び
条件付一般競争入札
（予定価格5,000万円以上）

100 3
試行導入
５，０００万円以上

なし H19 △ 106 2 H19 △ 110 3

130万円以上を
条件付一般競争
入札にするため、
そのうち３件

大台町
指名競争入札
ただし、5,000万円以上は原
則として一般競争入札

60 3
金額基準を設定して
いない

H19 △ 109 3 H19 △ 58 4
原則、予定価格
5,000万円以上

伊勢市
要件付一般競争入札
130万円超

290 1
試行導入、
１件程度

H21 △ 236 0 H21 △ 250 1
試行導入、
１件程度

玉城町 90 2
試行導入
原則5,000万円以上

Ｈ19 △ 75 2 Ｈ19 △ 70 2
試行導入
原則5,000万円以上

大紀町 100 1 １件予定 ○ 147 0 ○ 100 0
金額設定してい
ない

南伊勢町 指名競争入札 168 0
試行導入
1,000万円以上

H20 ■ 168 0 H20 △
試行導入
1,000万円以上

度会町 未定 1 試行導入 なし H21 △ 未定

試行導入
1件予定
であったが、
人員不足等に
より未実施

試行導入1件予定
であったが、
人員不足、災害の
影響等により
未実施

H21 △ 未定 1 23年度と変更なし

組織名

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

平成23年度　目標 平成23年度　実績 平成24年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況

適用基準の
変更

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）



 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

鳥羽市
130万円以上
条件付一般競争入札

79 0
試行導入
３，０００万円以上

H20 △ 79 0 H20 △ 79 0
試行導入
３，０００万円以上

志摩市 条件付一般競争入札 150 2
試行実施
金額基準を設定して
いない。

H19 △ 169 1 H19 △ 160 2
試行実施
金額基準を
設定していない。

伊賀市 ？ 1

試行導入
7,000万円以上の土
木工事または1億
5,000万円以上の建
築工事

試行導入
審査会で承認
を得た土木工
事（6,000万円
以上）、舗装工
事（2,000万円
以上）、建築一
式（7,000万円
以上）

H21 △ 759 4 H21 △ 未定 18
試行導入
6,000万円以上の
土木工事

名張市 95 1 特になし
試行導入
金額基準を設
定していない

H22 △ 116 2 発注後中止 H22 △ 116 1
試行導入
金額基準を
設定していない

尾鷲市 40 0

試行導入　７，０００
万以上の土木工事
かつ審査会で認めら
れた物件

H19 △ 58 0 H19 △ 50 0

試行導入　７，０００
万以上の土木工事
かつ審査会で認めら
れた物件

紀北町
試行導入
金額基準を設定をし
ていない

H19 △ 90 0 H19 △
適用基準の
改正予定なし

熊野市 102 1 未定 H19 △ 169 0 H19 △ － 1 未定

御浜町 30 1
２，０００万円以上の
土木工事

H20 △ 74 0 H20 △ 90 1
2,000万円以上の
土木工事

紀宝町 55 1

予定価格３，０００万
円以上の建設工事
（舗装工事について
は２，０００万円以
上）

H19 △ 93 0 H19 △ 80 1

予定価格３，０００万
円以上の建設工事
（舗装工事について
は２，０００万円以
上）

平成23年度　実績 平成24年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成24年度目標段階
総合評価の導入状況

組織名
公共工事の入札方式
（平成23年4月1日現在）

平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準
適用基準の

変更

平成23年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成24年度総合
評価落札方式の

適用基準



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ◎
500万円
以上の工
事

○ ◎ 500万円以上の工事

警察庁中部管区警察学校 ○
国土交通
省方式に
準拠

○ ◎ 国土交通省方式に
準拠

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ - ■ - ■ -

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎
５００万円
／件以上
の工事

○ ◎ ５００万円／件以上
の工事

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事
なし ■ 該当工事

なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ◎
５００万円
／件以上
の工事

○ ◎ ５００万円／件以上
の工事

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ◎
５００万円
以上の工
事

○ ◎

岐阜県 ◎
最終契約
金額５００
万円以上

○ ◎

静岡県 ◎ 250万円
以上 ○ 250万円

以上 ◎ 250万円以上

愛知県 ◎ 250万円
以上 ○ 250万円

以上 ◎ 250万円以上

三重県 ◎ ○ ◎

静岡市 ◎ ○ ◎

浜松市 ◎ ○ ◎

名古屋市 ◎ ○ ◎

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ◎ 250万円
以上 なし ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ◎ ○ ◎

（独）日本原子力研究開発
機構東濃地科学センター ●

2億円／
件以上の
工事

■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ◎
５００万円
／件以上
の工事

- ○
５００万円
／件以上
の工事

◎ ５００万円／件以上
の工事

岐阜県道路公社 ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄



　

静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

愛知県道路公社 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 愛知県に

準拠 ◎ 愛知県に準拠

三重県道路公社 ◎ 三重県準
拠 ○ 三重県準

拠 ◎ 三重県準拠

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ◎ ○ ◎

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎ ○ ◎

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度工事成績評定
に関する実施目標



　

岐阜市 ◎ ○ ◎

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ◎ ○ ◎

多治見市 ◎
契約金額
１００万円
以上、市
独自方式

○ ◎ 契約金額１００万円
以上、市独自方式

関市 ◎ ○ ◎

中津川市 ◎ ○ ◎

美濃市 ◎ ○ ◎

瑞浪市 ● ● ○

羽島市 ◎ ○ ◎

恵那市 ◎ ○ ◎

美濃加茂市 ◎ 250万円
以上 ○ 250万円

以上 ◎ 250万円以上

土岐市 ◎ ○ ◎

各務原市 ◎

国交省方
式に準拠
した方式
の導入を
検討

● ○
国交省方式に準拠
した方式の導入を検
討

可児市 ◎ ○ ◎

山県市 ◎ ○ ◎

瑞穂市 ● ● ●

飛騨市 ◎ ○ ◎

本巣市 ● ● ●

郡上市 ● ● ○

下呂市 ● ● ●

海津市 ◎ ○ ◎

岐南町 ◎ ○ ◎

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ◎
５００万円
以上の工
事

○
５００万円
以上の工
事

◎ ５００万円以上の工
事

垂井町 ◎
130万円
以上の工
事

○
130万円
以上の工

事
◎ 130万円以上の工事

関ヶ原町 ● ■ ●

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ◎ ○ ◎

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）



　

大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ◎ ○ ◎

坂祝町 ◎ ○ ◎

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ○ 岐阜県に
準拠 ○ ◎

七宗町 ●
500万以
上の
工事１件

●
500万以
上の
工事

○ 500万以上の工事

八百津町 ■ 岐阜県に
準拠 ○ ○ ◎

白川町 ◎ ○ ◎

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ◎ ○ ◎

白川村 ■ ■ ■

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度工事成績評定
に関する実施目標



　

下田市 ◎ ○ ◎

東伊豆町 ◎ ○ ◎

南伊豆町 ○

成績評定
点のサン
プル抽出
してから
実施予定

■ ○ 評価点サンプル抽
出してから実施予定

河津町 ○ ○ ◎

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ◎ ○ ◎

熱海市 ◎ ○ ◎

伊東市 ● ● ●

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ◎ ○ ◎

御殿場市 ◎ ○ ◎

裾野市 ◎ ○ ◎

伊豆市 ◎ ○ ◎

伊豆の国市 ◎ ○ ◎

函南町 ◎ 独自の簡
易方法 ○ 独自の簡

易方法 ◎ 独自の簡易方法

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ◎ ○ ◎

小山町 ◎ ○ ◎

富士宮市 ◎ ○ ◎

富士市 ◎
１３０万円
／件以上
の工事

○ ◎

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ◎ ○ ◎

島田市 ◎ ○ ◎

川根本町 ◎ ○ ◎

御前崎市 ◎
130万円
以上の工
事

○ ◎

牧之原市 ◎
250万円/
件以上の
工事

○
250万円/
件以上の

工事
◎ 250万円/件以上の

工事

吉田町 ◎ 静岡県に
準拠 ○ ◎

磐田市 ◎
130万円
以上の工
事

○ ◎

掛川市 ◎ ○ ◎

袋井市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

備考欄組織名
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度工事成績評定
に関する実施目標



　

菊川市 ◎
250万円
以上の工
事

○ ◎

森町 ◎ ○ ◎

湖西市 ◎ ○ ◎

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度工事成績評定
に関する実施目標



　

豊橋市 ○ ● ○

設計金額が概ね
2500万円以上の
工事の中から妥
当と認められる
ものを建設工事
審査会部会で選
定

岡崎市 ◎ ○ ◎

一宮市 ◎ ○ ◎

瀬戸市 ◎ ○ ◎

半田市 ◎ ○ ◎

春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ◎ ○ ◎

津島市 ◎
130万円/
件以上の
工事

○ ◎ 130万円超の工事

碧南市 ◎ ○ ◎

刈谷市 ◎ 130万円
超の工事 ○ ◎

豊田市 ◎ ○ ◎

安城市 ◎ 130万円
超の工事 ○ ◎

西尾市 ◎ 130万円
超の工事 ○ ◎

蒲郡市 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 愛知県に

準拠 ◎ 愛知県に準拠

犬山市 ◎ 500万円
以上 ○ ◎

常滑市 ◎ ○ ◎

江南市 ◎ ○ ◎

小牧市 ◎
300万円
以上の工
事

○ ◎

稲沢市 ◎ 130万円
超の工事 ○ 130万円

超の工事 ◎ 130万円超の工事

新城市 ◎ 全ての工
事 ○ 全ての工

事 ◎ 全ての工事

東海市 ◎ ○ ◎

大府市 ◎ 500万円
超の工事 ○ 500万円

超の工事 ◎ 500万円超の工事

知多市 ◎ ○ ◎

知立市 ◎ ○ ◎

尾張旭市 ◎
３００万円
／件以上
の工事

○
３００万円
／件以上
の工事

◎ ３００万円／件以上
の工事

高浜市 ◎
１３０万円
以上の工
事

○ ◎

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ◎ ○ ◎

日進市 ◎ 130万円
超の工事 ○ 130万円

超の工事 ◎ 130万円超の工事

田原市 ◎ ○ ◎

愛西市 ○
試行　評
定結果は
非公表

○
試行　評
定結果は
非公表

◎

平成24年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標の達成状

況
備考欄



　

清須市 ◎
250万円
以上の工
事

○ ◎

北名古屋市 ● ● ●

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ◎ ○ ◎

長久手市 ◎
250万円
以上の工
事

○ ◎

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ○ ○
130万円
以上の工
事

◎ 130万円以上の工事

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ◎ ○
130万円
超の工事
全て

◎ 130万円超の工事全
て

東浦町 ◎ ○ ◎

南知多町 ◎
１３０万円
を超える
工事で実
施

○
１３０万円
を超える
工事で実
施

◎ １３０万円を超える工
事で実施

美浜町 ◎ ○ ◎

武豊町 ■ ○ ○
１３０万円
を超える
工事で実
施

◎ １３０万円を超える工
事で実施

幸田町 ◎ ○ ◎

みよし市 ◎
130万円
以上の工
事で実施

○
130万円
以上の工
事で実施

◎ 130万円以上の工事
で実施

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄組織名
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞



　

桑名市 ◎ ○ ◎

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 － － －

東員町 ◎ ○ ◎

四日市市 ◎ ○ ◎

菰野町 ◎ ○ ◎

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ◎ ○ ◎

鈴鹿市 ◎ ○ ◎

亀山市 ◎

県に準
拠
100万円
/件以上
の工事を
対象

○ ◎

津市 ◎
１３０万円
／件以上
の工事

○ ◎

松阪市 ◎ ○ ◎

多気町 ◎
１３０万円
／件以上
の工事

○
１３０万円
／件以上
の工事

◎

明和町 ◎ ○ ◎

大台町 ● ■ ●

伊勢市 ◎ ○ ◎

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■ ■ ■

鳥羽市 ◎ ○ ◎

志摩市 ◎ ○ ◎

伊賀市 ◎ ○ ◎

名張市 ◎ ○
入札全て
の工事で
実施

◎ １３０万円/件以上の
工事

尾鷲市 ◎ ○ ◎

紀北町 ◎ ○ ◎

熊野市 ◎ ○ ◎

御浜町 ◎ ○ ○

紀宝町 ◎ ○ ◎

組織名
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ - ■ - ■ -

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎ ○ ◎

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事な
し ■ 該当工事な

し ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ 最終契約金額
５００万円以上 ○ ◎

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ◎ ○ ◎

三重県 ◎ ○ ◎

静岡市 ● ○ ●

浜松市 ● ■ ■ ■

名古屋市 ● ● ●

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ■ ■ ■

（独）都市再生機構中部支社 ● ● ●

備考欄

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルにに
関する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
組織名



　

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ◎ ○ ◎

岐阜県道路公社 ◎ 岐阜県に準
拠

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ◎ 愛知県に準
拠 ○ 愛知県に準

拠 ◎ 愛知県に準拠

三重県道路公社 ◎ 三重県準拠 ○ 三重県準拠 ◎ 三重県準拠

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ◎ ○ ◎

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ● ○ ○

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルにに
関する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
組織名 備考欄 備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）



　

岐阜市 ◎ (県の現場必
携を利用) ○ (県の現場必

携を利用) ◎ (県の現場必携を利
用)

大垣市 ● ● ●

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ●
県の共通仕様
書及び、現場
必携を利用

■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ■ ■

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ● ● ●

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ■ ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名
平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルにに
関する実施目標の達成状況

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

平成24年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄



　

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ○ ● ● ●

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名
平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルにに
関する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄



　

下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ● ● ●

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ■ ■ ■

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

組織名
平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルにに
関する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞



　

袋井市 ■ ■ ■

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名
平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルにに
関する実施目標の達成状況

備考欄 備考欄

平成24年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標



豊橋市 ○ ● ○

設計金額が概ね
2500万円以上の
工事の中から妥
当と認められる
ものを建設工事
審査会部会で選
定

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ 愛知県に準
拠 ■ ■

刈谷市 ● ■ ●

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ 愛知県に準
拠 ■ ■

西尾市 ◎ 愛知県に準
拠 ○ 独自の簡易

方式 ◎ 愛知県に準拠

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ● ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ●

標準仕様書
に基づいて、
国の各種安
全指針にも
沿った形で
安全対策を
講じている。
また、施工に
当たっては
「施工プロセ
スのチェック
リスト」を活
用した点検を
一部実施し
ている。

●

標準仕様書
に基づいて、
国の各種安
全指針にも
沿った形で
安全対策を
講じている。
また、施工に
当たっては
「施工プロセ
スのチェック
リスト」を活
用した点検を
一部実施し
ている。

●

標準仕様書に基づ
いて、国の各種安全
指針にも沿った形で
安全対策を講じてい
る。また、施工に当
たっては「施工プロ
セスのチェックリス
ト」を活用した点検を
一部実施している。

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

組織名
平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルにに
関する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞



　

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

愛西市 ■ ■ ■

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ○ ■ ■ ■

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルにに
関する実施目標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名
平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

平成24年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄



　

桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市
営繕工務課（建築） ■ ■ ■

道路整備課（土木） ■ ■ ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■ ■ ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■ ■ ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ■ ■

紀宝町 ■ ■ ■

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルにに
関する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

組織名
平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

備考欄



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ◎ ○ ◎

警察庁中部管区警察学校 ○ ○ ◎

財務省東海財務局 ◎ ○ ◎

財務省名古屋税関 ◎
入札を

行った全
ての工事

○ ◎

国税庁名古屋国税局 ◎ - ○ ◎

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ○ ○ ◎

厚生労働省岐阜労働局 ◎
100万円
／件以上
の工事

○
100万円
／件以上
の工事

◎ 100万円／件以上の
工事

厚生労働省静岡労働局 ■ ○ ○ 100万円/以
上の工事 ◎

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ○

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎ ○ ◎

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事
なし ■ 該当工事

なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ◎ ○ ◎

海上保安庁第四管区海上保安本部 ◎ ○ ◎

環境省中部地方環境事務所 ◎ ○ ◎

岐阜県 ●
県土整備
部のみ、８
千万円以
上で試行

○ ●
農政部、林政部及び
県土整備部の、予
定価格８千万円以
上で試行

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ■ 事前公表 ■ 事前公表 ■ 事前公表

三重県 ■ ■ ■

静岡市 ■ ■ ●
総合評価方式（標準
型）で実施するもの
のうちの一部

浜松市 ◎ ○ ◎

名古屋市 ■ ■ ■

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ◎ なし ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ◎ 一部予定
なし ○ ◎ 一部予定なし

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ● ● ●

（独）水資源機構中部支社 ◎ ○ ◎

岐阜県道路公社 ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成23年度予定価格の事

後公表への移行に関する実
施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標の達成状況
備考欄

平成24年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄



　

静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

愛知県道路公社 ■

設計額
250万円
以上の工
事は予定
価格を事
前公表

■

設計額
250万円
以上の工
事は予定
価格を事
前公表

■
設計額250万円以上
の工事は予定価格
を事前公表

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

名古屋港管理組合 ■

予定価格
1000万円
以上の工
事は予定
価格を事
前公表

－ ■

予定価格
1000万円
以上の工
事は予定
価格を事
前公表

■
予定価格1000万円
以上の工事は予定
価格を事前公表

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成23年度予定価格の事

後公表への移行に関する実
施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標の達成状況
備考欄

平成24年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄



　

岐阜市 ■ ■ ■

大垣市 ○ ■ ■ ■

高山市 ◎ ○ ◎

多治見市 ◎ ○ ◎

関市 ■ ■ ■

中津川市 ● ● ●

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ●
１３０万円
以下
事後公表

●
１３０万円
以下
事後公表

● １３０万円以下
事後公表

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ◎ ○ ◎

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ● ● ●

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ◎ ○ ◎

飛騨市 ◎ ○ ◎

本巣市 ● ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ○ 一部試行実施

海津市 ● ● ●

岐南町 ● ■ ■

笠松町 ■
予定価格
の事前公
表

■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ◎ ○ ◎

関ヶ原町 － － －

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ◎ ○ ◎

揖斐川町 ●
事前公表
の試行を
継続

■ ●

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標の達成状況
備考欄

平成24年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄



　

大野町 ■ ■ ■

池田町 － ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ●

一般競争
入札・電
子入札に
ついては
事前公表

●

一般競争
入札・電
子入札に
ついては
事前公表

●
一般競争入札・電子
入札については事
前公表

富加町 ■ ■ ●

川辺町 ● ● ●

七宗町 ■
予定価格
は事前公
表

■
予定価格
は事前公

表
■ 予定価格は事前公

表

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■
予定価格
は事前公
表

■ ■

東白川村 ◎ 閲覧方式 ○ ◎

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ● ● ●

組織名
平成23年度予定価格の事

後公表への移行に関する実
施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標の達成状況
備考欄

平成24年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

備考欄



　

下田市 ◎ ○ ◎

東伊豆町 ◎ ○ ◎

南伊豆町 ◎ ○ ◎

河津町 ■ ○ ○ ◎

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ◎ ○ ◎

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ○

三島市 ● ● ○

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ◎ ○ ◎

伊豆市 ◎ ○ ◎

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ◎ ○ ◎

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ○ 全面実施 ○ ◎

小山町 ◎ ○ ◎

富士宮市 ■ ■ ◎
予定価格が2,500万
円未満の入札で導

入

富士市 ■ ○ ○ ◎

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ◎ ○ ◎

島田市 ◎ ○ ◎

川根本町 ◎ ○ ◎

御前崎市 ◎ ○ ◎

牧之原市 ◎ ○ ◎

吉田町 ◎ ○ ◎

磐田市 ● ○ ● 3000万円未満の工
事

掛川市 ● 事前・事
後の併用 ● 事前・事

後の併用 ● 事前・事後の併用

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成23年度予定価格の事

後公表への移行に関する実
施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標の達成状況
備考欄

平成24年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄



　

袋井市 ◎ ○ ◎

菊川市 ◎ ○ ◎

森町 ◎ ○ ◎

湖西市 ○ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成23年度予定価格の事

後公表への移行に関する実
施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標の達成状況
備考欄

平成24年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄



豊橋市 ○

1500万円
以上の工
事につい
て事後公
表

○

設計金額
が概ね
2500万円
以上の工
事の中か
ら妥当と
認められ
るものを
建設工事
審査会部
会で選定

○
1000万円以上の工
事について事後公
表

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■
予定価格
を事前公
表

■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ◎ ○ ◎

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ● 一部案件
に適用 ● 一部案件

に適用 ● 一部案件に適用

豊田市 ● ● ◎

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■
予定価格
を事前公
表

■
予定価格
を事前公
表

■ 予定価格を事前公
表

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ●
2,000万
円以下は
事後公表

●
2,000万

円以下は
事後公表

● 2,000万円以下は事
後公表

新城市 ■
予定価格
を事前公
表

■
予定価格
を事前公
表

■ 予定価格を事前公
表

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ●
概ね500
万円以上
の工事は
事前公表

●
概ね500
万円以上
の工事は
事前公表

● 概ね500万円以上の
工事は事前公表

豊明市 ■ ○ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標の達成状況
備考欄

平成24年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名



　

日進市 ■ ■ ○

田原市 ◎ ○ ◎

愛西市 ◎

基本的に
事後公表
だが、事
前公表も
行う。

○

基本的に
事後公表
だが、事
前公表も
行う。

◎
基本的に事後公表
だが、事前公表も行
う。

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■
予定価格
を事前公
表

■
予定価格
を事前公
表

■ 予定価格を事前公
表

弥富市 ◎
ただし、電
子入札に
ついては
事前公表

○
ただし、電
子入札に
ついては
事前公表

◎ ただし、電子入札に
ついては事前公表

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ● ● ●

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ◎ ○ ◎

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■
予定価格
を事前公
表

■
予定価格
を事前公
表

■ 予定価格を事前公
表

南知多町 ■
予定価格
を事前公
表

■
予定価格
を事前公
表

■ 予定価格を事前公
表

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■
予定価格
を事前公
表

■ 予定価格を事前公
表

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 － － ■

設楽町 ◎ ○ ◎

東栄町 ●
ただし、
1,000万
円以上の
み

●
ただし、
1,000万

円以上の
み

●

豊根村 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成23年度予定価格の事

後公表への移行に関する実
施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標の達成状況
備考欄

平成24年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄



　

桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ◎ ○ ◎

東員町 ■ ■ ■

四日市市 ■ ■ ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ◎ ○ ◎

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ◎ ○ ◎

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■ ■ ■

明和町 ■ ○ ○ ◎

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ● ● ●

玉城町 ◎ ○ ◎

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ● ■ ●

度会町 ◎ ○ ◎

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ● ●
総合評
価試行
により

●

名張市 ■ ■
設計価
格のみ
事前公
表

■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ● ○ ○

御浜町 ◎ ○ ◎

紀宝町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成23年度予定価格の事

後公表への移行に関する実
施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標の達成状況
備考欄

平成24年度予定価格の事
後公表への移行に関する実

施目標
備考欄



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ●

情報収
集、分析
による活
用方法検
討

● ●
情報収集した資料を
もとに活用方法を検
討

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事
なし ■ 該当工事

なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ● 全工事
50％ ○ ○ 導入することが有効

な工事全て

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ■

外部サー
バーを利
用できる
環境にな
いため、
実施予定
はない。

■ ■

愛知県 ■ ■ ■

三重県 ●
32件の工
事で
実証実験
予定

○
30件の工
事で実証
実験実施

● 30件の工事で
実証実験予定

静岡市 ● ○ 試行実験 ●

浜松市 ■ ■ ■

名古屋市 ● ● ●

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ◎ なし ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ■
一部予定
ありまた
は非公表

■ 一部達成 ■ 一部予定あり

備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工受発注者間
の工事情報の共有に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標



　

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ●
電子メー
ルによる
書類のや
りとり

●
電子メー
ルによる
書類のや
りとり

● 電子メールによる書
類のやりとり

岐阜県道路公社 ■

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ■ ■ ■

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

名古屋港管理組合 ■ ■ ■

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団東海総合事務所 ■ ■ ■

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄組織名

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工受発注者間
の工事情報の共有に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞



　

岐阜市 ■ ■ ■

大垣市 ○ ■ ■ ■

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ■ ■

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ■ ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工受発注者間
の工事情報の共有に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄



　

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ◎ ● ■ ●

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

組織名
平成23年度受発注者間の

工事情報の共有に関する実
施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工受発注者間
の工事情報の共有に関する

実施目標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

備考欄

平成24年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄



　

下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ■ ■ ■

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ ■ ■

組織名

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

備考欄

平成24年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工受発注者間
の工事情報の共有に関する

実施目標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）



　

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ○ ○ ◎

湖西市 ■ 庁舎での
閲覧実施 ■ ■

組織名 備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

備考欄

平成24年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工受発注者間
の工事情報の共有に関する

実施目標の達成状況



　

豊橋市 ○ ● ■

設計金額が概ね
2500万円以上の工
事の中から妥当と認
められるものを建設
工事審査会部会で
選定

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ● ● ●

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ■ ■ ■

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ◎ CRINSへ
の登録 ○ CRINSへ

の登録 ◎ CRINSへの登録

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

愛西市 ■ ■ ■

組織名 備考欄

平成24年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工受発注者間
の工事情報の共有に関する

実施目標の達成状況



　

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 － － ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工受発注者間
の工事情報の共有に関する

実施目標の達成状況

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

備考欄

平成24年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄



　

桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市 ■ ■ ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■ ■ ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■ ■ ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ■ ■

紀宝町 ■ ■ ■

組織名 備考欄

平成24年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度工受発注者間
の工事情報の共有に関する

実施目標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事
なし ■ 該当工事

なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ● 資材単価
のみ ● 資材単価

のみ ● 資材単価のみ

三重県 ●
資材価格
のみ情報
共有

○ ● 資材価格のみ
情報共有

静岡市 ■ ● ○ 資材価格
のみ ●

浜松市 ◎ ● ○ 資材単価
のみ ● 資材単価のみ

名古屋市 ● ● ●

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ◎ ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ■
一部予定
ありまた
は非公表

■
一部達成
または非
公表

■ 一部予定ありまたは
非公表

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ■ ■ ■

岐阜県道路公社 ◎
岐阜県の
資材単価
を活用

静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況

組織名
平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成24年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄



建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞
　

愛知県道路公社 ●

資材価格
のみ愛知
県より情
報を受け
ている

●

資材価格
のみ愛知
県より情
報を受け
ている

●
資材価格のみ愛知
県より情報を受けて
いる

三重県道路公社 ● 資材価格
のみ ● 資材価格

のみ ● 資材価格のみ

名古屋高速道路公社 ◎ 県/市単
価は共有 ○ 県/市単

価は共有 ◎ 県/市単価は共有

名古屋港管理組合 ●
他官公庁
より情報
提供を受
けている

●
他官公庁
より情報
提供を受
けている

● 他官公庁より情報提
供を受けている

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎ ○ ◎

組織名
平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）



　

岐阜市 ○
岐阜県の
システム
を利用

○
岐阜県の
システム
を利用

○ 岐阜県のシステムを
利用

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ■
岐阜県の
システム
を利用

○ ○
岐阜県の
システム
を利用

◎ 岐阜県のシステムを
利用

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ◎
岐阜県の
システム
を利用

○
岐阜県の
システム
を利用

◎ 岐阜県のシステムを
利用

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ■ ■

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ◎ 県システ
ムを利用 ○ 県システ

ムを利用 ◎ 県システムを利用

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

組織名
平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況

備考欄 備考欄

平成24年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞



　

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ◎ ● ■ ●

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

組織名
平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成24年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄



　

下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ◎ ○ ◎

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ● 資材単価
のみ ● ○ ●

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄 備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標

平成24年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標



　

菊川市 ◎ ○ ◎

森町 ■ ■ ■

湖西市 ◎ ○ ◎

組織名

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成24年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況



　

豊橋市 ○ ● ○

設計金額が概ね
2500万円以上の
工事の中から妥
当と認められる
ものを建設工事
審査会部会で選
定

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ■ ■ ■

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ◎ 愛知県単
価使用 ○ 愛知県単

価使用 ◎ 愛知県単価使用

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ◎ ○ ◎

岩倉市 ■ 愛知県に
準拠 ■ 愛知県に

準拠 ■ 愛知県に準拠

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

愛西市 ■ ■ ■

組織名
平成24年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況

備考欄



　

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ● ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ●
資材価格
のみ情報
共有

●
資材価格
のみ情報
共有

● 資材価格のみ情報
共有

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成24年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄



　

桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市 ■ ■ ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ● ● ●

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■ ■ ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■ ■ ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ■ ■

紀宝町 ■ ●
資材単価
は県と情
報共有

● 資材単価は県と
情報共有

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標
備考欄



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事
なし ■ 該当工事

なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ◎ ■ ○ ◎

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ◎
設計変更
事務処理
要領

○ ◎

愛知県 ◎
設計変更
事務取扱
要領

○
設計変更
事務取扱
要領

◎ 設計変更事務取扱
要領

三重県 ◎

「三重県
建設工事
設計変更
要領」を
作成し運
用

○ ◎ 設計変更ガイドラ
インの作成を検討

静岡市 ● ○ ●

浜松市 ○ ○ ◎

名古屋市 ● ● ●

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ◎ ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ■
一部実施
済みまた
は非公表

■
一部達成
または非
公表

■ 一部実施済みまた
は非公表

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

組織名
平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標の達成状況
備考欄

平成24年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄



　

（独）水資源機構中部支社 ◎ ○ ◎

岐阜県道路公社 ■ 岐阜県に
準拠

静岡県道路公社 ■ ○ ○ 静岡県に
準拠 ◎ 静岡県に

準拠

愛知県道路公社 ◎
設計変更
事務取扱
要領を整
備

○
設計変更
事務取扱
要領を整
備

◎ 設計変更事務取扱
要領を整備

三重県道路公社 ◎ 三重県要
領準拠 ○ ◎

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ■ 検討の継
続 ■ ■ 検討の継続

四日市港管理組合 ◎

四日市港
管理組合
建設工事
設計変更
要領

○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎ ○ ◎

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

組織名 備考欄

平成24年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄



　

岐阜市 ◎ ○ ◎

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ 岐阜県に
準拠 ○ ○ 岐阜県に

準拠 ◎ 岐阜県に準拠

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ◎ ○ ◎

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ■ ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

組織名
平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄 備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標の達成状況
備考欄

平成24年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞



　

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ○ ■ ■ ■

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

組織名
平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標の達成状況
備考欄

平成24年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞



　

下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ◎ ○ ◎

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ○ ○ ○

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ◎ ○ ◎

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ ■ ■

富士宮市 ◎ ○ ◎

富士市 ■ ● ●

設計変更
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
案(土木
工事）作
成・公開

●
設計変更ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
案(土木工事）の運
用

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ●

吉田町 ◎ ○ ◎

磐田市 ◎ ○ ◎

掛川市 ■ ■ ■

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標の達成状況
備考欄

平成24年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄組織名

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞



　

袋井市 ■ ■ ■

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

組織名
平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標の達成状況
備考欄

平成24年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）



　

豊橋市 ○ ● ○

設計金額が概ね
2500万円以上の工
事の中から妥当と認
められるものを建設
工事審査会部会で
選定

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ◎ ○ ◎

春日井市 ○ 要領を策
定 ○ ◎

豊川市 ◎ ○ ◎

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ◎ ○ ◎

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ◎ ○ ◎

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ○ ○ 要領制定
済 ◎

小牧市 ◎ ○ ◎

稲沢市 ◎ ○ ◎

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ◎ ● ○

知立市 ■ ■ ●

尾張旭市 ◎ ○ ◎

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ● ● ●

日進市 ■ ■ ■

田原市 ◎ ○ ◎

愛西市 ■ ■ ○

平成24年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標の達成状況
備考欄



　

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ● ○ ◎

東郷町 ■ ○ ○

平成元年
に施行し
た設計変
更事務取
扱要領が
この取り
組みにあ
たると判
断した。

◎

長久手市 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 愛知県に

準拠 ◎ 愛知県に準拠

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ◎ ○ ◎

阿久比町 ■ ● ●
設計変更
事務取扱
要領

○

東浦町 ◎
設計変更
事務取扱
要領

○
設計変更
事務取扱
要領

◎ 設計変更事務取扱
要領

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ◎ ○ ◎

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ◎ ○ ◎

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標の達成状況
備考欄組織名

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標

平成24年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）



　

桑名市 ● ○ ◎

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市 ■ ■ ●

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ◎ ○ ◎

多気町 ● ■ ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ◎ ○ ◎

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ◎ ○ ◎

度会町 ■ ■ ■

鳥羽市 ■ ○ ○

「鳥羽市
建設工事
設計変更
要領」を
作成

○
「鳥羽市建設工事設
計変更要領」の運用
開始

志摩市 ○ ■ ○

伊賀市 ◎ ○ ◎

名張市 ■

変更指針
あり大幅
な金額、
重要な工
法変更の
場合は協
議書作
成。

■ ■

尾鷲市 ■ ■ ●

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ■ ■

紀宝町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

組織名
平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標の達成状況
備考欄

平成24年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施目

標
備考欄



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ●

情報収
集、分析
による活
用方法検
討

● ●
情報収集した資料を
もとに活用方法を検
討

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事
なし ■ 該当工事

なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ● ○ ○ ICT技術を標準的な
施工法とした

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ■ ■ ■

静岡県 ■ ■ ■

愛知県 ■ ■ ■

三重県 ■ ■ ■

静岡市 ■ ■ ■

浜松市 ■ ■ ■

名古屋市 ■ ■ ■

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ■ 事例収集 ■ 事例収集 ■ 事例収集

（独）都市再生機構中部支社 ■ 一部非公
表 ■ 一部非公

表 ■ 一部非公表

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ●

施工の合
理化とし
て個別事
業毎に実
施

■ ● 施工の合理化として
個別事業毎に実施

岐阜県道路公社 ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成状

況
組織名

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄 備考欄
平成24年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄



　

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ■ ■ ■

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

名古屋港管理組合 ■ ■ ■

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団東海総合事務所 ■ ■ ■

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成状

況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

備考欄
平成24年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄組織名



　

岐阜市 ■ ■ ■

大垣市 ○ ■ ■ ■

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ■ ■

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ■ ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度建設ICTの導入
に関する実施目標

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞



　

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ● ■ ■ ■

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

備考欄

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

備考欄組織名
平成23年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄

平成24年度建設ICTの導入
に関する実施目標

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成状

況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）



　

下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ■ ■ ■

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ ■ ■

組織名 備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標



　

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

組織名
平成23年度建設ICTの導入

に関する実施目標

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞



　

豊橋市 ○ ● ■

設計金額が概ね
2500万円以上の
工事の中から妥
当と認められる
ものを建設工事
審査会部会で選
定

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ■ ■ ■

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

愛西市 ■ ■ ■

組織名
平成23年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成状

況
備考欄

平成24年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞



　

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ● ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成状

況

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

備考欄
平成24年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄



　

桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ● ■ ■ ●

四日市市
営繕工務課（建築） ■ ■ ■

道路整備課（土木） ■ ■ ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■ ■ ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■ ■ ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ■ ■

紀宝町 ■ ■ ■

組織名 備考欄
平成24年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成状

況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎ ○ ◎

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事
なし ■ 該当工事

なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ●
総合評価
の評価項
目として
実施

○
総合評価
の評価項
目として
実施

● 総合評価の評価項
目として実施

愛知県 ◎
総合評価
の評価項
目

○
総合評価
の評価項
目

◎ 総合評価の評価項
目

三重県 ◎ ○ ◎

静岡市 ◎ ○ ◎

浜松市 ● ○ ○ ◎

名古屋市 ◎ ○ ◎

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ■ ■ ■

（独）都市再生機構中部支社 ● ● ●

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ◎
工事成績
や総合評
価落札方
式で評価

○
工事成績
や総合評
価落札方
式で評価

◎ 工事成績や総合評
価落札方式で評価

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成24年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄組織名
平成23年度地域貢献の評

価に関する実施目標



　

岐阜県道路公社 ◎

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ◎ ○ ◎

三重県道路公社 ◎ 三重県基
準準拠 ○ 三重県基

準準拠 ◎ 三重県基準準拠

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ◎ ○ ◎

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎ ○ ◎

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

備考欄
平成24年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達成

状況
組織名

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標



　

岐阜市 ◎ ○ ◎

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ◎ 総合評価
方式のみ ○ 総合評価

方式のみ ◎ 総合評価方式のみ

多治見市 ◎ ○ ◎

関市 ● ● ●

中津川市 ◎ ○ 総合評価
方式のみ ◎ 総合評価方式のみ

美濃市 ● ■ ●

瑞浪市 ◎ ○ ◎

羽島市 ◎ ○ ◎

恵那市 ■ ● ● ○

美濃加茂市 ◎ ○ ◎

土岐市 ◎ 総合評価
落札方式 ○ 総合評価

落札方式 ◎ 総合評価落札方式

各務原市 ◎ ○ ◎

可児市 ◎ ○ ◎

山県市 ◎ ○ ◎

瑞穂市 ◎
総合評価
方式の場
合に実施

○ ◎

飛騨市 ◎ ○ ◎

本巣市 ◎ ○ ◎

郡上市 ◎ ○ ◎

下呂市 ◎ ○ ◎

海津市 ○ 総合評価
落札方式 ■ 総合評価

落札方式 ○ 総合評価落札方式

岐南町 ◎ ○ ◎

笠松町 ■ ● ●
総合評価
の場合に
実施

○
総合評価の場合に
実施
ボランティア活動等

養老町 ◎
総合評価
方式の場
合に実施

○
総合評価
方式の場
合に実施

◎ 総合評価方式の場
合に実施

垂井町 ◎
ボランティ
ア活動の
状況等

○
ボランティ
ア活動の
状況等

◎ ボランティア活動の
状況等

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ○ 総合評価
落札方式 ■ ○ 総合評価落札方式

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ◎ ■ ○

大野町 ■ ■ ■

組織名
平成23年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成24年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄



　

池田町 ◎ 総合評価
落札方式 ○ 総合評価

落札方式 ◎ 総合評価落札方式

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ◎ ○ ◎

富加町 ◎ ○ 総合評価
方式のみ ◎ 総合評価方式のみ

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ◎
災害応援
協定・
消防団員

● ■ ● 災害応援協定・
消防団員

八百津町 ○ ○ ◎

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ◎ ○ ◎

白川村 ■ ■ ■

組織名 備考欄
平成24年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達成

状況



　

下田市 ◎ ○ ◎

東伊豆町 ◎ ■ ○

南伊豆町 ●
総合評価
方式で実
施

●
総合評価
方式で実
施

● 総合評価方式で実
施予定

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ◎ ○ ◎

伊東市 ◎ ○ ◎

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ◎ ○ ◎

御殿場市 ◎ ○ ◎

裾野市 ● ● ●

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ◎ ○ ◎

函南町 ■ ■ ■

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ●
総合評価
方式で実
施

●
総合評価
方式で実
施

● 総合評価方式で実
施

小山町 ● ● ●

富士宮市 ■ ● ● ●

富士市 ◎ ○ ◎

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ◎
総合評価
の場合の
み実施

○
総合評価
の場合の
み実施

◎ 総合評価の場合の
み実施

島田市 ◎ ○ ◎

川根本町 ●
総合評価
の場合に
実施

■ ■ 総合評価の場合に
実施

御前崎市 ■ ○ ○
総合評価
方式で実
施

◎ 総合評価方式で実
施

牧之原市 ◎ 総合評価
のみ実施 ○ 総合評価

のみ実施 ◎ 総合評価のみ実施

吉田町 ◎ ○ ◎

磐田市 ◎ 総合評価
のみ実施 ○ ◎

掛川市 ◎ ○ ◎

袋井市 ◎ ○ 総合評価
のみ実施 ◎ 総合評価のみ実施

組織名
平成23年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成24年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞



　

菊川市 ◎ ○ ◎

森町 ◎
総合評価
の評価項
目

○ ◎

湖西市 ◎ ○ ◎

組織名
平成23年度地域貢献の評

価に関する実施目標

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成24年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞



　

豊橋市 ○ ● ○

設計金額が概ね
2500万円以上の
工事の中から妥
当と認められる
ものを建設工事
審査会部会で選
定

岡崎市 ◎
総合評価
落札方式
で評価

○ ◎

一宮市 ◎ ○ ◎

瀬戸市 ◎ ○ ◎

半田市 ◎ ○ ◎

春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ◎ ○ ◎

津島市 ◎ ○ ◎

碧南市 ◎ ○ ◎

刈谷市 ◎
総合評価
落札方式
で評価

○
総合評価
落札方式
で評価

◎ 総合評価落札方式
で評価

豊田市 ◎ ○ ◎

安城市 ◎
（総合評
価落札方
式の評価
項目）

○ ◎

西尾市 ◎
災害協
定、雇用
状況等

○
災害協
定、雇用
状況等

◎ 災害協定、雇用状
況等

蒲郡市 ◎
（総合評
価落札方
式の評価
項目）

○
（総合評
価落札方
式の評価
項目）

◎ （総合評価落札方式
の評価項目）

犬山市 ● ○ ○ ◎

常滑市 ◎ ○ ◎

江南市 ◎ ○ ◎

小牧市 ◎ ○ ◎

稲沢市 ◎ ○ ◎

新城市 ◎
総合評価
の配点で
配慮

○ ◎

東海市 ◎
総合評価
落札方式
で評価

○
総合評価
落札方式
で評価

◎ 総合評価落札方式
で評価

大府市 ◎
総合評価
落札方式
で評価

○
総合評価
落札方式
で評価

◎ 総合評価落札方式
で評価

知多市 ◎
総合評価
競争入札
で実施

○
総合評価
競争入札
で実施

◎ 総合評価競争入札
で実施

知立市 ◎ ○ ◎

尾張旭市 ◎
総合評価
落札方式
で試行実
施

○
総合評価
落札方式
で試行実
施

◎ 総合評価落札方式
で試行実施

高浜市 ◎ ■ ■ ○

岩倉市 ●
総合評価
方式で実
施予定

●
総合評価
方式で実
施

● 総合評価方式で実
施

豊明市 ◎ ○ ◎

日進市 ◎ ○ ◎

田原市 ◎ ○ ◎

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成24年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

組織名
平成23年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）



　

愛西市 ◎ ○
総合評価
落札方式
で実施

◎ 総合評価落札方式
で実施

清須市 ◎ ○
総合評価
方式で実
施

◎ 総合評価方式で実
施予定

北名古屋市 ◎ ○ ◎

弥富市 ●
総合評価
落札方式
で実施

○ ○ 総合評価落札方式
で実施

東郷町 ◎
総合評価
落札方式
で実施

○ ◎

長久手市 ◎
総合評価
競争入札
で実施

○ ◎

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ●
総合評価
落札方式
で実施

●
総合評価
落札方式
で実施

● 総合評価落札方式
で実施

扶桑町 ● ○
総合評価
落札方式
で実施

● 総合評価落札方式
で実施予定

あま市 ● ● ● ●

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ◎ ○ ◎

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ● ●
総合評価
落札方式
で実施

● 総合評価落札方式
で実施

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ○
総合評価
落札方式
で実施

◎ 総合評価落札方式
で実施

幸田町 ◎ ■ ■ ■

みよし市 ◎ ○ ◎

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

組織名
平成23年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成24年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄



　

桑名市 ● 総合評価
評価項目 ● 総合評価

評価項目 ● 総合評価評価項目

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ◎ ○ ◎

東員町 ● ■ ■ ●

四日市市 ◎ ○ ◎

菰野町 ●
雪氷対策
業務特別
点

○ ○

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ◎ ○ ◎

亀山市 ■ ■ ■

津市 ◎ ○ ◎

松阪市 ◎ ■ ○

多気町 ● ● ●

明和町 ◎ ○ ◎

大台町 ◎ ○ ◎

伊勢市 ● 総合評価 ● 総合評価 ● 総合評価

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ◎ ■ ■

南伊勢町 ○ ■ ○

度会町 ■ ■ ■

鳥羽市 ◎ ○ ◎

志摩市 ◎ ○ ◎

伊賀市 ■ ● ●
総合評価
試行によ

り
●

名張市 ●
総合評価
試行によ
り

■ ● 総合評価試行により

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ◎
100万円
以上の工
事で実施

○ ◎

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ○ ■ ●

紀宝町 ■ ■ ■

組織名
平成23年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成24年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ◎ ○ ◎

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ◎ ○ ◎

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県
（県土整備部、都市建築部） ◎ ○ ◎

岐阜県農政部 ○ ○ ◎

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

組織名
平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄 備考欄

平成24年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞



　

岐阜県林政部 ● ワンデーレス
ポンスのみ ● ●

静岡県 ○ Ｈ23最終取組
み ●

Ｈ２３最終取
組み一部未
達成

○
一部達成できなかっ
た箇所があったの
で、継続する

愛知県 ◎
ワンデーレス
ポンス要領、
設計・施工条
件確認会議

○
ワンデーレス
ポンス要領、
設計・施工条
件確認会議

◎
ワンデーレスポンス
要領、設計・施工条
件確認会議

三重県 ○

ワンデーレ
スポンスは
要領等は定
めていない
が、協議や
質問に対し
迅速に対応
できる組織
体制としてい
る。

○ ○

ワンデーレスポン
スの手引きを策定
予定。
三者会議において
は引き続き試行を
推進。

静岡市 ◎ ○ ◎

浜松市 ● ○ ３者会議 ● ３者会議

名古屋市 ● ● ●

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ○

ワンデーレス
ポンスは要領
等は定めてい
ないが、協議
や質問に対し
迅速に対応で
きる組織体制
としている。
三者会議にお
いては対象を
拡大し試行を
継続中。

なし ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ● ● ●

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ● ● ●

岐阜県道路公社 ○

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ●
ワンデーレス
ポンスのみ導
入

■ ■

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ● ● ●

名古屋港管理組合 ■ ● ● ●

四日市港管理組合 ●
三者会議を試
行的に実施予
定

●
三者会議を
試行的に実
施

● 三者会議を試行的
に実施予定

日本下水道事業団東海総合事務所 ● ● ○

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄



　

岐阜市 ● 建築関係で、
３者会議導入 ● ●

大垣市 ○ ■ ■ ■

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ● ● ●

美濃市 ● ● ●

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ○ ● ●

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ● ● ●

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ● ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ○ ● ●

海津市 ● ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

備考欄

平成24年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄組織名



　

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ○ ● ■ ●

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ●
ワンデーﾚｽポ
ンスの試行実
施

● ●

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

組織名
平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞



下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ○ ○ ○

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ◎ ○ ◎

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ○

ワンデーレス
ポンスは要領
等は定めてい
ないが、協議
や質問に対し
迅速に対応で
きる組織体制
としている。

●

ワンデーレス
ポンスは要
領等は定め
ていないが、
協議や質問
に対し迅速に
対応できる組
織体制として
いる。

○

ワンデーレスポンス
は要領等は定めて
いないが、協議や質
問に対し迅速に対
応できる組織体制と
している。

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ● ■ ●

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ ■ ■

組織名
平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）



　

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

備考欄

平成24年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

組織名
平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

備考欄



豊橋市 ○ ● ■

設計金額が概ね
2500万円以上の
工事の中から妥
当と認められる
ものを建設工事
審査会部会で選
定

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ● ■ ●

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ● ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

愛西市 ■ ■ ○

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄組織名

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標



　

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

平成24年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

組織名 備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞



桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市
営繕工務課(建築） ■ ■ ■

道路整備課（土木） ● ● ●

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ● ● ●

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■
発注者サイド
の勉強会を
開催した。

■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ● ● ●

明和町 ●

要領等は定め
ていないが、
受注者からの
質問に対して
迅速に対応す
るよう努めて
いる

■ ●

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■ ■ ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ○ ■ ●

紀宝町 ● 三者会議実
施予定 ●

要領等未規
定だが、三者
による打ち合
わせを行なっ
ている。質問
等にも迅速
に回答してい
る。

○

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成24年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ◎ ○ ◎

警察庁中部管区警察学校 ◎ ○ ◎

財務省東海財務局 ◎ ○ ◎

財務省名古屋税関 ◎ ○ ◎

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎ ○ ◎

経済産業省中部経済産業局 ■ 該当工事
なし ■ 該当工事

なし ■ 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ○ ■ ○

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ◎ 公契連モ
デル ○ 公契連モ

デル ◎ 公契連モデル

三重県 ◎ ○ ◎

静岡市 ◎ ○ ◎

浜松市 ■ ○ ○ ◎

名古屋市 ■ ○ ○ ○

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 ○ ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社 ● ● ●

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ◎ ○ ◎

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標の達成状況

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

組織名
平成23年度低入札価格調

査基準価格の見直しに関す
る実施目標

備考欄 備考欄

平成24年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞



　

岐阜県道路公社 ◎

静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

愛知県道路公社 ◎ 愛知県準
拠 ○ 愛知県準

拠 ◎ 愛知県準拠

三重県道路公社 ◎ 三重県基
準準拠 ○ 三重県基

準準拠 ◎ 三重県基準準拠

名古屋高速道路公社 ○

H23.4.7付
け要請
（中央公
契連モデ
ルの改
正）

○ ◎

名古屋港管理組合 ◎ ○ ◎

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ■ ■ ○

組織名
平成23年度低入札価格調

査基準価格の見直しに関す
る実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞



　

岐阜市 ◎ ○ ◎

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ◎
3,000万
円未満最
低制限価
格

○
3,000万
円未満最
低制限価
格

◎ 3,000万円未満最低
制限価格

多治見市 ○ ■ ○

関市 ◎ ○ ◎

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■ 最低制限価格制度
あり

瑞浪市 ○ ● ○

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ■ ■ ○

美濃加茂市 ● ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ◎ Ｈ20公契
連モデル ● ● Ｈ20公契連モデル

可児市 ● ○ ●

山県市 ■ ■ ●

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ◎ ■ ●

本巣市 ○ ■ ○

郡上市 ■ ■ ○

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ■ ■ ■ 最低制限価格制度
あり

岐南町 ■ ■ ●

笠松町 ●
基準価格
の算出方
法変更

■ ● 基準価格の算出方
法

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■ 最低制限価格制度
あり

組織名
平成23年度低入札価格調

査基準価格の見直しに関す
る実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞



　

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ○

池田町 ■ ■ ■ 最低制限価格制度
あり

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■ 最低制限価格制度
あり

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ◎ ○ ◎

七宗町 ■ ■ ■

八百津町 ● ○ ●

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■ 最低制限価格制度
あり

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

組織名

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）



　

下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ○

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ■ ■ ●

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ○ ○ ◎

伊豆市 ■ ■ ■

伊豆の国市 ○ ■ ○

函南町 ■ ■ ■

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ■ ■ ○

小山町 ■ ■ ■

富士宮市 ■ ○ ○ ◎ H23.7公契連のモデ
ルに改正

富士市 ◎ ○ ◎

焼津市 ■ ■ ●

藤枝市 ○ ■ ○

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ●

磐田市 ○ ○ ◎

掛川市 ■ ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄



　

袋井市 ■ ■ ○

菊川市 ■ ■ ■

森町 ◎ ○ ◎

湖西市 ○ ○ ◎

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄



　

豊橋市 ○ ○ ◎

設計金額が概ね
2500万円以上の工
事の中から妥当と認
められるものを建設
工事審査会部会で
選定

岡崎市 ○ ○ ◎

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ○ ■ ○

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ● ■ ●

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ○ ■ ○

豊田市 ● ● ○

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ◎ ○ ◎

蒲郡市 ■  ■  ■  

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ●

江南市 ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ● 基準価格
検討 ■ ■ ●

東海市 ■ ● ○
一部最低
制限価格
を適用

■

大府市 ■
実施予定
なし,最低
制限価格
にて対応

■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ◎ ○ ◎

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ◎ ○ ◎

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

愛西市 ■ ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄



　

清須市 ● ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ● ■ ○

東郷町 ■ ■ ■

長久手市 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ● ● ●

大治町 ◎ ○ ◎

蟹江町 ■ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ● 導入を検討

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄



　

桑名市 ■ ■ ●

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市 ◎ ○ ○

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■

最低制限
価格の運
用を行っ
ていな
い。

■
先ずは、最低制限価
格の運用検討を行
う。

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■ ■ ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ○ ○ ◎

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ○ ■ ■ ○

度会町 ■ ■ ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ○ ■ ○

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ●
総合評価
試行によ
り

■ ● 総合評価試行により

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ◎ Ｈ21.4モ
デル ○ ◎ H23.4モデル

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ○ ■ ●

紀宝町 ■ ■ ■

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標の達成状況
備考欄

平成24年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関す

る実施目標
備考欄



様式２

警察庁中部管区警察局 導入済みの取り組みについては目標を達成できており、今後も引き続き実施を図る。

警察庁中部管区警察学校 特になし

財務省東海財務局 実施目標を設定した取り組みについては、その目標を達成している。

財務省名古屋税関 総合評価方式等の導入はしないものの、工事の規模に応じた適切な発注ができた。

国税庁名古屋国税局 －

厚生労働省東海北陸厚生局 総合評価落札方式は実施していない。　予定価格は事後公表を行った。

厚生労働省岐阜労働局
予定価格の事後公表については、目標を達成することができた。
その他については、該当する案件なし。

厚生労働省静岡労働局 100万円以上の工事の予定価格の事後公表を実施した。

厚生労働省愛知労働局 特になし

厚生労働省三重労働局 実施していない。

農林水産省東海農政局
取組み全般について概ね目標を達成できた。情報化施工関係（工事情報の共有化、建設ＩＣＴの導入）については、情報収集後の活用方法を検討す
る。

林野庁中部森林管理局
国有林野事業としては、国の発注機関として求められている建設工事にかかる公共工事の品質確保等の適正化等の取組については現段階において
は達成できているものと考えている。

経済産業省中部経済産業局 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局
（案）H23に掲げた目標については達成した。H24は工事情報を共有することが有効な工事全てに導入することや、ICT技術の導入標準化を全国に先
駆けて行っていく。

国土交通省中部運輸局 低入札価格調査基準価格の見直しについては達成できなかった。

海上保安庁第四管区海上保安本部 実施目標を設定した項目は達成したが、その他の項目については、実施予定は無い。

環境省中部地方環境事務所 －

岐阜県
・低入札対策としては、調査基準価格算定式の改正を、工事は6月、業務は７月におこなった。
・予定価格の事後公表について、県土整備部で行っていた試行を、平成24年度からは農政部および林政部へ拡大する。

静岡県

工事成績評定については、評定段階の細分化を図り、より適正な評定の向上を目指して平成23年度から成績評定要領の運用を一部変更した。
総合評価については、平成15年度から工事で導入しており平成23年度は485件実施し、予想数にほぼ近い件数の実績を上げることができた。
また、委託では平成22年度から試行し、平成22年度は41件、平成23年度は74件実施した。
安全対策の強化については、発生した事故の事例集を年２回作成してインターネットで公表することにより、啓発活動に努めた。

愛知県 取り組みについて概ね目標を達成できた。

三重県 取り組み項目全般について概ね目標を達成している。

静岡市

以下について、平成24年度以降実施に向けた取組を行い、達成することができた。
・総合評価落札方式の本格導入
・予定価格の事後公表の一部実施
・全ての建設工事を対象にワンデーレスポンスを導入

浜松市 概ね達成できている。

名古屋市 おおむね、目標は達成できたと考えている。

中日本高速道路株式会社　名古屋支社
中日本高速道路㈱では、平成23年4月より「総合評価落札方式」の加算方式の価格式を改定しており、評価を行う予定である。また、平成24年度より
調査業務において「総合評価方式」の試行を図る。

（独）都市再生機構中部支社 部門間でばらつきがあるが、達成状況は概ね良好。

（独）日本原子力研究開発機構
東濃地科学センター

工事案件数が少ない中、総合評価方式などの重点項目については、計画通りの実施と基準の見直しや未導入項目の検討を行なった。

（独）水資源機構中部支社
取り組み全般について概ね目標を達成出来た。なお、工事情報や資材の単価、需給動向に関する情報共有については、現状で業務に支障なく対応
出来ている状況である。

岐阜県道路公社 －

静岡県道路公社 平成23年度の目標であった、1,000万円以上の工事の一般競争入札の実施については達成することができた。

愛知県道路公社 取組み全般については概ね目標を達成できた

三重県  三重県に準じて実施していきたい。

名古屋高速道路公社
建設生産システムの適正化に向け、平成23年度に公社が取り組んだ項目は概ね達成できている。実施予定なしの項目については、高架構造の建
設、維持管理を行っている公社の特殊性を鑑み、実現の可能性を含め検討を進めていく。

名古屋港管理組合 取り組み全般について目標を概ね達成できた。

四日市港管理組合 取組み全般について概ね目標を達成できた。

日本下水道事業団東海総合事務所 総合評価方式は順次拡大している他、ほとんどの項目について達成できたが、今後は通信情報技術の導入を検討していきたい。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価

組織名 平成23年度の建設生産システムの適正化に向けた取り組みの達成状況



様式２

岐阜市
一般競争入札について本格実施の額を３千万円以上から２千５百万円以上（１千万円以上２千５百万円未満は抽出にて試行）に引き下げ実施。
総合評価落札方式も８８件（目標７５件）実施した。

大垣市 総合評価落札方式の目標件数を達成した。未実施項目については今後も検討していく。

高山市
総合評価落札方式の本格導入により年間27件の実施ができた。逆転入札等もみられ本格導入効果としては、期待された成果が達成できたと判断して
いる。

多治見市 総合評価落札方式による入札を試行で行っているが、落札者はすべて最低価格者であった。

関市 －

中津川市 工事成績評定の平準化が課題

美濃市
目標達成できなかった項目については、総合評価方式の案件が発生しなかったためであり、平成24年度については、案件があれば試行を実施する予
定

瑞浪市
Ｈ２４年度より工事成績評定の実施を確定することができた。低入札調査基準価格の見直しについてはＨ２３年度に達成できなかったため、H２４年度
に引き続き検討を行う。

羽島市
・取組みについては前年度と同様であった。
・新たな取組みについては検討していく。

恵那市 未実施項目については、今後も検討していく。

美濃加茂市 －

土岐市 －

各務原市 －

可児市 －

山県市 総合評価落札方式による入札は、平成20年度から毎年実施している。また、平成２４年度から低入札価格調査基準価格を試行導入する。

瑞穂市 平成23年10月から一部工種で、一般競争入札の下限値を拡大して実施している。

飛騨市 －

本巣市 －

郡上市 低入札価格調査基準価格について見直しの検討に入っており、H24年度から変更を行いたい。

下呂市  -

海津市 目標達成できなかった項目について、実施できるよう取り組む。

岐南町 特に取り組みは実施していない

笠松町 平成２４年度から一般競争入札の下限金額を変更する。今後も、基準価格の検討等、実施に向けて検討

養老町 未実施の項目について、今後も検討を行う。

垂井町
低入札価格調査制度については、独自方式で導入しているため、公契連モデル採用に向けての取組をおこなっていきたい。また、他の取組についても、課題が多く実施でき
ていない状況にあり、今後早期着手が可能となるよう検討をおこなっていきたい。

関ヶ原町  実施予定なしの項目について、今後の実施に向け検討していきたい。

神戸町 －

輪之内町 平成23年度の建設生産システムの適正化に向けた取り組みは目標の達成をしたい。

安八町 総合評価の導入については、平成２３年度は発注できなかったが、平成２４年度においては、施行導入にて１件程度実施したい。

揖斐川町 －

大野町
総合評価落札方式については、平成19年度に試行導入して以来、毎年1件の工事で実施することとしていたが、担当課と調整不足のため未実施。なお、平成24年度より低入
札調査基準を定め運用する。

池田町
平成２３年度の取り組みは目標を達成し、平成２４年度についても目標を達成していく。
又、実施予定なしの項目については、実施に向けて検討していきたい。

北方町 特に取り組みは実施していない

坂祝町 －

富加町 －

川辺町 －

七宗町 都市部と山間部では状況が違うため理想どおり行かないのが現状であると感じています。

八百津町 －

白川町
目標設定時の段階で「実施予定なし」とした項目が多く、新たに取り組んだ事項もほとんどなかった点は消極的であったが、工事成績評定等の達成済
み項目の内容的に評価している。

東白川村 ・平成23年度は、ほとんど実施ができなかった。

御嵩町 －

白川村 －

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（岐阜県）



様式２

下田市 本市では、２１年度から総合評価方式を試行導入しているが、発注目標は概ね達成できていると思われる。

東伊豆町 平成23年度の目標は概ね達成できた。平成２４年度の実施予定なしについてもできる限り検討していきたい。

南伊豆町 特になし

河津町 平成23年度の目標は概ね達成できた。今後未実施の取り組みについては検討していく。

松崎町 特になし

西伊豆町 ■が多いので○、●が増える様に改善を図りたい。

熱海市
取り組みについて概ね目標を達成。24年度においては低入札価格調査基準価格（算定方法）の変更を予定。また、24年度内において予定価格の事
後公表について研究したい。

伊東市 取組み全般については目標を達成できた。総合評価落札方式の導入について検討したい。

沼津市
取り組み全般について概ね目標を達成出来た。ただし、実施予定なしとしていた項目に
ついては、今後、実施について検討を行う。

三島市
H23年度は総合評価落札方式の導入状況（工事）、工事成績評定の実施状況、予定価格の事後公表への移行状況、地域貢献の評価状況以外の項目の取組みについては
実施なし。またH24年度は上記に加えて低入札価格調査基準価格の見直しについて一部実施予定。

御殿場市 総合評価方式入札について計画どおり実施することができた。今後も継続的に実施する予定。

裾野市 総合評価落札方式の実施件数は1件だったが、今後も継続してきたい。

伊豆市 特になし

伊豆の国市 総合評価落札方式については前年度と同様に実施。低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を検討し平成24年度に実施予定。

函南町 平成22年度より電子入札を導入し23年度には16件実施した。24年度にはさらに対象を広げ実施件数を増やしていく予定。

清水町 取り組みについては概ね目標を達成できた。

長泉町 平成23年度では、全ての工事・建設コンサルタント業務を電子入札で実施し、予定価格の事後公開を実施した。

小山町
平成23年度については災害復旧事業が主体を締めたため総合評価落札方式の導入が出来なかったが、平成24年度は委託業務を含め積極的に導
入していきたい。

富士宮市 未実施の項目については、再検討を行い実施の方向で取り組みたい。

富士市
総合評価落札方式の本格導入。資材価格、需給動向に関する情報共有状況について、目標を達成した。ワンデーレスポンス及び３者会議の導入に
関しては、一部目標達成した。

焼津市 全ての項目をクリアしていないが、地方の状況に即した形での改善を模索している。

藤枝市 低入札調査基準価格の改正については引き続き検討していく

島田市
工事成績評定、予定価格の事後公表、地域貢献の評価状況については、平成23年度は実施目標どおり達成することができた。しかしながら、それ以
外の取り組み項目については、現在のところ実施する予定がない。

川根本町 未実施の項目について、今後の導入を検討したい。

御前崎市 特になし

牧之原市 平成23年度の実施目標は概ね達成できた。平成24年度も実施達成に向けて取り組みたい。

吉田町 低入札価格調査基準価格の見直し状況について、H24に内容の検討を実施する予定とした。

磐田市 目標をすべて達成することが出来た。平成24年度より一部の工事（3000万円未満）について予定価格事後公表及び最低制限価格を導入する予定。

掛川市 特になし

袋井市 低入札価格取扱要綱を改正し、平成24年度の施行に向けた準備を行った。

菊川市 特になし

森町 特になし

湖西市 予定価格の事後公表、最低制限価格の導入、調査基準価格の改正と概ね達成できた。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（静岡県）



様式２

豊橋市 －

岡崎市 今年度より総合評価に低入札調査と最低制限価格制度を導入したため、ダンピング防止の効果を果たすことができ、平均落札率も上昇しました。

一宮市 取り組み全般について概ね目標を達成できた。ただし、実施予定なしとしていた項目については、今後、実施について検討を行う。

瀬戸市 目標については、概ね目標を達成した。今後は設計変更のガイドラインの作成、総合評価落札方式の入札の件数を増やせないか検討する。

半田市 －

春日井市 特に無し

豊川市 取り組み全般について、概ね目標を達成することができた。

津島市
最低制限価格や低入札調査基準価格の算定見直しを検討予定していたが達成できなかった。実施予定なしとしていたものも含め、今後も検討を行
う。

碧南市 －

刈谷市 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

豊田市 平成23年度は、予定価格の事後公表を全面的に実施した。また、低入札価格調査基準価格の見直しも全面的に実施した。

安城市 現在取り組みが遅れているものは、近隣市や受注業者の動向を踏まえて対応していきたい。

西尾市 取り組みに全般について概ね達成できた。ただし、予定価格（事後公表）等については、今後の検討課題としたい。

蒲郡市 概ね目標を達成出来た取り組みもあったが実施予定無としていたものについては、今後も検討を行う。

犬山市 －

常滑市
建設工事において、最低制限価格と同額で入札する業者が多く、競争性が保たれていない状況となっているため、平成２４年度において低入札価格
制度見直しの検討を行う。

江南市 設計変更の事務処理要領の整備等、一定の前進があったと考えている。

小牧市 取組み全般について概ね目標を達成できた。

稲沢市 取り組み全般（実施予定のもの）について概ね目標を達成できた。平成24年度についても同様に取り組んでいく。

新城市 低入札価格調査制度の整備を検討する。

東海市 概ね目標を達成できた。

大府市 実施予定のものについて、概ね目標を達成できた。

知多市 取り組み全般について、概ね目標を達成できた。

知立市
平成２０年度から総合評価落札方式を、毎年１案件実施してきました。公共工事の品質確保対策の為、平成２４年度より実施案件を増やしていきた
い。

尾張旭市 －

高浜市 実施予定のものについては実施でき、概ね目標を達成できた。

岩倉市 －

豊明市 －

日進市 総合評価適用工事を、平成22年度は5件に対し、平成23年度は8件実施した。今後、実施件数を拡大していく。

田原市

　総合評価落札方式の導入については体制等の課題もあり、発注件数割合等での目標設定までには至っておらず、平成２３年度には６件を目標とし
ていたが、工事発注案件と審査時期の調整が合わず５件の実施であったため、平成２４年度は、昨年前と同じ６件の実施を目標とする。
　事前公表としてきた予定価格を、平成２０年度から一部事後公表との併用として、平成２２年度からは全案件を原則事後公表としており、平成２４年
度も引き続き事後公表とする予定である。
　低入札価格調査の指標となる基準価格の見直しについては、本市の入札及び工事請負の状況に照らし、適正価格での契約に支障となると判断さ
れる場合は、速やかに移行する。

愛西市
総合評価落札方式はヒアリングを省き日数の短縮をして工事件数の増加を検討する。工事成績評定の導入により評価の公平を保ち満足できる結果
になった。

清須市 実施予定としたものについては、概ね目標達成できたが、多くの項目については、実施予定がなく、来年度以降に再度、実施検討することとなった。

北名古屋市 取り組み全般について未実施が多いので、今後実施できるように検討を行っていきたい。

弥富市 現在導入している総合評価落札方式をより積極的に導入する。

東郷町 －

長久手市 建設生産システムの適正化に向けては、人員配置の問題も含め今後の改善を検討していきたい。

豊山町 －

大口町 －

扶桑町 －

あま市 近隣自治体の動向を踏まえ、実施検討を行います。

大治町 平成23年度は建設工事における競争入札の対象を、設計金額5,000万円以上から設計金額3,000万円以上に引き下げ実施した。

蟹江町 －

飛島村 －

阿久比町 平成24年度から組織改革により「検査財政課」となるため、公共工事等の入札制度全体を見直していきたい。

東浦町 未実施項目が多数見受けられたため、平成24年度については実施するよう検討する。

南知多町 －

美浜町 －

武豊町 建設生産システムの適正化が達成できていない項目もあるため、次年度以降検討も含め、実施可能な項目は積極的に取り組んでいきたい。

幸田町 他自治体の動向を伺いながら、町や業者にとって有益な取り組みについては実施、改善するよう努めた。

みよし市
平成23年度は、取り組み全般について概ね目標を達成出来たと思われる。ただし、実施予定なしとした安全指針ﾏﾆｭｱﾙ、受発注者間の工事情報の共
有、ワンデーレスポンスや三者会議の導入、低入札価格調査基準価格の見直し等については、今後　現状等を十分調査し準じ見直しを行ないたい。

設楽町 特に取り組みしていない。

東栄町
予定価格の事後公表は、一部達成しているものの、その他の実施については明確な目標を策定するに至っていない。目標の明確化に取り組み、順次
取り組むよう検討していく。

豊根村 －

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（愛知県）



様式２

桑名市 目標は達成しているが、実施予定なしの項目が多い状況である。

木曽岬町 未達成となったが今後は他市町の動向を見ながら取り組んでいきたい。

いなべ市 －

東員町 一般競争入札の対象工事を130万円以上の工事（一部特殊な工事を除く）に拡大し透明性の確保に努めた。

四日市市 総合評価方式については、目標件数を実施することができなかった。低入札価格調査基準価格の算出式の係数を見直した。

菰野町 －

朝日町 概ね達成できた。

川越町 平成23年度実施予定のものについては達成できた。未実施の項目については、近隣市町の動向を踏まえて検討する。

鈴鹿市 実施に向けて引き続き取り組んでいきたい。

亀山市 地域事情もあり、充分な取り組みとなっていない。

津市 平成23年度目標については、概ね達成できた。実施していない取組みについては、他市等の取組みを参考に研究、検討していきたい。

松阪市 取り組み全般について概ね目標を達成できた。実施予定なしとしている事柄については状況をみながら実施検討を行っていきたい。

多気町 －

明和町
総合評価はこれまで特別簡易型を導入していたが、２４年度からは簡易型を導入するため、
これを機に取組項目を増やしていきたいと考えている。

大台町 －

伊勢市 －

玉城町 目標どおり達成できたが、実施予定なしの項目についても検討していきたい。

大紀町 実施に向け検討を行う。

南伊勢町 平成24年度は実施について検討していく。

度会町 前年度と比較し特に変更点はありません

鳥羽市 設計変更ガイドラインについては、要領を作成しH24年度からの運用を予定している。

志摩市 設計変更ガイドラインや低入札価格調査については、導入に向けての素案を作成した段階であるが、導入は今後検討する。

伊賀市 総合評価の試行を数件実施

名張市 平成２３年度において、総合評価落札方式での入札ができなかった。平成２４年度おいて実施し、低入札価格調査や地域貢献の評価などを活用する。

尾鷲市
工事成績評定の充実と地域貢献評価の導入を検討していかなければならない。総合評価の導入については、本市の発注規模（工事金額）から施行
は難しい状況にある。

紀北町 －

熊野市 －

御浜町 未実施の項目について、引き続き調査研究を行うこととしている。

紀宝町 実施できていない項目については、今後検討していきたい。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（三重県）



取り組みⅠ

★平成２４年度の取組方針は、建設生産システムの適正化に向けた取り組みなど11項
目について、全構成機関(44機関)及び関係全市町村（岐阜・静岡・愛知・三重県）に
おける平成23年度の達成状況と自己評価、及び平成24年度の実施目標をとりまとめ公
表（平成24年5月下旬）
★適正化に向けた取り組11項目の内、特に重点対策として以下に取り組む

①総合評価落札方式導入
②予定価格の事後公表への移行
③低入札価格調査基準価格の見直し

H24年度中部ブロック発注者協議会の取組方針(案)H24年度中部ブロック発注者協議会の取組方針(案)

●発注者協議会の取り組みの柱(11項目）の確実な推進

●各県地域における取り組みの円滑化

★各県地域の既存の協議会を活用して「県ブロック会議」を開催し、中部ブロック発
注者協議会の取り組みの周知・強化

●構成機関との情報の共有

★建設生産システムの適正化に向けた取組のデータベースの充実
★協議会構成機関及び市町村とのメールによる情報共有
★協議会HPの充実

取り組みⅢ

取り組みⅡ

資料-３

１



建設生産システムの適正化に向けた発注者協議会の11項目の取り組について建設生産システムの適正化に向けた発注者協議会の11項目の取り組について

■自己評価指標
・中部ブロック発注者協議会の取り組みに対して、各事項毎に主要な取り組みを自己評価指標とする

自己評価指標

○公共工事の品質確保対策に関する取り組み

・総合評価落札方式の普及促進 １（１）　総合評価落札方式の導入状況（工事）

・工事管理、工事検査、工事成績評定に関する技術力向上と情報共有 １（２）　工事成績評定の実施状況

・公共工事施工の安全対策の強化 １（３）　公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備促進状況

○公共工事の円滑な執行に関する取り組み

・公共工事発注情報の共有化 ２（１）　予定価格の事後公表への移行状況

・受発注者間の工事情報共有 ２（２）　受発注者間の工事情報の共有状況

・資材の単価、需給動向に関する情報共有 ２（３）　資材価格、需給動向に関する情報共有状況

・設計変更の更なる適正化 ２（４）　設計変更ガイドライン・指針の整備状況

○地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組み

・建設ICT・新技術の普及促進 ３（１）　建設ICTの導入状況

・建設企業の施工能力、信頼性、地域貢献度の適切な評価 ３（２）　地域貢献の評価状況

・建設施工に関する受発注者からの課題に対する迅速な対処 ３（３）　ワンデーレスポンスや３者会議の導入状況

・地元優良企業の育成 ３（４）　低入札価格調査基準価格の見直し状況

取組名称

２
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岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 自治体計 協議会

未導入

試行

本格

取組重点対策の現状
①総合評価方式の導入状況（導入組織）

取組重点対策の現状
①総合評価方式の導入状況（導入組織）

県別に、県市町村の総合評価方式（工事）の導入自治体数(比率）の状況を以下に示した。

・Ｈ２３年度総合評価方式の導入率は、中部４県の自治体において本格導入で１３％、試行
導入を含めると約９１％となっている。なお、Ｈ２２年度に国交省・総務省・財務省連名調査で
報告された値は全国平均値で６３％である。

県別自治体組織の総合評価方式（工事）導入状況

３

数値は県市町村等

発注機関の数

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

本格 5 6 6 7 8 9 4 6 6 1 1 1 17 21 22 10 11 12
試行 38 36 36 29 28 27 41 40 40 25 24 25 133 128 128 14 11 10
未導入 0 1 1 0 0 0 13 9 9 4 5 4 17 15 14 13 13 13
計 43 43 43 36 36 36 58 55 55 30 30 30 167 164 164 37 35 35

本格又は
試行導入

100% 98% 98% 100% 100% 100% 78% 84% 84% 87% 83% 87% 90% 91% 91% 65% 63% 63%

三重県 協議会自治体計静岡県 愛知県岐阜県



総合評価導入状況
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①総合評価方式の導入状況（工事件数）①総合評価方式の導入状況（工事件数）

県別に、総合評価方式（工事）の導入工事件数の状況を以下に示した。

・Ｈ２３年度総合評価方式の導入工事件数は、全発注工事件数の約９％が総合評価方式を
活用し工事が発注されている。

※導入率は、総合評価方式で発注された工事件数を工事発注総件数で除した値 ４

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３
総合評価
工事件数

698 752 713 946 1,448 1,763 389 326 3,248 3,787 4,000 4,698

導入率 9% 8% 8% 9% 10% 12% 8% 5% 9% 9% 24% 26%

三重県 協議会自治体合計岐阜県 静岡県 愛知県



②予定価格の事後公表への移行②予定価格の事後公表への移行

県別に、県市町村の工事予定価格の公表時期の状況を以下に示した。

・予定価格の事後公表への移行について、徐々に進んでいる。Ｈ２３年度の公表時期の実
態は、事前と事後の併用を含めると約４７％の県市町村が導入している。なお、Ｈ２２年度に
国交省・総務省・財務省で報告された値は全国平均値で４１％である。

県別自治体組織の予定価格公表時期の状況

数値は県市町村等

発注機関の数

５

14% 14%

53% 56%

9% 7%
20% 27% 22% 23%

59%
69%

28% 35%

17% 17%

19% 27%
17% 10% 20% 24%

0%

3%
44%

42%

22% 19%

67% 60% 60% 57% 50% 46%
30%

26%
14% 9% 8% 8% 5% 5% 3% 7% 8% 7% 11% 3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３

岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 自治体計 協議会

非公表

事前公表

併用

事後公表

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３

事後公表 6 6 19 20 5 4 6 8 36 (22%) 38 (23%) 22 24
併用 12 15 6 6 11 15 5 3 34 (20%) 39 (24%) 0 1
事前公表 19 18 8 7 39 33 18 17 84 (50%) 75 (46%) 11 9
非公表 6 4 3 3 3 3 1 2 13 (8%) 12 (7%) 4 1
計 43 43 36 36 58 55 30 30 167 164 37 35

協議会

Ｈ２２ Ｈ２３

自治体計三重県静岡県岐阜県 愛知県



③低入札価格調査基準価格の見直し③低入札価格調査基準価格の見直し

県別自治体組織の低入札価格調査基準価格の導入状況

県別に、県市町村の低入札価格調査基準価格の導入状況を以下に示した。

・予定価格の事後公表への移行について、徐々に進んでいる。Ｈ２３年度の低入札価格調
査基準価格の導入実態は、約４７％の県市町村が導入している。なお、Ｈ２２年度に国交省・
総務省・財務省で報告された値は、全国平均値で４１％となっている。

数値は県市町村等

発注機関の数

53％が低入札価

格未導入

協議会

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２３

Ｈ２３公契連
モデル

0 2 0 5 0 3 0 1 0 11 24

Ｈ２１公契連
モデル

4 3 10 7 5 5 4 3 23 18 4

Ｈ２０公契連
モデル

1 1 4 3 1 1 3 3 9 8 0

Ｓ６１公契連
モデル

1 2 3 2 1 2 0 0 5 6 0

独自モデル
を採用

17 16 6 5 8 7 0 0 31 28 7

算定式は
非公表

2 3 0 1 2 2 0 0 4 6 0

制度未導入 18 16 13 13 41 35 23 23 95 87 0

計 43 43 36 36 58 55 30 30 167 164 35

制度導入済 25 27 23 23 17 20 7 7 72 77 35

導入率 58% 63% 64% 64% 29% 36% 23% 23% 43% 47% 100%

三重県 計岐阜県 静岡県 愛知県



業団体からの声業団体からの声

●総合評価に対する意見
・総合評価で地域貢献度とか、固定化を考慮するのには限界があるため、工事の内容等に応じて、競争参加資格要件で
の設定や、段階選抜の１次審査で評価するなど、多様な発注方式で対応すべき。
・総合評価の評価項目はいろいろな項目が混在しており、何を評価しているのかがあいまいとなっており、単純化すべき。
・施工能力評価型については、現状では受注者が固定化する問題があり、効果的で効率的な手段を検討して欲しい
・画一的な運用の弊害発生、少数の会社に偏りが発生、地方公共団体では多様な総合評価方式の運用が図られている。
・地域建設業が地域社会と共に存続していくために、入札参加資格における地域要件の設定や地域貢献評価などへの配
慮が不可欠。
・入札手続きにおいて、企業評価は経審で社会貢献等は入札参加資格で行うべき
・若手技術者育成の観点から、若手技術者の雇用、育成に取り組んでいる企業を評価する仕組みが必要ではないか。
・人材確保を目指すなら企業評価において、若者の採用を評価したらどうか
・監理技術者制度の見直し（監理技術者の世代交代が円滑化するための制度）
・監理技術者の評価重視で若者が育たない。補助監理技術者が実績を取得できるような制度の見直しが必要。
・総合評価方式において、配置技術者を高く評価しすぎ、技術者の若返りが進まない一要因である。配置技術者の評価は
会社の評価と表裏一体であり、会社の評価にウェートを置くべき
・地方公共団体では、特にＷＴＯ対象工事をはじめ規模の大きい工事で、総合評価方式が採用されておらず、価格に加え技術に優れた
調達となっていない案件が散見される。

●予定価格の事前公表の廃止
・地方公共団体の一部において、事前公表されている。事後公表にするよう呼びかけて欲しい。

●調査基準価格の導入
・ 低入札防止対策による調査基準価格ついて、地方公共団体においては、改善が進んでいるが、国に準じた施工体制確認型等の導入
を進めて欲しい。

７

①総合評価導入の更なる改善と、地方公共団体等への普及

②予定価格事前公表を事後公表に改善

③地方公共団体等における、調査基準価格の導入

※平成２４年２月２８日総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関する懇談会で取りまとめられた意見及び24年度日本建設連合会から寄せられた意見



■平成24年5月16日 平成24年度第1回協議会開催

□平成24年5月下旬 記者発表
「公共事業等に係る建設生産システムの適正化に向けた自己評価」

～中部ブロック発注者協議会における取り組み～

□県ブロック会議の開催

□平成24年10月下旬 平成24年度第2回協議会
議題：建設生産システムの適正化に向けた取組について

先進事例紹介など
平成24年度自己評価結果について

平成24年6月下旬 第1回作業部会
平成24年8月下旬 第1回幹事会

□平成25年度第1回協議会にむけた作業部会等予定
平成24年12月下旬 第1回作業部会
平成25年2月下旬 第1回幹事会

・総合評価落札方式導入
・予定価格の事後公表への移行
・低入札価格調査基準価格の見直し

平成24年度目標

平成２４年度中部ブロック発注者協議会スケジュール （案）平成２４年度中部ブロック発注者協議会スケジュール （案）

８



Ｈ２４年度市町村の総合評価等導入に向けた各県の取組予定Ｈ２４年度市町村の総合評価等導入に向けた各県の取組予定

９

総合評価導入にむけた取り組み 具体的な取り組み内容

◆「施工体制の確保に関する推進協議会」の設立
・４県３政令市とで設立された同協議会において、各市町村への総合評価の実施を
促すため、各県との協働による普及活動を実施

◆公共工事発注者支援機関及び技術者の認定
・発注者支援機関及び技術者の認定を実施し、発注機関への支援体制を強化（認
定者「施工体制の確保に関する推進協議会」）

◆「中部ブロック発注者協議会」の設立
・国、特殊法人等及び地方公共団体等の各発注者間で情報交換を行うなどの連携
を図り、建設生産システムの向上に関する取組を促進し、中部ブロックにおける公共
工事の品質確保の促進に寄与する。

◆職員による説明会の実施
・各首長への個別訪問による説明
・職員を対象とした説明会の開催

◆委員会学識者に職員を派遣 ・市町村の総合評価の委員会等に学識者として事務所副所長等を派遣

各県における共通的取り組み 導入促進にむけた取り組み

岐阜県

◆「岐阜県公共事業執行共同化協議会（H19.11）」の設立(H24.7.6開催予定）
【目的】県と県内市町村が公共工事の品質確保を図るための作業を共同化
【部会】総合評価審査、人材育成、工事成績評定、維持管理
【会長】多治見市　【副会長】揖斐川町　【事務局】県、多治見市
【総合評価審査部会】
　　総合評価の審査を共同で行う「共同審査会」を開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実務機関；(財)岐阜県建設研究センター）

静岡県
・市町の担当者に対し、県内３地区で研修を実施。
・市町案件についても、県の審査委員会にて学識経験者意見聴取を実施。

愛知県
◆市町村担当者に対し、説明会を実施
◆市町村の総合評価審査委員会に審査委員として県職員を派遣
◆県建設部の総合評価審査委員会において、市町村案件も審査可能とした（県職員が審査）

三重県
・市町案件についても、県の審査委員会にて学識経験者意見聴取を実施
・要請があった市町に対し、研修会を開催
・個別相談等があった場合は、アドバイス等の支援

取　　　組　　　状　　　況

中部地整

◆市町村の首長に対し、総合評価方式の導入を
依頼

◆市町村との会議の場で総合評価方式の導入を
依頼

◆市町村担当者に対し、説明会を実施

◆市町村案件の学識経験者への意見聴取を県の
機関で代行



総合評価方式の本格導入について 
 

（１）試行から本格導入へ 

・公共工事の品質確保を図るため、平成 18 年度から総合評価方式を試行し、これま

でに７００件程度の工事で実施してきた。これらを分析した結果、工事成績の向上

等、総合評価方式による調達が、公共工事における品質向上に寄与していることが

確認できたため、平成 24 年度より制限付一般競争入札の方式の 1 つとして本格導

入する。 

 

（２）総合評価方式の選定方法 

・総合評価方式のタイプについては、静岡市主要５工種発注基準額表及び総合評価方

式の選定フローにより選定することとする。 

 

静岡市 主要５工種発注基準額表 （参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）総合評価方式の選定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木一式工事 建築一式工事 電気工事 管工事 舗装工事 

A 4,000 万円以上 8,000 万円以上 1,500 万円以上 1,500 万円以上 1,500 万円以上

B 
4,000 万円未満 
1,500 万円以上 

8,000 万円未満
2,000 万円以上

1,500 万円未満
500 万円以上

1,500 万円未満 
500 万円以上

1,500 万円未満
500 万円以上

C 
1,500 万円未満 
500 万円以上

2,000 万円未満 500 万円未満 500 万円未満 500 万円未満

D 500 万円未満

建設工事の種類と予定価格
等級 

総合評価方式の型式選定 

標準型Ⅰ型 標準型Ⅱ型 簡易型Ⅱ型 簡易型Ⅰ型 価格競争 

No 
・土木一式工事、建築一式工事のＡ等級 

・上記以外は予定価格が 2,500 万円以上(税込) 

 Yes 

工事技術的難易度評定表（総合評価方式型式判別用）

により型式を選定 

工事目的物

A 評定 

工事目的物 

B 評定 

全て C 評定 

 

B 以上の評定

が１個 

B 以上の評定

が２個以上



２）工事技術的難易度評定表（総合評価方式型式判別用）の活用 

工事特性に基づく難易度により型式を選定するもので、説明責任の向上と実態に合

った型式を選定する。小項目別評価の運用基準表を参照し、総合評価の型式を判別す

るための難易度評定を行う。 

 
工事技術的難易度評定表による型式選定基準 

      項目 

型式 
① 工事目的物 ② 自然環境 ③ 社会的制約条件 

標準型Ⅰ型 小項目にＡ評定がある － － 

標準型Ⅱ型 小項目にＢ評定がある － － 

簡易型Ⅰ型 － 小項目にＢ評定以上が２個以上 

簡易型Ⅱ型 － 小項目にＢ評定以上が１個 

価格競争 全てＣ評定 

 

 

（３）新たに採用した評価項目 

１）登録基幹技能者の活用に関する評価 

  予め指定した工種において、基幹技能者の配置が可能かどうかを評価する。 

  ・履行確認の方法 

   施工体制点検、下請負人通知書とあわせて、登録基幹技能者配置表で技能者（有

資格者）が従事しているかを確認、不履行の場合は工事成績から減点とする。 

 

登録基幹技能者配置表（例） 

 （例） 最終確認日　平成　  年 　 月　  日

工事名

受注者

　　　　　　　　　項　目

登録技能者の種類
技能者氏名

配置可能な
工種名

資格者の
修了証番号

所属企業名 備　　考

登録型枠基幹技能者 静岡　一郎 水路工 第○○○○○号 ㈱○○建設

H24.00.00 H24.00.00 H24.00.00 H24.00.00 H24.00.00

H24.00.00 H24.00.00 H24.00.00 H24.00.00 H24.00.00

登録基幹技能者配置表

[　平成24年度　葵国道第○○号　○○線道路改良工事　]

[　A ○○株式会社　]

施工体制点検にて
現地を確認した日

担　当　課 課

総括監督員 主任監督員 担当監督員



予定価格の事後公表の試行について 
 

（１）試行対象工事 

・総合評価方式（標準型）で実施するもののうち、各部５件程度（全体３５件程度）

の実施を目標とする。 

 

（２）試行開始時期 

・平成 24 年４月１日以降に入札公告を行う工事から試行する。 

 

（３）入札制度の変更 

・入札参加者全員が予定価格を超過した場合、再度入札を１度（１回目の開札日の午

後）行う。 

・再度入札も不調だった場合は、２回目の入札の最低価格者と協議し随意契約する。 

・積算内訳書は、２回目の入札の際にも提出を求める。 

 

（４）不当な働きかけへの対応 

・予定価格を探ろうとした者に対しては、入札参加資格停止等の措置を行う。 

・「静岡市官製談合防止のための手引」を作成し公表することで、市の統一的な対応を

対外的にも周知する。 

・業者に対しては、年度当初に行う入札・契約制度説明会において、入札参加資格停

止等の措置の厳格化など、市の対応について周知する。 

・市職員のコンプライアンスを高めるため、不当な働きかけに対する報告制度などの

既存制度や対応マニュアルについて、契約事務説明会、技術職員研修、契約事務担

当者研修、ｅラーニングシステムなどにより周知する。 

 

（５）予定価格の漏えい防止への対応 

・設計積算システムの運用において、これまで「他人データ」の設計書の閲覧や、「他

人データ」から「本人データ」へのコピーが制限無く可能だったが、予定価格の漏

えいのリスクを軽減するため、これらの機能を停止した。ただし、同種工事の設計

書作成における作業の効率化のため、「本人データ」のコピーを特定の他設計者へ提

供することは可能としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

「静岡市官製談合防止のための手引」http://www.city.shizuoka.jp/deps/keiyaku/tebiki.html 



浜松市の入札制度について 
 
１ 指名競争入札・一般競争入札の参加区分 

 平成１７年７月１日の１２市町村合併後、広大な市域となったため、当該地域における

工事の施工特性に精通し、工種及び工事規模等に応じて当該工事を確実かつ円滑に実施で

きる体制が確保できるかどうかを勘案し選定しています。 
  
●建設工事入札参加区分等 （単位：万円)

 
130 

以下 

130 超 

250 以下 

250 超 

1,000 未満 

1,000 以上 

4,000 未満 
4,000 以上 

契約 

方法 

小
額
随
意
契
約 

(

見
積
工
事) 

随意契約 

(見積合せ) 

指名競争 

入札 
制限付一般競争入札 

選定地

域要件 
－ 

①旧市町村内 
②同一地域内 
③旧市町村内の該当ランクの１

つ上の等級 
④同一地域内の該当ランクの１

つ上の等級 
⑤隣接地域 

⑥市内全域  

⑦準市内・市外 

入札参加条件として 

①各地域内 

②市内全域 

③準市内 

④市外 

①市内全域 

②準市内 

③市外 

指名等

定数 
１者 ３者～ ６者～ １０者～ 

※ 地域：旧浜松市・雄踏町・舞阪町、浜北区、天竜区、引佐３町（引佐･細江･三ヶ日） 

 
２ 総合評価落札方式による入札 

 総合評価導入時（平成１８年度）から徐々に実施の割合を増やし、平成２４年度には 
１，０００万円以上の一般競争入札のうち２５％程度を目標とします。 
 なお、４，０００万円以上の工事にあっては、原則として総合評価落札方式による競争

入札で行います。 
 また、評価項目に業者の技術力をより詳細に反映させるため、工事成績の配点を以下の

ように見直しました。 
（１）工事成績 
  ４．０点／２．０点／０点 ⇒ ４．０点／３．０点／２．０点／１．０点／０点 
  工事成績の評価点の配点が２段階であり、平均点をクリアすれば２点が配点されるな

ど、配点の差が大きかったことから、より工事成績の評定点に見合った４段階の配点に

しました。 
 
 
 

資料４－２ 
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（２）工事成績（評価点減点） 
  平均点未満下位１０％の評定点がある場合…▲２．０点 ⇒ 

６５点未満の評定点がある場合…▲２．０点 
  工事成績（評価点減点）については、本来不良な成績についてペナルティを与えるも

のですが、業種の中には平均点が高く、工事成績の標準とされている６５点を上回る基

準の点数未満のものを不良な成績とはいえないことから、全業種について６５点未満を

マイナス評価としました。 
（３）災害協定 
  活動実績（０．５点⇒１．０点）／協定締結０．３点 
  災害協定の活動実績について評価し配点を増やしました。 
 
３ 低入札価格調査基準価格の見直し 

  中部地方整備局における平成２３年４月からの公契連モデルの見直し内容と同じ内容

で、平成２３年７月から調査基準価格の見直しをしており、この調査基準価格は、１億

円以上の工事や総合評価方式に適用しております。 
また、予定価格が２５０万円を超え１億円未満の工事（随意契約、総合評価方式を除

く）には、最低制限価格＝調査基準価格×０．９５とし、低入札対策を実施しておりま

す。  
 
４ 中間前金払い制度の実施 

  平成２４年４月１日から、工事代金の円滑かつ速やかな支払いを確保するとともに、

請負者と発注者双方における事務の省力化を図ることを目的に中間前金払い制度を実施

します。 
  対象となる工事は、当初の請負代金が３００万円以上で前金払いを行った建設工事で

す。 
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1
1
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.6

%

特
別

簡
易

型
1
5
9

7
9
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）
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）
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加算点の見直し

18年10月 20年4月 21年10月 23年5月

施 工 計 画
（特別簡易型を除く。）

・施工上の課題等に関わる技術
  的所見や施工上配慮すべき事
  項に対する提案

6 10 12 15

企業の施工実績

・同種工事の施工実績
・工事成績評定点
・緊急・特殊な改修等の工事
 （業務）実績     など

4 9 12 13

配置予定技術者
・同種工事の施工実績
・工事成績評定点
  など

4 4 6 6

地域貢献度等

・市内本店等の有無
・災害協定等に基づく活動実績
・ボランティア活動実績
  など

3 4 7 8

そ の 他
・環境配慮の取組み
  など 3 3 3 3

合　計 20
30

（20）
40

（28）
45

（30）

（表２）

評 価 項 目
配点（標準点は100点）

変更内容(例)

平成20年4月
・施工計画                                               (+4点)
・企業の施工実績の施工実績                               (+1点)
・企業の施工実績の成績評定                               (+1点)
・企業の施工実績に緊急・特殊な改修等の工事実績           (+2点)
・企業の施工実績にISO9001の認証取得                      (+1点)
・地域貢献度等の災害協定等に基づく活動について           (+1点)
・その他の項目に子育て支援を追加

平成21年10月
・施工計画                                               (+2点)
・企業の施工実績の成績評定                               (+1点)
・緊急又は特殊な改修等の工事(業務)実績                   (+2点)
・配置予定技術者の成績評定                               (+2点)
・地域貢献度の市内本店の有無                             (+1点)
・地域貢献度等の災害協定等に基づく活動                   (+2点)

平成23年5月
・施工計画                                               (+3点)
・企業の施工実績の成績評定(65点未満がある場合は-1点)     (+1点)
・配置予定技術者の優秀工事表彰実績を追加                 (+1点)
         (配置予定技術者工事成績を-1点することで配点)
・地域貢献度の市内本店の有無                             (+1点)

（ ）は特別簡易型の点数で、施工計画を除く。



 
 
 

低価格入札の発生件数 
   

（表３）

年度 
総合評価 

実施件数 

低価格入札 

発生件数 
発生率 失格件数 落札率 備 考 

18 5 0 0%   －   

19 20 1 5.0%   50.5%   

20 63 14 22.2%   62.9% 加算点＋１０点（４月） 

21 170 57 33.5%   62.5% 加算点＋１０点（１０月） 

22 336 91 27.0% 
  64.5%

失格基準の導入（８月） 
25 72.6%

逆転落札の件数 
  

（表４）

年度 
総合評価 

実施件数 
逆転件数 逆転率 備 考 

18 5 0 0%   

19 20 5 25.0%   

20 63 9 14.2% 加算点＋１０点（４月） 

21 170 29 17.0% 加算点＋１０点（１０月） 

22 336 92 27.3% 失格基準の導入（８月） 



（参考１）



高

（参考２）

総合評価落札方式における低入札価格調査制度

　簡易型及び特別簡易型の総合評価落札方式（政府調達協定適用工事を
除く。）における低入札価格調査制度において、以下のような失格基準
価格を導入します。

失格基準価格　＝　調査基準価格×95％

総合評価値による自動落札

従前と同様の低入札価格調査を実施

調査基準価格

失格基準価格

＝調査基準価格
×95％

入
札
価
格

低

　　平成２２年８月公告分から実施

　　以下の①と②のいずれか小さい値を調査基準価格とします。
　　ただし、その下限は予定価格の７０％、上限は予定価格の９０％とします。

　　① 国の基準により算定した価格
　　（直接工事費×９５％＋共通仮設費×９０％＋現場管理費×８０％
　　　＋一般管理費×３０％）
　　② 当該入札の平均入札価格の９５％
　　　※この場合、予定価格を超過した入札者等を除いて算定します。

失格基準価格により失格

失格基準価格

＝調査基準価格
×95％

入
札
価
格

実 施 時 期

（参考）調査基準価格の算定方法



ＮＥＸＣＯ中日本名古屋支社でのＮＥＸＣＯ中日本名古屋支社での
調達適正化等の取組みについて調達適正化等の取組みについて

中日本高速道路中日本高速道路 株式会社株式会社

名古屋支社名古屋支社 環境・技術管理部環境・技術管理部

CsUser0
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ＮＥＸＣＯ中日本は、高速道路のネットワークを早期かつ効率的に整備し、お客様が安全・安心・快適にご利用いただ
けるように道路を保全するとともに、サービスエリアを有効に活用し、より便利で楽しい空間をお届けするなど、質の高
いサービスを提供してまいります。

この使命を達成するために、私たちは、公正・透明な手続のもと、「より安全なものを確実に、より良いものをより安く
」を基本とし、次の５つの方針に基づいて調達を行ってまいります

１．公正な取引の推進
公正かつオープンな取引を推進し、お取引先の選定は、品質、経済性、納期の確実性、技術的能力等を
勘案して行います。

２．法令・社会規範の遵守
関係法令及びその精神並びに社会規範を遵守します。

３．入札・契約情報の積極的な開示
工事等の発注情報、契約情報などについて、適時適切な情報の開示を推進します。

４．環境への配慮
グリーン調達をはじめ環境負荷の軽減をはかり、社会と協働して資源循環型社会の形成に努めます。

５．お取引先との信頼関係
お取引先の皆様とは、公正かつ誠実な取引を通じてより確かな信頼関係を築き、協働し社会の発展に
貢献します。

2

調達の基本方針調達の基本方針
当社コーポレート・スローガン当社コーポレート・スローガン

『『道を通じて感動を人へ、世界へ道を通じて感動を人へ、世界へ』』をスローガンに世界一の高速道路ををスローガンに世界一の高速道路を
目指します。目指します。
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当社の入札・契約制度の経緯当社の入札・契約制度の経緯
年 ＪＨ・ＮＥＸＣＯ 国等の動向・概要 等

平成 5年（1993年） 一般競争の試行について 直轄で一般競争試行

平成 6年（1994年） 一般競争の実施について 閣議了解（ＷＴＯ：一般競争、ＷＴＯ未満：公募型）

平成15年（2003年） 公募型指名競争入札 7億円以上：公募型指名競争入札

平成15年（2003年） 総合評価方式の試行 （国：平成11年より試行）

平成16年（2004年） 技術提案合意方式の試行

平成17年（2005年） 条件付一般競争入札 公募型→条件付一般競争

平成17年（2005年） ＮＥＸＣＯ中日本の創立ＮＥＸＣＯ中日本の創立

平成18年（2006年） 技術提案協議方式 民間の契約手法導入

平成19年（2007年） 低入工事における品質確保 70％未満を重点調査（国：Ｈ18特別重点調査創設）

平成20年（2008年） 施工技術競争型の試行 加算（50：50）の評価による総合評価方式、120％

公募型見積協議方式試行 契約目安価格（制限価格）を上回っても契約できる制度

Ｄ・Ｂ方式の試行 加算方式による評価で制定

平成21年（2009年） 総合評価方式の改訂 簡易型創設、加算、価格評価算出式改訂（75％以上）

重点調査制度改訂 70％→75％未満へ（国：Ｈ21特別重点の内訳改訂）

平成23年（2011年） 価格式の見直し 調査基準価格（85％程度）超える最低者を満点

1.1.総合評価の採用総合評価の採用
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1.1.総合評価の採用総合評価の採用

設計金額が設計金額が250250万円以上の万円以上のすべての工事に適用すべての工事に適用 〔〔平成平成2121年年66月以降月以降〕〕

•• 入札手続きで提出された技術提案は、工事実施段階での入札手続きで提出された技術提案は、工事実施段階での履行を義務付け履行を義務付け

サービスエリア等の当社資産となる既設商業施設の改築工事

高度な施工技術工を必要とする工事
（技術評価点が半分に満たない場合は応札不可）

技術的工夫の余地が大きく、技術提案を求めることが有利な工事

①②④⑤を除く全ての工事

機器製作費が工事費の大部分を占める施設工事
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≪≪総合評価の適用区分総合評価の適用区分≫≫ ≪≪施工技術競争型の概念図施工技術競争型の概念図≫≫

1.1.総合評価の採用総合評価の採用

最も総合点（価格評価点＋技術評
価点）の高い者が落札者となる。



【技術審査事項の設定例】 土木工事の場合

6

1.1.総合評価の採用総合評価の採用

○施工技術競争型総合評価方式

・会社の施工実績（同種・類似工事の施工実績）

・配置予定技術者の経験（技術者の施工実績）

・技術提案事項（安全、品質向上、工程計画、環境）

・ＶＥ提案（必要に応じ）

○総合評価落札方式（技術提案型）
・会社の施工実績（同種・類似工事の施工実績）
・配置予定技術者の経験（技術者の施工実績）
・技術提案事項（安全、品質向上、工程計画、環境）

○総合評価落札方式（簡易型）
・会社の施工実績 ・配置予定技術者の経験 ・工事成績 ・表彰
・地域精通度（当該県での本店の有無） ・災害時の協力
・技術者の工事成績 ・企業体制（ＩＳＯ9000.14001の取得） ・技術者の施工実績
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低入札価格調査制度調査対象工事における更なる品質確保に関する対策

 品質の確保に支障を及ぼすおそれがあると認められる基準

 品質の確保に支障を及ぼすおそれ、若しくは契約の内容に適合した履行がなされないおそれ
があると認められる場合とは、次に掲げる調査基準価格及び重点調査価格に満たない場合
とする。

 調査基準価格（平成２１年 公契連モデルに準拠）

 重点調査価格

 重点調査価格は、工事価格対象額の75％とする。

 調査基準価格が工事価格対象額の75％に満たない場合にあっては、その調査基準価格を
重点調査価格とする。

直接工事費の95％相当額

共通仮設費の90％相当額

現場管理費の70％相当額

一般管理費の30％相当額

の合計額。

合計額が、工事価格対象額の
90％を超える場合にあっては、
90％相当額。

合計額が、工事価格対象額の
70％に満たない場合にあっては、
70％相当額。

1.1.総合評価の採用総合評価の採用
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【当社の低入札調査価格の変遷】

高

入

札

価

格

低

調査重点価格70％

調査基準価格平均80％程度

契約制限価格100％

・低入札理由書

・単価表、内訳書等

・誓約書（重点調査用）

・代表取締役押印付の一般管理費設定理由書

・施工体制、体系図、手持工事状況

・工事箇所と倉庫等の関連、手持資機材の状況

・資材購入先との関連、労務者の供給見通し

・過去の施工状況、建設副産物の搬出先

2008.12～

２～３％

2009.5～

３～５％

2009.6～

５％

85％程度

75％
・低入札理由書

・単価表、内訳書等

・誓約書（低入札用）

失格基準

・直接工事費×50％未満

・共通仮設費×45％未満

・現場管理費×35％未満

・左記資料の未提出

1.1.総合評価の採用総合評価の採用
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■低入札調査基準価格（A）
□Ｈ20.11まで

A=直接工事費（①）＋共通仮設費（②）＋現場管理費（③）×１／５
ただし、工事価格対象額（①＋②＋③＋一般管理費）の２／３～８５％

□Ｈ20.12から（２～３ポイントＵＰ）

A=直接工事費（①）×９５％＋②共通仮設費（②）×９０％＋現場管理費（③） ×６０％

＋一般管理費（④） ×３０％
ただし、工事価格対象額（①＋②＋③＋④）の２／３～８５％

□Ｈ21.5から（１～２ポイントＵＰ） 【現在適用中】

A=直接工事費（①）×９５％＋共通仮設費（②）×９０％＋現場管理費（③） ×７０％

＋一般管理費（④） ×３０％
ただし、工事価格対象額（①＋②＋③＋④）の７０～９０％

■低入札重点調査価格
□Ｈ19.1から

工事価格対象額（①＋②＋③＋④）の７０％未満

□21.6から（5ポイントＵＰ） 【現在適用中】
工事価格対象額（①＋②＋③＋④）の75％未満

1.1.総合評価の採用総合評価の採用
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２２..発注者協議会の目標に対して発注者協議会の目標に対して

【【予定価格の事後公表について予定価格の事後公表について】】

ＮＥＸＣＯ中日本では「事前公表」及び「事後公表」の両手続
きが規定として制定されているが、現状では「事後公表」を基
本としている。

【【低入札価格調査基準価格の見直し低入札価格調査基準価格の見直し】】

ＮＥＸＣＯ中日本では、平成２１年の公契連モデルにより低入
札基準で調査を実施しているところである。



３３..名古屋支社独自の取組み名古屋支社独自の取組み

名古屋支社では「環境に関する技術提案要求」として、従来より「騒音」、「振動」、「
水質」、「動植物保全」等の技術提案事項を設定し、自然環境の保全（保護）について
調達段階で取組みを行っている。

平成２２年度よりＩＳＯ１４００１の取得と併せ更なる環境への配慮として「地球温暖
化防止に寄与する技術」に関する提案を求め、環境保全の拡大を図っている。

【対象工種の選定】

当社の道路建設事業において「地球温暖化防止に寄与する技術提案」を求めるこ
とで確実性・要求性能・履行確認性の公平な評価（指標の明確）が可能となる工種を
選択するものとした。

【 表－１ 】 工種毎の着目点

工 種 着 目 点 指標の明確 提案例

土 工 施工機械

ＮＥＸＣＯ中日本
「土木工事積算基準」の標準消費量

低燃費型機械
低消費施工方法

BDF 等
トンネル工 ﾄﾝﾈﾙ施工設備、施工機械

舗装工 施工機械

施設関係 施設設備・機器
ＮＥＸＣＯ中日本
「各種標準仕様書」の標準消費電力

低消費型機器

11
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３３..名古屋支社独自の取組み名古屋支社独自の取組み

【土工工事での事例】

入札公告

地球温暖化防止対策の推進を目的として、掘削に使用する機械及び土運搬に使用するダ
ンプトラックのＣＯ２削減に寄与する改善等設計図書に示す標準案と比較して、提案を下記の
評価指標をもとに、提案者の優劣を相対的に評価

入札説明書に添付の標準ＣＯ２排出量

ｍｉｎ
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地球温暖化防止に寄与する技術提案の実績

【土木関係工事】

【施設関係工事】

年度 番 号 工 事 名 提案事項
ＣＯ2削減量

（ｔ）
年度計
（ｔ）

２２２２
11 ○○○○ＳＡＳＡ工事工事 土工（敷均し・締固め）土工（敷均し・締固め） １３８１３８ ｔｔ

６１９６１９ ｔｔ22 ○○○○トンネルトンネル工事工事 土工・ずり処理（運搬）土工・ずり処理（運搬） １０３１０３ ｔｔ
33 ○○○○ＳＡＳＡ工事工事 土工（敷均し・締固め）土工（敷均し・締固め） ３７８３７８ ｔｔ

２３２３

44 ○○○○トンネルトンネル工事工事 土工・ずり処理（運搬）土工・ずり処理（運搬） ５３５３ ｔｔ

１１,,６０３６０３ ｔｔ

55 ○○○○東工事東工事 土工（敷均し・締固め）土工（敷均し・締固め） ７７ ｔｔ
66 ○○○○舗装舗装工事工事 舗装（敷均し・締固め）舗装（敷均し・締固め） １１ ｔｔ
77 ○○○○トンネルトンネル西工事西工事 土工・ずり処理（運搬）土工・ずり処理（運搬） ５４５５４５ ｔｔ
88 ○○○○トンネルトンネル工事工事 土工・ずり処理（運搬）土工・ずり処理（運搬） １９１１９１ ｔｔ
99 ○○○○工事工事 土工（運搬）土工（運搬） ３５８３５８ ｔｔ
1010 ○○○○工事工事 土工（運搬・掘削）土工（運搬・掘削） ４４８４４８ ｔｔ
1111 ○○○○舗装舗装工事工事 舗装（敷均し・締固め）舗装（敷均し・締固め） ２２ ｔｔ

番 号 工 事 名 提案事項
ＣＯ2削減量
（ｔ/年）

年度計
（ｔ）

２２２２
11 ○○湾○○湾 ETCETC設備設備 低消費型機器低消費型機器 ５８５８ ｔｔ

１１６１１６ ｔｔ
22 ○○○○道道ETCETC設備設備 低消費型機器低消費型機器 ５８５８ ｔｔ

２３２３

33 ○○○○CCTVCCTV設備設備 低消費型機器低消費型機器 １１１１ ｔｔ

２６０２６０ ｔｔ

44 ○○○○ラジオラジオ再放送再放送 低消費型機器低消費型機器 １０１０ ｔｔ
55 ○○○○道路道路情報板情報板 低消費型機器低消費型機器 １６１６ ｔｔ
66 ○○○○TECTEC設備設備 低消費型機器低消費型機器 ２１４２１４ ｔｔ
77 ○○○○ﾄﾝﾈﾙﾄﾝﾈﾙ非常用非常用 低消費型機器低消費型機器 ４４ ｔｔ
88 ○○○○ﾄﾝﾈﾙﾄﾝﾈﾙ非常用非常用 低消費型機器低消費型機器 ５５ ｔｔ

３３..名古屋支社独自の取組み名古屋支社独自の取組み
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ＣＯ2削減の影響量

数量評価するため、立木の年間炭素吸着量から評価すると。

【土木関係】 工事工事完了までの削減量と完了までの削減量としてして ※1※1

平成２２年度 対象 ３件 ブナ（天然林） ２８万本相当

平成２３年度 対象 ８件 ブナ（天然林） ７３万本相当

【施設関係】 施設施設供用後の年間削減量と供用後の年間削減量としてして ※2※2

平成２２年度 対象 ２件 ブナ（天然林） ６万本相当

平成２３年度 対象 ６件 ブナ（天然林） １１万本相当

出典：林野庁「森林は二酸化炭素を吸収している」より【2.21ｋｇ/本・年】として算出

電力の炭素換算は「地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドライン」（環境省）より【0.000555tCo2/Kwh】とする

上記集計は、年度毎の契約工事による削減量を総合し算出したものである。
※1：土木関係は、工事完了までのCo2削減量を契約年度に計上している。

※2：施設関係は、工事が完了し施設供用後の年間当りCo2削減量を契約年度に計上している。

※3：森林のCo2吸収量は10.6t-Co2/ha・年（COP10(2004)「土地利用、土地利用変化及び林業に関するｸﾞｯﾄﾞ・プラクティスガイダンス」より）

※4：ナゴヤドームの面積は、建築面積４８，１６９㎡（中日ドラゴンズWebサイトより）

３３..名古屋支社独自の取組み名古屋支社独自の取組み

年 度 CO2削減量 電力削減量 参 考

平成22年度
契約分

735t/年 － 森林約69.3ha ※3

ナゴヤドーム約14.4個 相当 ※4

（土木 619ｔ/年） －

（施設 116ｔ/年） ２１万kWh/年

平成23年度
契約分

1,863t/年 － 森林約175.8ha ※3

ナゴヤドーム約36.6個 相当 ※4

（土木 1,603ｔ/年） －

（施設 260ｔ/年） ４５万kWh/年



農林水産省 東海農政局

公共工事の品質確保に関する最近の取り組みについて

工事発注規模の公表について（試行）

資料４－５

CsUser0
テキストボックス
資料　４－５

CsUser0
テキストボックス
１



工事発注規模の公表について（試行）

工事の発注の見通しに関する事項の公表については、「公共工事の入札及
び契約の適正化の促進に関する法律等に基づく入札及び契約に関する情報等
の公表について」（大臣官房経理課長）に基づき、工事の名称、施工場所、期
間及び工事概要等を公表してきたところであるが、本年２月２０日以降の工事
について、工事概要の欄に工事発注規模を追加し公表することを試行中。

平成○○年度 発 注 予 定 工 事 等 情 報 公 告

○○農政局の工事について、下記のとおり予定しているので公告します。

平成○○年○○月○○日時点

支出負担行為担当官

○○農政局長 ○○ ○○

１．一般競争入札方式（特定調達外）に付そうとする工事

工 事 名 施工場所 工事概要 工事種別 入札予定時期 工期 主要建設資材需要量見込み量 変更事項等 その他

○○農業水利事業
○○幹線水路（その○）工事

○○県○○郡○○町
○○地内

○○○○工 L=○○○m
（工事発注規模）
０．９億円から３億円未満

土木工事 第1四半期 約○ヶ月
積ブロック A=○百m2
コンクリート V=○百m3
鋼管 L=○百m

注1）：実際に発注される工事がこの記載内容と異なる場合があります。

記載例(下線部分を追加)

2



二段階選抜方式について（試行）

【二段階選抜方式の概要】
公告後に参加申請書及び簡易な技術提案（例：５提案のうち２提案）の提出を

求め、この審査結果に基づき競争参加者を数者（５者を最低に１/３程度）に絞り込

み、その後詳細な技術提案（例：残りの３提案）の提出を求め、総合評価により落
札者を決定する。

入
札
公
告

参
加
申
請
書
・

簡
易
な
技
術
提
案
の
提
出

簡
易
な
技
術
提
案
の
審
査

（審
査
結
果
か
ら
数
者
へ
絞
込
み
）

競
争
参
加
資
格
の
確
認
通
知
・

詳
細
な
技
術
提
案
書
の
提
出
要
請

詳
細
な
技
術
提
案
の
提
出

詳
細
な
技
術
提
案
の
審
査

入
札

・
開
札

落
札
者
の
決
定

１次選抜

１４日 １０日 １４日 １０日 ３日

２５日 １０日 １０日 ３日従来型

２段階
選抜

４８日

５１日
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総合評価落札方式の改善（案）

平成２４年４月１３日

資料２

平成２４年２月２８日
総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関する懇談会 資料より

平成24年度 請負工事に於ける入札契約

係等に関する建設業界向け説明会

CsUser0
テキストボックス
資料４－６

CsUser0
長方形

CsUser0
テキストボックス













CsUser0
テキストボックス
６



○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保
○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築

実施後５年を目途に、企業単位では許可業者の加入率１００％、労働者単位では製造業相当の加入状況を目指す。

これにより、 を実現

２．行政による制度的チェック・指導

①建設業許可・更新時の加入状況確認
・建設業許可・更新の申請時に保険加入状況を確認し、未加入

企業を指導。

②建設業担当部局による監督
・建設業法に基づく立入検査等により、保険加入状況、元請企

業の下請企業指導状況を確認・指導。

③経営事項審査の厳格化
・経営事項審査における保険区分の明確化、減点幅の拡大。

④社会保険担当部局（厚生労働省）との連携
・社会保険担当部局への通報、社会保険担当部局からの働きか

け。

○元請企業による下請指導
・施工体制台帳、再下請通知書、作業員名簿等により、下請企業の保
険加入状況を把握し、未加入企業を指導。

○元請企業・下請企業による重層下請構造の是正に向けた取組
・元請企業、下請企業（特に１次下請企業）による重層下請の抑制に
向けた啓発・指導。

・下請企業における適正な受注先企業の選定、未加入企業との請負契
約締結の抑止。

○建設企業（特に下請企業）における取組
・雇用関係にある社員と請負関係にある者の明確化・雇用化の促進。
・雇用関係にある者の保険加入徹底。
・業界における見積時の法定福利費の明示 等。

５．その他

①就労履歴管理システムの普及・活用 ②社会保険適用促進に向けた研究

①行政、建設業団体、関係団体による推進協議会の設置
（全国・地方ブロック(都道府県単位)で設置）

②各建設業団体による保険加入計画の策定・推進
③行政、関係団体、保険者等様々な主体による周知・啓発

①発注者への要請・周知、元請企業への指導
②業界における見積時の法定福利費の明示
③ダンピング対策 ④重層下請構造の是正

１．行政・元請・下請等の関係者が一体となった
保険加入の推進

○ 下請企業を中心に、特に年金、医療、雇用保険に未加入の企業が存在
○ 技能労働者の処遇が低下し、若年入職者減少の一因
○ 適正に法定福利費を負担する企業ほど受注競争上不利

総合的対策の推進総合的対策の推進

課 題課 題

目指す姿目指す姿

社会保険未加入問題への対策の概要

※平成２９年度までの中間時点でそれまでの実施状況を検証・評価し、対策の必要な見直しを行った上で、計画的に推進する。

３．建設企業の取組

４．法定福利費の確保

２



①営業所での取組 ②工事現場での取組

国土交通省・
都道府県

（建設業担当部局）

厚生労働省
（社会保険担当部局）

建設企業
（申請時）

建設企業
（営業時）

建設企業（元請）

加入勧奨・強制適用

施工体制台帳等を活用したチェック・指導

保険加入の
チェック・指導

保険加入に関する
立入検査・指導

通報

建設労働者建設企業 建設業団体

国・都道府県
（建設業担当部局）

発注者（財）建設業振興基金 社会保険労務士会

就労履歴管理機関学校・職業訓練機関

保険加入促進ネットワーク保険加入促進ネットワーク

保険加入の
チェック・評価・指導

加入勧奨・強制適用

未加入企業に対する
指導・監督処分

受発注者間ガイドライン
の遵守、発注時の考慮

雇用関係の明確化
雇用者の保険加入

保険の仕組みを
理解

経営改善・保険加入に
関する相談受付

事務手続きの支援

保険加入のチェック
システム普及

保険制度の啓発・
優良企業等の情報提供

会員企業に情報提供
加入企業の評価・支援

「みんなで取り組む」建設業の保険加入
～社会保険加入の徹底に向けて、関係者が連携して取り組みます～

国土交通省・
都道府県・

駆け込みホットライン
（建設業担当部局）

厚生労働省
（社会保険担当部局）

通報

建設企業（下請）

建設企業（再下請）

通報

国
（社会保険担当部局）

未加入企業に対する
加入勧奨・強制適用

発注者

法定福利費の適正な考慮

通報
再下請通知書等を活用したチェック・指導

立入検査・
指導

○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保

○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築
目 的目 的

○ 行政、元請、下請など関係者が一体となって建設業界の保険加入徹底に取り組む。

○ 営業所・工事現場での取組のほか、保険加入促進のネットワークを構築して保険加入を推進・支援する。
取 組取 組

③関係者が連携して保険加入を推進・支援

赤字：省令改正等(H24.5.1）
を受けて取り組む施

策

許可・更新申請

経審申請

３



建設業
団体

社会保険担当部局
（厚労省、年金機構）

建設業
担当部局
（国交省）

関係
団体

保険未加入対策推進協議会

【全国、地方ブロック（都道府県単位）で設置】

実施方針実施方針

○ 取組を着実に推進するため、社会保険未加入対策を行政・元請・下請が一体となって継続的に実施する「保険未加入
対策推進協議会」を設立

○ 各団体の取組を共有し、継続的にフォローを行う

○ 効果的な取組を共有、周知啓発の取組方針等を議論

推進体制のイメージ推進体制のイメージ

下請企業・労働者

参加情報共有
情報提供

参加

保険未加入対策推進協議会の概要保険未加入対策推進協議会の概要

【構成】

・建設業担当部局（国交省、地方は都道府県も参加）

・社会保険担当部局（厚労省、日本年金機構）

・建設業団体、関係団体、労働者団体

・学識経験者

【協議会が行う主な取組】

・参加団体等を通じた建設企業及び労働者に対する周
知・啓発の推進

・参加団体ごとの社会保険加入状況の定期的把握

・各参加団体による取組のとりまとめと定期的フォロー
アップ

・加入促進に向けた効果的な取組の共有

・構成員間の意見交換

【ワーキンググループの設置】

・全国協議会の下にワーキンググループを設置

・構成員は、行政担当者、建設業団体

・関係者による意見交換・認識共有を行うとともに、全国
協議会の運営に必要な事項を話し合う。

会員企業

学識
経験者

労働者
団体

情報共有

参加

情報共有

参加
加入計画

参加

情報提供
参加

加入計画

加入計画

都道府県
（※ 地方ブ
ロック協議
会）

情報共有

参加

１－１ 取組の推進体制

４



4

「みんなで取り組む」建設業の保険加入
～平成２４年７月から、新たな取組みがスタートします～

建設業の社会保険未加入対策の一環として、省令等（※）の改正が行われました（H24.5.1公布）。
これを受け、次のとおり、新たな取組みがスタートします。

○ 建設業の許可・更新の申請時に、新たに保険加入状況を記載した書面を提出していただきます。

国・都道府県の建設業担当部局は、申請者の保険加入状況を確認し、未加入であることが判明した企業に対しては、

加入指導を実施します。

（３） 平成24年11月より、施工体制台帳に、保険加入状況の記載が必要となります。

○ 施工体制台帳に、特定建設業者及び下請企業の保険加入状況を記載していただきます。また、下請企業には、 再下
請企業の保険加入状況を特定建設業者に通知していただきます。

国・都道府県の建設業担当部局は、営業所への立入検査による保険加入状況の確認を行うとともに、工事現場への

立入検査による施工体制台帳等の確認を行い、元請企業による下請企業への指導状況の確認を実施します。

（１） 平成24年7月より、保険未加入企業に対する経営事項審査の評価が厳しくなります。

○ 経営事項審査について、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険への未加入企業に対する減点幅が拡大されます。

（３保険すべてに未加入の場合：現行▲６０点→改正後▲１２０点）

（規則第4条・様式（新）第20号の3関係）

（規則第14条の2・第14条の4関係）

（規則様式第25号の11・第25号の12、告示第1の4の1・付録第2関係）

（２） 平成24年11月より、許可申請書に、保険加入状況を記載した書面の添付が必要となります。

（※） 建設業法施行規則 （昭和24年建設省令第14号）

建設業法第27条の23第3項の経営事項審査の項目及び基準を定める件（平成20年国土交通省告示第855号)

５
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平成20年国土交通省告示第85号

建設業法第27条の23第3項の経営事項審査の項目及び基準を定める件

新旧対照表

（傍線部分は改正部分）

現 行 改 正 後

第一 審査の項目は、次の各号に定めるものとする。 第一 審査の項目は、次の各号に定めるものとする。

四 その他の審査項目（社会性等） 四 その他の審査項目（社会性等）

１ 次に掲げる労働福祉の状況 １ 次に掲げる労働福祉の状況

㈠ （略） ㈠ （略）

㈡ 審査基準日における健康保険及び厚生年金保険加入の ㈡ 審査基準日における健康保険加入の有無（健康保険法

有無（健康保険法施行規則（大正十五年内務省令第三十 施行規則（大正十五年内務省令第三十六号）第二十四条

六号）第十条ノ二の規定による届出及び厚生年金保険法 の規定による届出を行っているか否かをいう。

（昭和二十九年法律第百十五号）第二十七条に規定する

届出を行っているか否かをいう。

㈢ 審査基準日における厚生年金保険加入の有無（厚生年

金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）第二十七条に

規定する届出を行っているか否かをいう。）

㈢ 審査基準日における建設業退職金共済制度加入の有無 ㈣ 審査基準日における建設業退職金共済制度加入の有無

（中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号 （中小企業退職金共済法（昭和三十四年法律第百六十号

）第六章の独立行政法人勤労者退職金共済機構との間で ）第六章の独立行政法人勤労者退職金共済機構との間で

同法第二条第五項に規定する特定業種退職金共済機構と 同法第二条第五項に規定する特定業種退職金共済契約又

の間で同法第二条第五項に規定する特定業種退職金共済 はこれに準ずる契約の締結を行っているか否かをいう。

契約又はこれに準ずる契約の締結を行っているか否かを ）

いう。）

㈣・㈤ （略） ㈤・㈥ （略）

第二 審査の基準は、次の各号に定めるとおりとする。 第二 審査の基準は、次の各号に定めるとおりとする。

四 その他の審査項目（社会性等）に係る審査の基準 四 その他の審査項目（社会性等）に係る審査の基準

３ 第一の四の３に掲げる防災協定締結の有無については、 ３ 第一の四の３に掲げる防災協定締結の有無については、
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防災協定締結の有無が、別表第七の区分の欄のいずれに該 防災協定締結の有無が、別表第八の区分の欄のいずれに該

当するかを審査すること。 当するかを審査すること

４ 第一の四の４に掲げる法令遵守の状況については、建設 ４ 第一の四の４に掲げる法令遵守の状況については、建設

業法第二十八条の規定により指示をされ、又は営業の全部 業法第二十八条の規定により指示をされ、又は営業の全部

若しくは一部の停止を命ぜられたことの有無が、別表第八 若しくは一部の停止を命ぜられたことの有無が、別表第九

の区分の欄のいずれに該当するかを審査すること。 の区分の欄のいずれに該当するかを審査すること。

５ 次に掲げる建設業の経理に関する状況 ５ 次に掲げる建設業の経理に関する状況

⑴ 第一の四の５の㈠に掲げる監査の受審状況については ㈠ 第一の四の５の㈠に掲げる監査の受審状況については

、会計監査人若しくは会計参与の設置の有無又は建設業 、会計監査人若しくは会計参与の設置の有無又は建設業

の経理実務の責任者のうち第一の四の５の㈡のイに該当 の経理実務の責任者のうち第一の四の５の㈡のイに該当

する者が経理処理の適正を確認した旨の書類に自らの署 する者が経理処理の適正を確認した旨の書類に自らの署

名を付したものの提出の有無が、別表第九の区分の欄の 名を付したものの提出の有無が、別表第十の区分の欄の

いずれに該当するかを審査すること。 いずれに該当するかを審査すること。

⑵ 第一の四の５の㈡に掲げる職員の数については、同号 ㈡ 第一の四の５の㈡に掲げる職員の数については、同号

の５の㈡のイに掲げる者の数に、同号の５の㈡のロに掲 の５の㈡のイに掲げる者の数に、同号の５の㈡のロに掲

げる者の数に十分の四を乗じて得た数を加えた合計数値 げる者の数に十分の四を乗じて得た数を加えた合計数値

（別表第十において「公認会計士等数値」という。）が （別表第十一において「公認会計士等数値」という。）

、年間平均完成工事高に応じて、別表第十の区分の欄の が、年間平均完成工事高に応じて、別表第十一の区分の

いずれに該当するかを審査すること。 欄のいずれに該当するかを審査すること。

６ 第一の四の６に掲げる平均研究開発費の額については、 ６ 第一の四の６に掲げる平均研究開発費の額については、

当該金額が、別表第十一の区分のいずれに該当するかを審 当該金額が、別表第十二の区分のいずれに該当するかを審

査すること。 査すること。

附 則 附 則

二 審査の対象とする建設業者が、効力を有する政府調達に関す 二 審査の対象とする建設業者が、効力を有する政府調達に関す

る協定を適用している国又は地域その他我が国に対して建設市 る協定を適用している国又は地域その他我が国に対して建設市

場が開放的であると認められる国又は地域（以下「外国」とい 場が開放的であると認められる国又は地域（以下「協定適用国

う。）に主たる営業所を有する建設業者又は我が国に主たる営 等」という。）に主たる営業所を有する建設業者又は我が国に

業所を有する建設業者のうち外国に主たる営業所を有する者が 主たる営業所を有する建設業者のうち協定適用国等に主たる営

当該建設業者の資本金の額の二分の一以上を出資しているもの 業所を有する者が当該建設業者の資本金の額の二分の一以上を

（以下「外国建設業者」という。）である場合における第二の 出資しているもの（以下「外国建設業者」という。）である場

三の１並びに第二の四の１、２、５及び６の規定の適用につい 合における第二の三の１並びに第二の四の１、２、５及び６の

ては、当分の間、当該各規定にかかわらず、それぞれ次に定め 規定の適用については、当分の間、当該各規定にかかわらず、

るところによる。 それぞれ次に定めるところによる。

１・２ （略） １・２ （略）
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３ 第二の四の２の規定の適用については、同号の２中「 ３ 第二の四の２の規定の適用については、同号の２中「

当該年数」とあるのは「当該年数及び外国において建設業 当該年数」とあるのは「当該年数及び協定適用国等におい

を営んでいた年数で国土交通大臣が認定したものの合計年 て建設業を営んでいた年数で国土交通大臣が認定したもの

数」とする。 の合計年数」とする。

４ 第二の四の５の⑴の適用については、第二の四の５の⑴中 ４ 第二の四の５の㈠の適用については、第二の四の５の㈠中

「会計参与の設置の有無又は」とあるのは「会計参与の設置 「会計参与の設置の有無又は」とあるのは「会計参与の設置

の有無若しくは」とし、「提出の有無」とあるのは「提出の の有無若しくは」とし、「提出の有無」とあるのは「提出の

有無又はこれと同等以上の措置として国土交通大臣が認定し 有無又はこれと同等以上の措置として国土交通大臣が認定し

た措置の有無」とする。 た措置の有無」とする。

５ 第二の四の５の⑵の適用については、第二の四の５の⑵中 ５ 第二の四の５の㈡の適用については、第二の四の５の㈡中

「同号の５の㈡のイに掲げる者の数」とあるのは「同号の５ 「同号の５の㈡のイに掲げる者の数」とあるのは「同号の５

の㈡のイに掲げる者の数及び当該者と同等以上の潜在的能力 の㈡のイに掲げる者の数及び当該者と同等以上の潜在的能力

があると国土交通大臣が認定した者の数の合計数」と、「同 があると国土交通大臣が認定した者の数の合計数」と、「同

号の５の㈡のロに掲げる者の数」とあるのは「、同号の５の 号の５の㈡のロに掲げる者の数」とあるのは「、同号の５の

㈡のロに掲げる者の数及び当該者と同等以上の潜在的能力が ㈡のロに掲げる者の数及び当該者と同等以上の潜在的能力が

あると国土交通大臣が認定した者の数の合計数」とする。 あると国土交通大臣が認定した者の数の合計数」とする。

６ （略） ６ （略）

三 国土交通大臣が外国建設業者の属する企業集団について、次 三 国土交通大臣が外国建設業者の属する企業集団について、次

に掲げる要件に適合するものとして一体として建設業を営んで に掲げる要件に適合するものとして一体として建設業を営んで

いると認定した場合においては、当分の間、第一に掲げる各項 いると認定した場合においては、当分の間、第一に掲げる各項

目（第一の四の１の㈠及び㈡、３並びに４に掲げる項目を除く 目（第一の四の１の㈠から㈢まで、３及び４に掲げる項目を除

。）については、（略）。） く。）については、（略）。）

㈠ 当該外国建設業者の属する企業集団が一体として建設業を ㈠ 当該外国建設業者の属する企業集団が一体として建設業を

営んでいることについて、当該企業集団の中心となる者であ 営んでいることについて、当該企業集団の中心となる者であ

って外国に主たる営業所を有するものによる証明があること って協定適用国等に主たる営業所を有するものによる証明が

。 あること。

㈡ （略） ㈡ （略）

四 （略） 四 （略）

㈠ 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 ㈠ 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第八条

三十八年大蔵省令第五十九号）第八条第三項に規定する親会 第三項に規定する親会社（以下単に「親会社」という。）と

社（以下この号において単に「親会社」という。）とその子 その子会社（同項に規定する子会社をいう。以下同じ。）か

会社（同項に規定する子会社をいう。）からなる企業集団で らなる企業集団であること。

あること。
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㈡・㈢ （略）

六 （略）技術職員数又は平均技術職員数及び第一の四の５の㈡ 六 （略）技術職員数及び第一の四の５の㈡に掲げる職員の数と

に掲げる職員の数として審査するものとする。 して審査するものとする。

㈠ 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 ㈠ 親会社とその子会社からなる企業集団であること。

三十八年大蔵省令第五十九号）第八条第三項に規定する親会

社（以下この号において単に「親会社」という。）とその子

会社（同項に規定する子会社をいう。以下この号において同

じ。）からなる企業集団であること。

㈡・㈢ （略） ㈡・㈢ （略）

（新設） 七 我が国に主たる営業所を有する建設業者であって、国土交通

大臣が次に掲げる要件のいずれにも適合するものとして認定し

た子会社を外国に有するものについては、国土交通大臣が当該

子会社について認定した数値を当該建設業者の種類別年間平均

完成工事高に加えた数値をもって第一の一の１に掲げる項目の

数値として審査し、かつ、国土交通大臣が当該建設業者及び当

該子会社について認定した数値をもって同号の２及び同号の３

に掲げる項目の数値として審査するものとする。

㈠ 経営事項審査を受けていない者であること。

㈡ 主たる事業として建設業を営む者であること。

付録第二 付録第二

算式 算式

Y1×15－Y2×30 Y1×15－Y2×40

Y1は、第一の四の１の⑶から⑸までの各項目のうち加入又 Y1は、第一の四の１の㈣から㈥までの各項目のうち加入又

は導入をしているとされたものの数 は導入をしているとされたものの数

Y2は、第一の四の１の⑴及び⑵の各項目のうち加入をして Y2は、第一の四の１の㈠から㈢までの各項目のうち加入を

いないとされたものの数 していないとされたものの数



















建設業における社会保険未加入問題への
対策について

平成２４年５月１６日

中部地方整備局 建政部 建設産業課
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・ 参考－１ 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の概要

Ｐ１

・ 参考－２ 公共工事の入札及び契約の適正化を図るための

Ｐ２措置に関する指針（適正化指針）の改正について
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公共工事の入札及び契約の適正化の促進
に関する法律の概要

　　　　国、特殊法人、地方公共団体等の発注者全体を通じて、入札・契約の適正
　　　　化の促進により、公共工事に対する国民の信頼の確保と建設業の健全な発達

入札・契約適正化の基本原則の明示
①透明性の確保　　　②公正な競争の促進

③適正な施工の確保　④不正行為の排除の徹底

(1)毎年度の発注見通しの公表
・発注工事名・時期等を公表　　　　　　
　　（見通しが変更された場合も公表）

(2)入札・契約に係る情報の公表

・入札参加者の資格、入札者・入札金額、
　落札者・落札金額　等

(3)施工体制の適正化
・丸投げの全面的禁止

・受注者の現場施工体制（技術者の配置・
　下請の状況等）の報告

・発注者による現場の点検等

(4)不正行為に対する措置

・不正事実（談合等）の公正取引委員会、
　建設業許可行政庁への通知

全ての発注者に義務付ける事項
各発注者が取り組むべき
ガイドライン

(1)「適正化指針」 の閣議決定
・国土交通大臣、総務大臣、財務大臣が　
　共同で案を作成

(2)主な内容

　①第三者機関によるチェック

　②苦情処理の方策

　③入札・契約の方法の改善（一般競争・
　　指名競争の適切な実施）

　④工事の施工状況の評価

　⑤その他
　・不良不適格業者の排除
　・ダンピングへの対応
　・入札・契約のＩＴ化の推進　等

「適正化指針」のフォローアップ
・毎年度、取組み状況を把握し、公表

・特に必要のあるときは改善を要請

発注者は、指針に従い、
入札・契約の適正化を推進

　職員に対する教育

　建設業者に対する指導　等

＜平成13年4月1日以降の入札・契約から適用＞

目的

公布　平成12年11月27日

CsUser0
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「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（適正化指針）」の改正について

入札契約適正化法と適正化指針

入札契約適正化法の概要

国、特殊法人、地方公共団体等の発注者全体を通じて、入
札・契約の適正化の促進により、公共工事に対する国民の信
頼の確保と建設業の健全な発達を図る

改正の背景

主な改正内容（平成１８年５月２３日閣議決定）

〔具体的措置の改善〕

透明性の確保
○予定価格及び最低制限価格の事前公表については、弊害が生じないよう取り扱
うこととし、事後公表を推進

不正行為の排除
○工事費内訳書の確認、入札結果の事後的・統計的分析の活用等入札監視
の強化

○不良・不適格業者排除のための建設業許可行政庁との連携推進
○指名停止措置の厳正な運用と適切な違約金特約条項の設定
○官製談合防止法を踏まえた官製談合の排除・防止の徹底

適正な施工の確保
○発注者間での工事成績評定の標準化の推進と苦情への適切な対応の推進
○監督・検査の強化、下請企業を含めた立入調査の実施、履行保証割合の
引上げ等ダンピング対策の強化

その他

○発注者支援データベースの活用

○工事経歴書や処分履歴等の企業情報の有効活用

○国及び都道府県による発注者への協力・支援の推進

・透明性の確保 ・公正な競争の促進

・適正な施工の確保 ・不正行為の排除の徹底

（目的）

（入札契約適正化の基本原則の明示）

（適正化指針の策定）

適正化指針制定後、既に５年以上が経過し、上記の動きを

踏まえ改正が必要

「適正化指針（各発注者が取り組むべきｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ）」の閣議決定
（平成13年3月）

公正な競争の促進
○一般競争入札の拡大等
・一般競争入札の導入に伴う問題に対応するため、入札ボンドの活用等の
条件整備を図りながら、できる限り速やかに一般競争入札を拡大
・指名業者名の事後公表の拡大

○総合評価の拡充等
・公共工事品質確保法に基づき評価基準や実施要領の整備等の措置を講じ
つつ、できる限り速やかに総合評価を拡大
・総合評価の結果の公表の徹底と、評価方法、落札者決定等について効率的に
第三者の意見を反映
・施工能力を簡易に評価する方式の活用

○競争参加資格の決定に際しての工事実績、工事成績、工事経歴書等企業情報
の活用
○単体と経常ＪＶの同時登録を認めないとともに、真に企業合併等に寄与
するものを除き経常ＪＶへの加点調整を行わないこと

○指名停止措置についての不服申出への対応を実施

適正化指針制定後の動き（主なもの）

平成15年1月

平成17年4月

平成17年7月

平成17年11月

平成18年2月

平成18年3月

官製談合防止法の施行

公共工事品質確保法の施行

国土交通省入札談合再発防止対策の策定

中央建設業審議会入札契約適正化に関す

る検討委員会報告

公共調達の適正化に関する関係省庁連絡

会議取りまとめ

中央建設業審議会ＷＧ中間とりまとめ

毎年度措置状況を調査し、措置の実施等を要請
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＜予定価格の事後公表の必要性（Ｈ２３協議会資料＞
１．予定価格の事後公表への移行（公表状況の実態）

◆中部管内の予定価格の事後公表は57機関、約２８％である

◆中部の県市町村の事後公表は全国の県市町村と比べ導入が低い

◆静岡県は事後公表の導入率が高い

予定価格の公表

２８２０
７１４

５３５９

２１ ２７

４７
３０

６０

２２

４４ 69
５１ ４８

0%

20%

40%

60%

80%

100%

非公表 4 6 3 3 1 17 13 199

事前公表 11 19 8 40 18 96 85 856

併用 0 12 6 11 5 34 34 258

事後公表 22 6 19 4 6 57 35 484

協議会（県

政令市含

岐阜県市町

村

静岡県市町

村

愛知県市町

村

三重県市町

村
中部管内

（参考）中部

県市町村

（参考）全国

県市町村
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２．予定価格の公表時期による平均落札率）

◆H21・H22年度の中部管内の平均落札率は予定価格の事後公表と比較すると事前公表で
は約1％低い

◆H22年度の事後公表と比較すると静岡県市町村では6．6％、三重県では5．7％、愛知県
では5．6％事前公表は低い

機関別予定価格公表時期毎の平均落札率（加重平均）

91.4
92.6

93.8

89.8
90.4

91.4

89.8 89.8
88.7 88.3

79.4

90.2
90.8

93.1 93.4
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91.1

89.4

91.1

86.5
87.8

82.5

90.2

89.4

75

80
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95

100

協議会（県政令市含む）岐阜県市町村 静岡県市町村 愛知県市町村 三重県市町村 中部管内

％

H21年度 事後公表 H21年度 事前公表 H22年度 事後公表 H22年度 事前公表
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３．抽選工事の発生状況

◆H22年度の抽選工事発生機関はＨ２１年度より増加している。

◆機関数では14機関、約７％の増加である。

抽選工事発生状況

４５３８

８０７３

５３
４１４２４２

２６２３３０
１９

0%

20%

40%

60%

80%

100%

未公表等 2 2 0 0 1 1 2 1 0 0 5 4

未発生機関数 28 24 33 32 20 20 32 26 8 6 121 108

発生機関数 7 11 10 11 15 15 24 31 22 24 78 92

H21年度 H22年度 H21年度 H22年度 H21年度 H22年度 H21年度 H22年度 H21年度 H22年度 H21年度 H22年度

協議会

（県政令市含）

岐阜県

市町村

静岡県

市町村

愛知県

市町村

三重県

市町村

中部

管内
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◆予定価格の事前公表の自治体の抽選工事発生率は事後公表に比べ約３倍、約４０ﾎﾟｲﾝﾄ高い。

４．H22年度 抽選工事発生と予定価格の公表（中部4県）

未発生, 27自治体
７７．１％

未発生, 32自治体
３７．６％

抽選, 8自治体
２２．９％

抽選, 53自治体
６２．４％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事前公表

事後公表

約４０ﾎﾟｲﾝﾄ

６



５．抽選工事発生率と予定価格の公表時期

事後公表
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事前公表
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◆予定価格の事前公表の機関で抽選工事の発生が多い

◆平成22年度の抽選工事は、事後公表では平成21年度と比較し発生が減少しているが、

事前公表では増加している
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６．予定価格の公表時期と平均落札率・抽選工事率

平均落札率と抽選工事率（H22年度中部4県）
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100

75 80 85 90 95 100

平均落札率（％）

抽
選
工
事
率

（
％

）

事前公表

事後公表

抽選工事率が高く、平均落
札率が低い

・抽選工事の発生率が高く、平均落札率の低い自治体は予定価格を事前公表している
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７．予定価格の公表時期の変遷とH24実施予定

・静岡市がH24より事前公表から一部事後公表（併用公表）に改善予定
・岐阜県がH24より併用公表において、事後公表を拡大予定

公表時期の推移（協議会）

22 24 24

0
1 2

11
9 8

4 2 2

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

H22年度 H23年度 H24年度
（予定）

非公表・その他

事前公表

併用公表

事後公表

公表方法（H24)については
ホームページより実施が25
機関、その他閲覧等により行
なっている。

徐々にではあるが、事後公表が進んでいる。今後、調査の実態を踏ま
え、更なる推進が必要と思われる。
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Ｈ２３．４ 低入札価格調査基準価格見直し推進通知
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参考資料-5

１．岐阜県　金森県土整備部長
事例紹介
・地域建設業経営強化融資制度
・下請債権保全支援事業
・建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業
・中部地域における建設産業再生支援プログラム２０１１
　　（中部地区建設産業再生支援協議会）

２．名古屋高速道路公社　酒井副理事長
①低入札と品質の関係分析 事例紹介
②予定価格の事前公表と事後公表
の品質の差
③発注規模による差の分析

①建設業、地域への景気回復への
支援策の継続

平成23年度第2回中部ブロック発注者協議会(平成23年11月2日開催）
質疑事項について（参考資料）



地域建設業経営強化融資制度

金

融

機

関

（財）建設業振興基金

地域建設企業

①債権譲渡の
申請

③工事請負代金債権の譲渡

④ー３転貸融資

⑥工事代金
の支払

公共工事等・災害
廃棄物の撤去等
の発注者

事業協同組合等

又は
一定の民間事業者

④－２

債務保証

④ ー １ 転貸
資金の調達

保証事業会社

⑤ー１債務保証

⑤ー２融資

相談窓口

相談窓口

連
携 ②債権譲渡の

承諾

○金融機関が優良な資産と評価する公共工事請負代金債権を担保に、簡易・迅速に融資を実行。
○工事の出来高を超えた未完成部分を含め融資を実行。
○公共性のある民間工事を受注した場合や東日本大震災の被災地域における災害廃棄物の撤去等（がれきの処理等）を受注し
た場合も対象となります。

建設企業の負担する金利・事務経費等について助成

○建設企業の負担する調達金利について、
１．２％を上限に助成

○事業協同組合等の実施する出来高査定
等の事務経費を１５万円を上限に助成

【平成２３年１２月末までの実績】
融資件数：８，６８０件、融資金額：約２，０４２億円

《中部地方整備局管内導入地方公共団体４７
：Ｈ２３．４．１現在》

※対象期間：平成20年11月4日～平成2５年3月31日

建設業金融円滑化基金（１６．２億円）

平成２０年度２次補正予算１３億円

平成２２年度補正３．２億円
資料-５-１

債権 債権

ファクタリング
会社

下請建設企業等が元請建設企業に対して有する債権（手形を含む。）について、ファクタリング会社が支払保証を行うことにより、下
請建設企業等の債権保全を支援します！
●債務者が経営事項審査を受けているなどの一定の要件を満たせば、下請次数に関係なく（例えば、２次下請建設企業が１次下

請建設企業に対して保有している債権についても）支払保証を受けられます。
●ファクタリング会社に支払う保証料の一部が軽減されます。
●保証を受けられる時点は、原則として手形の交付を受けた段階（手形以外の債権は支払請求段階）からです 【個別保証】。

なお、個々の下請工事等ごとに、下請契約等の締結段階からも保証を受けられます【枠保証】。
●東日本大震災の被災地域における災害廃棄物の撤去等（がれきの処理等）に係る債権も対象となります。
●被災地において、建設機械の割賦販売、リース、レンタルを行う者を保証対象に追加。（拡充）
●対象期間：平成２２年３月１日～平成２５年３月３１日

下請債権保全支援事業 平成２１年度２次補正予算 ４７億円
平成２２年度予算・補正 ８億円・３２．４億円

【平成２３年１２月までの実績】
保証債権数：14,411   保証総額：約733億円 利用した下請建設企業等の数：5,996（のべ数）

2

元請建設企業
（債務者）

・工事の施工
・資材提供

・発注

元請建設企業に対して
保有している債権

（手形含む）

下請建設企業等

保証料の支払い（助成あり）（※１）

支払保証（元請倒産時等に保証金支払い）

手形の資金化（※２）

（※１）保証料の助成は、保証料の３分の２（保証される債権額の年率４％を上限）です。
保証料とは別に利用料（保証される債権額の年率１％）が必要です。
（※２）一部のファクタリング会社では、支払が保証された手形の資金化にも対応していま
す。



●エリア統括マネージャー
(建設業経営支援アドバイザーの中から選定（※））

建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業

・経営・財務診断、強み・弱みの把握

・経営方針の検討・評価

・到達目標の設定

・経営戦略、実現プランの策定
支援

Ｅ
Ｘ
Ｉ
Ｔ

・支援策アドバイス

・実務支援（販路開拓、金融
機関との調整等）

○ 中小・中堅建設企業の新事業展開、企業再編・廃業等の経営戦略の実現を支援するため、「経営戦略相談窓口」を設置し、
「エリア統括マネージャー」の統括のもと、各分野の専門家から構成される「建設業経営支援アドバイザー」によるアドバイスを実
施。特に新事業展開、企業再編・廃業に関してはアドバイザーによる支援チームの組成、目標達成まで継続支援。

（※）全国約１１ブロックで選定予定
（北海道、東北、関東①・②、③、中部、北陸、近畿、中国、四国、

九州・沖縄）

経営戦略相談窓口
・財団法人建設業振興基金

・各地方整備局

経営戦略相談窓口
・財団法人建設業振興基金

・各地方整備局

・新事業展開
・事業承継
・内部管理の効率化
・企業再編、廃業
・下請からの脱却
・経営革新
など建設業が抱える経
営上の課題に広く対応

対
応
依
頼

●建設業経営支援アドバイザー
（公認会計士、中小企業診断士等）

・事業戦略分野 ・マーケティング分野
・ファイナンス分野 ・農林業、観光、介護分野

・技術分野
等

相談依頼

出口支援企業の可否
判断（３０企業を予定）

アドバイザー派遣
（原則２回）

●パートナー機関 ※募集予定

○地域金融機関（銀行等）
・エリア統括マネージャーと協同した企業支援

○都道府県
・都道府県主催で行うセミナー等へのアドバイ
ザーの無料派遣・紹介

・都道府県のスキームで支援した企業を国のス
キームで出口支援

・本事業の周知・普及等の協力

連携

○実施業務
・支援方針、支援体制の決定
・エリア内の相談案件の統括
・直接支援、担当アドバイザーの選定・派遣

今後の経営に
悩む

中小・中堅
建設企業

・アドバイザーによる支援
チームの組成

・目標達成まで継続支援

◎支援対象分野
・新事業展開
・企業再編・廃業

入口支援 出口支援

建設業支援施策
（Ｈ２３年４月１８日より開始）
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工事成績評定点の分布状況（直轄工事）

資料-５－２

・低入札工事は、標準工事に比べ、平均工事成績評点が低くなる傾向がある
（左図:平成15年度完成工事。 右図:平成18年度完成工事）

落札率別の工事成績評定点の分布（直轄工事）

落札率別の工事成績評定点の件数割合（H15年度完成工事）
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落札率別の工事成績評定点の件数割合（H18年度完成工事）
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・落札率が低くなるほど工事成績評定点６５点未満の工事の割合が増大し、
７０点以上の工事の割合が減少する。（上段:H15年度完成工事。下段:H18年度完成工事）



落札率と工事成績評定点（直轄工事）

落札率が低くなるほど、

工事成績評定が平均点未

満の工事が急激に増加す

る。

平成15，16年度竣工工事
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落札率と下請企業の赤字（直轄工事）
平成15，16年度竣工工事
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落札率が低くなるほど、下請け
企業が赤字の工事の割合が増
加する



落札率と下請企業の赤字工事の比率（直轄工事）
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落札率が低くなるほど、下請け企業が
赤字の工事の割合が増加する

落札率と下請業者の赤字工事の比率(H16,17,18年度竣工）
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山形県落札率別工事成績評定

対象工事:500万以上の県土整備部（土木・建築）、農林水産部（農村・森林）発注の建設工事



１．件数
一般競争 509 56% 512 52%
指名競争 405 44% 468 48%

２．落札率
一般競争
指名競争

３．最低制限価格と同額で落札 30 3% 357 36%
４．くじによる落札決定 11 1% 284 29%
５．最低制限価格と同額でくじによる落札 9 1% 240 24%
６．不調件数 119 13% 32 3%

一般競争 35 7% 6 1%
指名競争 86 21% 26 6%

７．工事成績評定点平均点
８．平均入札参加者
９．低入札調査件数 32 3.50 33 3.37

平成２１・22年度予定価格事前事後公表の比較（平成23年2月28日契約まで）

72．95点
8．17者

980

88.53%
86.03%
91.26%

72.73点
8．55者

89.96%
87.97%
92.24%

事後公表 事前公表
914

川崎市 予定価格（H23年度より事後公表）



ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）（緊急災害対策派遣隊）は、は、
被災地のニーズにあわせた被災地のニーズにあわせた
技術的な支援を行います。技術的な支援を行います。

H24.3.13 防災-TEC（中部圏戦略会議防災訓練）での関係機関による情報共有訓練（左）

 

道路啓開訓練（右）

平成２４年６月平成２４年６月

国土交通省

 

中部地方整備局

Technical
Emergency
Control
FＯＲＣＥ

 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ：緊急災害対策派遣隊
テックフォース



ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）とは

北海道開発局

東北地方整備局

北陸地方整備局

近畿地方整備局

中国地方整備局

九州地方整備局 四国地方整備局

中部地方整備局

国土交通本省

関東地方整備局

緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）とは、被災した地方公共団

 

体等の災害対応を支援する国土交通省の組織です。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥは、被災地域の地方整備局や地方公共団体が、

 

十分な災害対応を講じることが困難となるような大規模自然災害等

 

において出動します。

津波被害における排水作業
（石巻市）

通信支援
（大船渡市・宮古市・南三陸町）

東日本大震災においても、国土交通省は早期の災害復

 

旧に向けてTEC-FORCEの派遣などの災害対策活動を発

 

災直後から実施しており、中部地方整備局からは、

 

延べ

 

2,629人の職員と、延べ2,278台の災害対策機械等を派遣

 

し早期の応急復旧活動に貢献しました。

職員数は中部地整調べ、災害対策機械は国交省東日本大震災109報より



ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）

リエゾン（情報連絡員）
リエゾン（情報連絡員）は、災害時に整備局職員を連絡窓口として自治体に派遣し、

①整備局・自治体相互の情報共有
②ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥやヘリコプター・照明車等、災害対策用

機械等の自治体への応援派遣に係る調整
③災害復旧等の支援に関する自治体からの相談受付・

整備局への伝達

等を行い、迅速かつ的確な災害対策及び災害支援に
資することを目的としています。

※リエゾン：フランス語で連絡・連携を示す。地整（本局）

地整

 

事務所

都道府県・

 

政令市等

市町村

要請

要請

災害時の支援の流れ

派遣

派遣

派遣
派遣指示

ホットライン要請

ホットライン要請

 

の連絡

東日本大震災でのリエゾン活動



被災地のニーズに応じて、班を編成します。

●先遣班
情報収集・必要支援規模の把握等

●応急対策班
排水ポンプ車等による応急対策

●情報通信班
通信の確保等

●被災状況調査班
公共土木施設の調査

●高度技術指導班
技術指導、復旧方針作成支援

●現地支援班
TEC-FORCE各班の支援等

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの活動内容

堤防決壊・氾濫

災害対策用ヘリコプター

派遣地整災害対策本部

被災地整災害対策本部

本省災害対策本部

災害対策用ヘリコプターによる情報収集

情報共有

報告派遣

斜面崩壊

TEC－FORCE各班の役割と活動イメージ（先遣班）

情報共有



TEC－FORCE各班の役割と活動イメージ（被災状況調査班）

災害対策用ヘリコプターが

 

上空から被災状況を迅速に調査

災害対策用ヘリによる迅速な被災状況調査や公共施設等の

 

被災状況・利用の可否を現地で調査

河川堤防や道路・港湾施設などの

 

被災状況を隊員が調査

調査内容報告例

被災箇所位置図作成

被災状況調査結果とりまとめ

公共土木施設等の迅速な被災状況の

 

把握（規模・概算被害額等含む）や、災害

 

査定申請書類作成に係る技術的支援も

 

行っています。

一般家屋の被災状況も

 

隊員が調査します。

これ以外にも



TEC－FORCE各班の役割と活動イメージ（情報通信班）

TEC－FORCE各班の役割と活動イメージ（応急対策班）



TEC－FORCE各班の役割と活動イメージ（高度技術指導班）

TEC－FORCE各班の役割と活動イメージ（現地支援班）



国土交通省中部地方整備局

 

企画部

 

防災課

 

〒４６０－８５１４名古屋市中区三の丸２－５－１

 

名古屋合同庁舎２号館℡：０５２－９５３－８３５７

Technical
Emergency
Control
FＯＲＣＥ
テックフォース：緊急災害対策派遣隊

防災に関する支援・災害に関する支援に関する

 

お問い合わせはこちらにどうぞ。
地 域 総 合 支 援 室 窓 口 一 覧 表

H24.6

H24.04.01現在

事務所 郵便番号 住所 担当者 電話番号 ファックス番号 メールアドレス

多治見砂防国道事務所 507-0804 岐阜県多治見市坂上町6-34 副所長 0572-25-8020 0572-25-7994 tajimi@cbr.mlit.go.jp
木曽川上流河川事務所 500-8801 岐阜県岐阜市忠節町5-1 副所長 058-251-1321 058-251-4301 kisojyo@cbr.mlit.go.jp
越美山系砂防事務所 501-0605 岐阜県揖斐郡揖斐川町極楽寺137 副所長 0585-22-2161 0585-22-2174 etsumi@cbr.mlit.go.jp
新丸山ダム工事事務所 505-0301 岐阜県加茂郡八百津町八百津3351 副所長 0574-43-2780 0574-43-3921 shinmaru@cbr.mlit.go.jp
岐阜国道事務所 500-8262 岐阜県岐阜市茜部本郷1-36-1 副所長 058-271-9811 058-271-3175 gifukoku_road@cbr.mlit.go.jp
高山国道事務所 506-0055 岐阜県高山市上岡本町7-425 副所長 0577-36-3811 0577-36-3828 takayama@cbr.mlit.go.jp
沼津河川国道事務所 410-8567 静岡県沼津市下香貫外原3244-2 副所長 055-934-2001 055-931-4711 numazu@cbr.mlit.go.jp
浜松河川国道事務所 430-0811 静岡県浜松市中区名塚町266 副所長 053-466-0111 053-466-0121 hamamatsu@cbr.mlit.go.jp
静岡河川事務所 420-0068 静岡市葵区田町3-108 副所長 054-273-9100 054-273-2228 shizukawa@cbr.mlit.go.jp
富士砂防事務所 418-0004 静岡県富士宮市三園平1100 副所長 0544-27-5221 0544-27-8759 fujisabo@cbr.mlit.go.jp
静岡国道事務所 420-0054 静岡市葵区南安倍2-8-1 副所長 054-250-8900 054-252-5747 sizukoku@cbr.mlit.go.jp
庄内川河川事務所 462-0052 名古屋市北区福徳町5-52 副所長 052-914-6711 052-915-5093 shonai@cbr.mlit.go.jp
豊橋河川事務所 441-8149 愛知県豊橋市中野町字平西1-6 副所長 0532-48-2111 0532-48-8132 toyohashi@cbr.mlit.go.jp
設楽ダム工事事務所 441-1341 愛知県新城市杉山字大東57 副所長 0536-23-4331 0536-23-4401 keishita@cbr.mlit.go.jp
名古屋国道事務所 467-0833 名古屋市瑞穂区鍵田町2-30 副所長 052-853-7320 052-841-2517 na-koumu@cbr.mlit.go.jp
愛知国道事務所 464-0066 名古屋市千種区池下町2-62 副所長 052-761-1191 052-761-1199 aikoku@cbr.mlit.go.jp
名四国道事務所 467-0847 名古屋市瑞穂区神穂町5-3 副所長 052-823-7911 052-823-7919 meishi@cbr.mlit.go.jp
三重河川国道事務所 514-8502 津市広明町297 副所長 059-229-2211 059-229-2229 mie@cbr.mlit.go.jp
木曽川下流河川事務所 511-0002 三重県桑名市大字福島465 副所長 0594-24-5711 0594-21-4061 s856162@cbr.mlit.go.jp
紀勢国道事務所 515-0005 三重県松阪市鎌田町字南出144-6 副所長 0598-52-5360 0598-52-5371 kisei@cbr.mlit.go.jp
北勢国道事務所 510-8013 三重県四日市市南富田町4-6 副所長 059-363-5511 059-363-5521 hokusei@cbr.mlit.go.jp
天竜川上流河川事務所 399-4114 長野県駒ヶ根市上穂南7-10 副所長 0265-81-6411 0265-81-6419 tenjyo@cbr.mlit.go.jp
三峰川総合開発工事事務所 396-0402 長野県伊那市長谷溝口1527 副所長 0265-98-2921 0265-98-2890 mibuso@cbr.mlit.go.jp
飯田国道事務所 395-0024 長野県飯田市東栄町3350 副所長 0265-53-7200 0265-53-7210 iikoku@cbr.mlit.go.jp
天竜川ダム統合管理事務所 399-3801 長野県上伊那郡中川村大草6884-19 所長 0265-88-3729 0265-88-3872 tendamu@cbr.mlit.go.jp
丸山ダム管理所 505-0301 岐阜県加茂郡八百津町鵜の巣1422-5 所長 0574-43-1108 0574-43-2170 maruyama@cbr.mlit.go.jp
長島ダム管理所 428-0402 静岡県榛原郡川根本町犬間541-3 所長 0547-59-1021 0547-59-1026 nagashima-dam@cbr.mlit.go.jp
矢作ダム管理所 444-2841 愛知県豊田市閑羅瀬町東畑67 所長 0565-68-2321 0565-68-2328 yahagi@cbr.mlit.go.jp
蓮ダム管理所 515-1615 三重県松阪市飯高町森1810-11 所長 0598-45-0371 0598-45-0343 hachisu@cbr.mlit.go.jp
中部技術事務所 461-0047 名古屋市東区大幸南1-1-15 副所長 052-723-5701 052-723-5707 chugi@cbr.mlit.go.jp
静岡営繕事務所 420-0823 静岡市葵区春日2-4-25 所長 054-255-1421 054-255-1422 shizuei@cbr.mlit.go.jp
清水港湾事務所 424-0922 静岡市清水区日の出町7-2 副所長 054-352-4146 054-353-3072 shimizukouwan@pa.cbr.mlit.go.jp
名古屋港湾事務所 455-0045 名古屋市港区築地町2 副所長 052-651-6266 052-652-0303 info@pa.cbr.mlit.go.jp
三河港湾事務所 441-8075 愛知県豊橋市神野ふ頭町1-1 所長 0532-32-3251 0532-32-5049 info-mikawa@pa.cbr.mlit.go.jp
四日市港湾事務所 510-0064 三重県四日市市新正3-7-27 副所長 059-351-1357 059-351-0513 yokkaichi_kikaku@pa.cbr.mlit.go.jp
名古屋港湾空港技術調査事務所 457-0833 名古屋市南区東又兵ヱ町1-57-3 所長 052-612-9981 052-612-9452 info-gicho@pa.cbr.mlit.go.jp



中部地方整備局が保有する災害対策用機械 

国土交通省 中部地方整備局 
国土交通省 中部地方整備局 企画部  防災課(052-953-8357) ・施工企画課(052-953-8180) 
    〒460-8514 愛知県名古屋市中区三の丸2丁目5番１号 名古屋合同庁舎第二号館 

地域総合支援室窓口一覧表 
●印の災害対策用機械を保有しています 

中部地方整備局では、地方公共団体からの
依頼に基づき、保有する災害対策用機械を
派遣するなど災害支援を行っています。 

   依頼する地方公共団体 

 地域総合支援室（各事務所） 

  災害対策本部（整備局） 

最寄りの事務所へ支
援を要請 

（窓口は下表） 

派遣事務所
等より 

災害支援 

平成２４年５月 

大規模自然災害などが発生し、中部地方整備局の支援が
必要となった場合は、下記の手順により依頼をして下さい。 

地域 事務所名 〒 住所 窓口対応者 電話番号 排水ポンプ車 照明車 対策本部車 待機支援車

静岡県 沼津河川国道事務所 410-8567 沼津市下香貫外原3244-2 副所長 055-934-2001 ● ● ● ●

富士砂防事務所 418-0004 富士宮市三園平1100 副所長 0544-27-5221

静岡河川事務所 420-0068 静岡市葵区田町3-108 副所長 054-273-9100 ● ● ●

静岡国道事務所 420-0054 静岡市葵区南安部2-8-1 副所長 054-250-8900 ● ●

清水港湾事務所 424-0922 静岡市清水区日の出町7-2 副所長 054-352-4146

静岡営繕事務所 420-0823 静岡市葵区春日2-4-25 所長 054-255-1421

長島ダム管理所 428-0402 榛原郡川根本町犬間541-3 所長 0547-59-1021

浜松河川国道事務所 430-0811 浜松市中区名塚町266 副所長 053-466-0111 ● ● ●

長野県 三峰川総合開発工事事務所 396-0402 伊那市長谷溝口1527 副所長 0265-98-2921

天竜川ダム統合管理事務所 399-3801 上伊那郡中川村大草6884-19 所長 0265-88-3729

天竜川上流河川事務所 399-4114 駒ヶ根市上穂南7-10 副所長 0265-81-6411 ● ● ●

飯田国道事務所 395-0024 飯田市東栄町3350 副所長 0265-53-7200 ● ●

愛知県 設楽ダム工事事務所 441-1341 新城市杉山字大東57 副所長 0536-23-4331

矢作ダム管理所 444-2841 豊田市閑羅瀬町東畑67 所長 0565-68-2321

豊橋河川事務所 441-8149 豊橋市中野町字平西1-6 副所長 0532-48-2111 ● ● ●

三河港湾事務所 441-8075 豊橋市神野埠頭町1-1 所長 0532-32-3251

愛知国道事務所 464-0066 名古屋市千種区池下町2-62 副所長 052-761-1191

名古屋国道事務所 467-0833 名古屋市瑞穂区鍵田町2-30 副所長 052-853-7320 ●

中部技術事務所 461-0047 名古屋市東区大幸南1-1-15 副所長 052-723-5701 ● ● ● ●

名四国道事務所 467-0847 名古屋市瑞穂区神穂町5-3 副所長 052-823-7911

庄内川河川事務所 461-0052 名古屋市北区福徳町5-52 副所長 052-914-6711 ● ●

名古屋港湾空港技術調査事務所 457-0833 名古屋市南区東又兵ヱ町1-57-3 所長 052-612-9981

名古屋港湾事務所 455-0045 名古屋市港区築地町2 副所長 052-651-6266

岐阜県 高山国道事務所 506-0055 高山市上岡本町7-425 副所長 0577-36-3811 ● ●

丸山ダム管理所 505-0301 加茂郡八百津町鵜の巣1422-5 所長 0574-43-1108

新丸山ダム工事事務所 505-0301 加茂郡八百津町八百津3351 副所長 0574-43-2780

多治見砂防国道事務所 507-0023 多治見市小田町4-8-6 副所長 0572-25-8020 ●

岐阜国道事務所 500-8262 岐阜市茜部本郷1-36-1 副所長 058-271-9811 ●

木曽川上流河川事務所 500-8801 岐阜市忠節町5-1 副所長 058-251-1321 ● ● ●

越美山系砂防事務所 501-0605 揖斐郡揖斐川町極楽寺137 副所長 0585-22-2161

三重県 木曽川下流河川事務所 511-0002 桑名市大字福島465 副所長 0594-24-5711 ● ● ●

北勢国道事務所 510-8013 四日市市南富田町4-6 副所長 059-363-5511 ●

四日市港湾事務所 510-0064 四日市市新正3-7-27 副所長 059-351-1357

三重河川国道事務所 514-8502 津市広明町297 副所長 059-229-2211 ● ● ●

紀勢国道事務所 515-0005 松阪市鎌田町144-6 副所長 0598-52-5360 ● ●

蓮ダム管理所 515-1615 松阪市飯高町森1810-11 所長 0598-45-0371



●仙台空港付近における排水作業 ●宮城県東松島市における夜間作業 

●ロジャナ工業団地における排水作業 ●ロジャナ工業団地における夜間作業 

対策本部車 

 対策本部車は、災害現場
において現地災害対策室と
して機能します。 会議室（１
４人収容可）、通信装置を備
え、情報収集、対策指示な
どの会議を行えます。 
概ね１０分で展開可能です。 

 排水ポンプ車は、洪水時、現場
へ出動し、排水作業をすばやく行
ない、浸水被害を防ぎます。排水
能力が、３０ｍ3／min、４０ｍ3／
min、６０ｍ3／minの３種類あり、派
遣場所の状況に応じ臨機応変に
対応が可能です。 

排水ポンプ車 

  照明車は、災害現場へ
出動し、広範囲での明るさ
を確保し、夜間の復旧活動
や監視を支援します。 

照明車 

平成２３年度の主な支援活動 

＜東日本大震災支援活動＞ 

＜タイ王国における排水活動＞ 

＜台風１２号支援活動＞ 
●三重県南牟婁郡紀宝町における
排水作業 

●三重県南牟婁郡紀宝町におけ
る浄水場への給水作業 

機械名の後の数字は、保有台数です。 

中部地方整備局における災害対策用機械の配備状況 【H23年度末配備状況】

静岡河川事務所

高山国道事務所

岐阜国道事務所

多治見砂防国道事務所

名古屋国道事務所

対策本部車 ①

照明車 ②

排水ポンプ車 ④

木曽川上流

照明車 ①

岐阜国道

照明車 ②

排水ポンプ車 ③

庄内川河川
待機支援車 ①

照明車 ①

高山国道

待機支援車 ①

照明車 ①

飯田国道
対策本部車 ①

照明車 ②

排水ポンプ車 ③

衛星通信車 ①

天竜川上流

照明車 ①

多治見砂防国道

待機支援車 ①

照明車 ②

排水ポンプ車 ②

静岡河川

対策本部車 ①

照明車 ②

排水ポンプ車 ③

衛星通信車 ①

三重河川国道

照明車 ①

応急組立橋 ①

北勢国道

待機支援車 ①

照明車 ①

紀勢国道

対策本部車 ①

待機支援車 ①

照明車 ⑥

排水ポンプ車 ⑥

応急組立橋 ①

分解型ﾊﾞｯｸﾎｳ ②

衛星通信車 ①

中部技術

照明車 ①

名古屋国道

対策本部車 ①

照明車 ②

排水ポンプ車 ③

豊橋河川

対策本部車 ①

照明車 ②

排水ポンプ車 ③

衛星通信車 ①

浜松河川国道
対策本部車 ①

照明車 ①

応急組立橋 ①

衛星通信車 ①

静岡国道

対策本部車 ①

待機支援車 ①

照明車 ②

排水ポンプ車 ④

衛星通信車 ①

沼津河川国道

照明車 ②

排水ポンプ車 ④

木曽川下流

待機支援車 ①

ヘリコプター ①

中部地方整備局



東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議

中部圏の関係機関が緊密に連
携し地震・津波対策を推進！

平成２４年６月

想定震源域及び海底地形図は「南海トラフの巨⼤地震モデル検討会」
中間とりまとめ（内閣府、平成23年12⽉27⽇）資料による

想定震源域

H24.3.13 防災-TEC（中部圏戦略会議防災訓練）での関係機関による情報共有訓練（左） 道路啓開訓練（右）



戦略会議の概要

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議

東日本大震災を踏まえ、運命を共にする中部圏の国、地方公共団体、学識経験
者、地元経済界が幅広く連携し、東海・東南海・南海地震等の巨大地震に対して
総合的かつ広域的視点から一体となって重点的・戦略的に取り組むべき事項を
「中部圏地震防災基本戦略」として協働で策定し、フォローアップしていきます。

中部圏地震防災基本戦略【中間とりまとめ】

平成23年12月27日公表

基本戦略【最終とりまとめ】
平成24年10月頃 予定

東海・東南海・南海地震対策
中部圏戦略会議

分野別検討会

・中部地方幹線道路協議会

・港湾地震・津波対策検討会議 等

地震・津波対策アドバイザリー会議

平成23年11月25日

事務局：中部地方整備局

中部圏（５県）市町村（１８９）

第２回 平成23年12月26日

第１回 平成23年10月4日（設立）

● 座長（奥野信宏 中京大学教授）
◆ 学識経験者
■ 国の地方支分部局
■ 地方公共団体
■ 経済団体
■ ライフライン関係団体等 計100機関

３連動地震などの広域的大災害に対し、中部圏の実情
に即した予防対策や応急・復旧対策などについて総合的
かつ広域的視点から重点的・戦略的に取り組むべき項
目や内容をとりまとめたものです。

「中部圏地震防災基本戦略」とは

道路啓開の事例 国道45号（岩⼿県宮古市）



東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議

・国の機関や地方公共団体のみならず、学識経験者や地元
経済界などが一体となって策定

・迅速な救援・救護、緊急物資の輸送、物流の混乱やサプラ
イチェーンの断絶による経済活動への影響回避など被害を
最小化するためには、各機関が緊密に連携し事前に十分な
対策を講じることが必要

・このため、「中部圏地震防災基本戦略」の中から各機関の緊密な連携なくしては
達成が難しく、かつ緊急に対処すべき課題を「優先的に取り組む連携課題」とし
て選定

・今後は、「優先的に取り組む連携課題」について、分野別検討会を設置するなど
検討体制やスケジュールを明確にし具体化を図る

「中部圏地震防災基本戦略」のポイント

各機関の緊密な連携なくしては達成が難しく、かつ緊急に対処すべき課題を

「優先的に取り組む連携課題」として選定し、重点的に取り組むことにより基本戦
略を推進していきます。

基本戦略の推進に向けた取り組み

１．災害に強いものづくり中部の構築 （中部経済産業局）

２．災害に強い物流システムの構築 （中部運輸局）

３．災害に強いまちづくり （中部地方整備局）

４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化 （東海総合通信局）

５．防災意識改革と防災教育の推進 （三重県）

６．確実な避難を達成するための各種施策の推進 （静岡県）

７．防災拠点のネットワーク形成に向けた検討 （中部地方整備局）

８．道路啓開・航路啓開等のオペレーション計画の策定 （中部地方整備局）

９．災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備 （中部地方環境事務所）

１０．関係機関相互の連携による防災訓練の実施 （中部管区警察局）

※（ ）内は幹事機関

優先的に取り組む連携課題

H24.3.13 防災-TEC（防災訓練）



問い合わせ先

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議事務局
（国土交通省中部地方整備局）

〒４６０－８５１４名古屋市中区三の丸２－５－１ 名古屋合同庁舎２号館

℡：０５２－９５３－８３５７ 企画部防災課

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議

構成員

【学識経験者】13名 【経済団体】4機関
牛山 素行　静岡大学 防災総合センター准教授 中部経済連合会
奥野 信宏　中京大学 総合政策学部教授 東海商工会議所連合会
柄谷 友香　名城大学 都市情報学部准教授 長野県商工会議所連合会
辻本 哲郎  名古屋大学大学院 工学研究科教授 静岡県商工会議所連合会
能島 暢呂　岐阜大学 工学部教授
林 拙郎　 　三重大学 名誉教授 【ライフライン等関係機関】29機関
林 良嗣　   名古屋大学大学院 環境学研究科教授 全国消防長会東海支部
秀島 栄三　名古屋工業大学大学院 工学研究科教授 全国消防長会関東支部静岡県消防長会
平松 晋也　信州大学　農学部教授 全国消防長会関東支部長野県消防長会
福和 伸夫　名古屋大学大学院 環境学研究科教授 名古屋港管理組合
水谷 法美　名古屋大学大学院 工学研究科教授 四日市港管理組合
山岡 耕春　名古屋大学大学院 環境学研究科教授 日本赤十字社長野県支部
渡辺 研司　名古屋工業大学大学院 工学研究科教授 日本赤十字社岐阜県支部

日本赤十字社静岡県支部
【国の地方支分部局等】 31機関 日本赤十字社愛知県支部
中部管区警察局 日本赤十字社三重県支部
関東管区警察局 日本銀行名古屋支店
東海総合通信局 独立行政法人水資源機構中部支社
信越総合通信局 中日本高速道路株式会社名古屋支社
東海財務局 中日本高速道路株式会社東京支社
関東財務局 名古屋高速道路公社
名古屋国税局 中部電力株式会社
関東信越国税局 東京電力株式会社
東海北陸厚生局 関西電力株式会社
関東信越厚生局 名古屋鉄道株式会社
東海農政局 近畿日本鉄道株式会社
関東農政局 日本貨物鉄道株式会社東海支社
中部森林管理局 西日本電信電話株式会社東海事業本部
中部経済産業局 東日本電信電話株式会社長野支店
近畿経済産業局 株式会社ＮＴＴドコモ東海支社
関東経済産業局 株式会社ＮＴＴドコモ長野支店
中部近畿産業保安監督部 東邦ガス株式会社
関東東北産業保安監督部 中部地区エルピーガス連合会
中部地方整備局 社団法人静岡県エルピーガス協会
中部運輸局 社団法人長野県エルピーガス協会
北陸信越運輸局
大阪航空局 【報道関係機関】10機関
東京航空局 日本放送協会名古屋放送局
国土地理院中部地方測量部 中部日本放送株式会社
名古屋地方気象台 名古屋テレビ放送株式会社
第四管区海上保安本部 東海テレビ放送株式会社
中部地方環境事務所 中京テレビ放送株式会社
陸上自衛隊第１師団 株式会社岐阜放送
陸上自衛隊第１２旅団 株式会社テレビ静岡
陸上自衛隊第１０師団 株式会社静岡第一テレビ
海上自衛隊横須賀地方総監部 株式会社静岡朝日テレビ

三重テレビ放送株式会社
【地方公共団体等】13機関

長野県 合計　100構成員
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
名古屋市
静岡市
浜松市
長野県警察本部
岐阜県警察本部
静岡県警察本部
愛知県警察本部
三重県警察本部



平成２４年３月１３日（火）９時３０分～１２時３０分

・被害状況把握訓練
・漂流者救助・搬送訓練
・海上啓開訓練
・緊急物資輸送訓練
・油回収訓練
・排水訓練
・ライフライン復旧訓練

名古屋港

中勢ＢＰ（国道２３号）

・道路啓開訓練（災害対策
車、建設業者参集）
・避難訓練（道路法面）

河川環境楽園

・広域支援基地の設置
・災害対策車の集結・出動訓練

・各務原市から救援物資輸送
訓練

・訓練参加機関相互の情報共有
・現地の被災状況（映像情報）の確認
・内閣府とのTV会議
・岐阜県、静岡県、三重県とのTV会議
・大学とのTV会議
・広域支援に関するTV会議（九州地方整備局）

中部圏戦略会議 訓練本部
・中部圏戦略会議訓練本部とのＴＶ会議

内閣府
岐阜県庁、静岡県庁、三重県庁
静岡大学、名古屋大学、三重大学
九州地方整備局

・緊急物資輸送訓練
県、物流事業者・団体、中部運輸局による

物流本部設置（岐阜・静岡県庁内）

内閣府・県庁・大学等

新東名高速道路
駿河湾沼津ＳＡ

・ＳＡでのヘリ離発着訓練
・広域支援部隊の輸送訓練
・道路啓開訓練（災害対策車、
建設業者参集）
・緊急物資輸送訓練
・衛星携帯を使った通信の確保

・ＳＡでのヘリ離発着訓練
・広域支援部隊の輸送訓練

・道路啓開訓練（災害対策
車、建設業者参集）

新東名高速道路
静岡ＳＡ

・ＳＡでのヘリ離発着訓練
・広域支援部隊の輸送訓練

・道路啓開訓練（災害対策車、
建設業者参集）

新東名高速道路
浜松ＳＡ

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議



本部参集状況 各機関からの報告

ＴＶ会議（県・大学） ＴＶ会議（内閣府）

防災-ＴＥＣ （防災テック）
東海・東南海・南海地震に備え中部圏の国の出先機関、地方公共団体、ライフラ
イン等関係機関のほか大学や建設業団体等が一体となり、防災力の向上を目指し
広域的地震防災訓練を実施しました。

■参加機関７０団体、約1,000名 ■車両150台、航空機15機、船舶13隻が参加。

■訓練は、本部における情報共有、ＴＶ会議（内閣府・県・大学）、道路・海上啓開、緊急

物資輸送、排水ポンプ車による排水、広域支援部隊等のヘリ輸送、広域支援基地の

設置などを実施。

中部圏戦略会議 訓練本部

中部圏戦略会議訓練本部（中部地方整備局）に参
加機関が参集し、被災情報の共有など各機関
が連携した広域的な防災訓練を行いました。

・訓練参加機関相互の情報共有
・現地の被災状況（映像情報）の確認
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第四管区海上保安本部ヘリコプターによる漂流者
救助訓練

名古屋港

・被害状況把握訓練
・漂流者救助・搬送訓練
・海上啓開訓練
・緊急物資輸送訓練
・油回収訓練
・排水訓練
・ライフライン復旧訓練

名古屋港ガーデンふ頭及び前面海
域において、漂流者の捜索・救助・搬
送訓練、海上啓開訓練、緊急物資輸
送訓練、ライフライン事業者による緊
急対応訓練、排水ポンプ車による排
水訓練などを行いました。

社団法人名古屋清港会清掃船と中部地整海洋環境
整備船による流木回収訓練

中部地整排水ポンプ車による浸水箇所の排水訓練
陸上自衛隊ヘリコプターによる河川環境楽園からの
緊急物資輸送訓練
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愛知県警ヘリコプターによる負傷者緊急搬送訓練

中部電力株式会社による仮送電
訓練

中部地整浚渫兼油回収船による海上流出油回収
訓練

西日本電信電話株式会社による衛
星通信社による通信の確保訓練

エヌ・ティ・ティ・ドコモ株式会社によ
る移動基地局配置訓練

東邦ガス株式会社によるガス管応
急復旧訓練

東海内航海運組合貨物船、名古屋港運協会移動式クレーン・フォーク
リフト、社団法人愛知県トラック協会トラックによる緊急物資輸送訓練
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【ヘリによる部隊搬送等訓練】

海上保安庁ヘリ（DMAT搭乗 静岡SA） 静岡県警ヘリ（離発着 静岡SA）

【道路啓開訓練】

全体集合（駿河湾沼津SA） 道路啓開車両集合（駿河湾沼津SA）

・ＳＡでのヘリ離発着訓練
・広域支援部隊の輸送訓練

・道路啓開訓練（災害対策車、建設業者参集）

・緊急物資輸送訓練
・衛星携帯を使った通信の確保

新東名高速道路
駿河湾沼津SA・静岡SA・浜松SA

災害時の迅速な応援部隊・医療救護
チーム派遣を目的としたヘリコプター
による輸送訓練を行いました。また、
関係機関の連携による道路啓開訓練、
緊急物資の輸送訓練などを行いまし
た。

＊道路啓開

救援・救護活動の為の復旧・支援 ルートを確保することをいいます。
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道路啓開車両集合（静岡SA） 道路啓開車両出発（静岡SA）

道路啓開車両集合（浜松SA） 道路啓開車両出発（浜松SA）

道路啓開車両出発（駿河湾沼津SA）道路啓開指示（駿河湾沼津SA）
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広域支援基地設置 陸上自衛隊ヘリコプターによる名古
屋港へ向けた緊急物資輸送訓練

災害対策車両出動

河川環境楽園

・広域支援基地の設置
・災害対策車の集結・出動訓練

・各務原市からの緊急物資輸送訓
練

河川環境楽園に広域支援基地を設置し、
東海北陸自動車道川島ＰＡ・木曽川堤防
を利用した災害対策車の集結・出動訓練
や緊急物資輸送訓練を行いました。

中勢ＢＰ（国道２３号）

・道路啓開訓練（災害対策車、建設
業者参集）
・避難訓練（道路法面の利用）

中勢バイパスにおいて、関係機関の連携
による道路啓開訓練を行いました。

また、道路法面を利用した避難訓練を行
いました。

【避難訓練】（松阪市） 【道路啓開訓練】（津市）【避難訓練】（松阪市）
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問合せ先

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議事務局（国土交通省中部地方整備局）

〒４６０－８５１４名古屋市中区三の丸２－５－１ 名古屋合同庁舎２号館

℡：０５２－９５３－８３５７ 企画部防災課

【国の機関】 【ライフライン等関係機関】

中部管区警察局 名古屋港管理組合

東海総合通信局 四日市港管理組合

東海財務局 日本赤十字社長野県支部

名古屋国税局 日本赤十字社岐阜県支部

東海北陸厚生局 日本赤十字社静岡県支部

東海農政局 日本赤十字社愛知県支部

中部経済産業局 日本赤十字社三重県支部

中部近畿産業保安監督部 独立行政法人 水資源機構　中部支社

中部地方整備局 中日本高速道路株式会社名古屋支社

中部運輸局 中日本高速道路株式会社東京支社

国土地理院中部地方測量部 中部電力株式会社

名古屋地方気象台 西日本電信電話株式会社東海事業本部

第四管区海上保安本部 株式会社ＮＴＴドコモ東海支社

陸上自衛隊第１師団 東邦ガス株式会社

陸上自衛隊第１０師団 社団法人　長野県エルピーガス協会

陸上自衛隊第１２旅団

海上自衛隊横須賀地方総監部

　 静岡大学

【地方公共団体等】 　 名古屋大学

長野県 　 三重大学

岐阜県 　 内閣府

静岡県 　 九州地方整備局

愛知県  　各務原市

三重県  　松阪市

　 名古屋市 　 社団法人日本建設業連合会　中部支部

浜松市 　 社団法人日本道路建設業協会　中部支部

長野県警察本部 　 社団法人日本橋梁建設協会　中部事務所

岐阜県警察本部 　 社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会　中部支部

静岡県警察本部 　 社団法人静岡県建設業協会

愛知県警察本部 　 社団法人三重県建設業協会

三重県警察本部 　 社団法人静岡県トラック協会

　 社団法人愛知県トラック協会

【経済団体】 　 社団法人岐阜県トラック協会

社団法人中部経済連合会 　 静岡県倉庫協会

　 東海倉庫協会　岐阜支部

【報道関係機関】 　 中部鉄道協会

日本放送協会名古屋放送局 　 社団法人名古屋清港会

　 社団法人日本埋立浚渫協会　中部支部

　 東海内航海運組合

　 名古屋港運協会

　 社団法人中部建設協会

３．１３中部圏戦略会議　地震・津波防災訓練　参加機関一覧

○中部圏戦略会議構成員（４６機関）

○訓練協力機関（２４機関）
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「早期復旧支援ルート確保手順」
（中部版 くしの歯作戦）

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議
中部地方幹線道路協議会

国土交通省 中部地方整備局

【愛知・岐阜県版】

平成24年3月



【啓開作業中】

【被災直後】

道路啓開の考え方

道路啓開作業

東日本大震災における道路啓開作業

【啓開作業後】

緊急車両の通行が可能に



海溝型地震による津波に備えるルート（愛知・岐阜県）

早期復旧支援ルート確保手順（中部版くしの歯作戦）

海溝型地震による津波に備えるルート

早期復旧支援ルート確保手順（中部版くしの歯作戦） 愛知・岐阜県版



求められるミッシングリンクの解消

実施すべき対策



「早期復旧支援ルート確保手順」
（中部版 くしの歯作戦）

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議
中部地方幹線道路協議会

国土交通省 中部地方整備局

【静岡県版】

平成24年3月



【啓開作業中】

【被災直後】

道路啓開の考え方

道路啓開作業

東日本大震災における道路啓開作業

【啓開作業後】

緊急車両の通行が可能に



海溝型地震による津波に備えるルート（静岡県）

早期復旧支援ルート確保手順（中部版くしの歯作戦）

海溝型地震による津波に備えるルート

早期復旧支援ルート確保手順（中部版くしの歯作戦） 静岡県版



求められるミッシングリンクの解消

実施すべき対策



「早期復旧支援ルート確保手順」
（中部版 くしの歯作戦）

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議
中部地方幹線道路協議会

国土交通省 中部地方整備局

【三重県版】

平成24年3月



【啓開作業中】

【被災直後】

道路啓開の考え方

道路啓開作業

東日本大震災における道路啓開作業

【啓開作業後】

緊急車両の通行が可能に



海溝型地震による津波に備えるルート（三重県）

早期復旧支援ルート確保手順（中部版くしの歯作戦）

海溝型地震による津波に備えるルート

早期復旧支援ルート確保手順（中部版くしの歯作戦） 三重県版



求められるミッシングリンクの解消

実施すべき対策



■避難施設の整備 ■防災拠点の整備 

避難施設の整備 

津波避難タワー整備 

避難路の整備 

避難施設の耐震化 

避難施設の整備 

橋梁の耐震化 下水道の耐震化 

構造物の整備、耐震化・液状化対策、超過外力対策 

防災公園の整備 

ヘリポートの整備 

防災拠点の整備 

狭隘道路の解消 

密集市街地の解消 

密集市街地等の解消 

建築物の耐震化 

耐震改修 

■構造物の耐震化等 

防災まちづくりへの支援 

「災害に強いまちづくり」の推進  
社会資本整備総合交付金の有効活用 

国土交通省中部地方整備局 



整備計画に掲げる政策目標の達成（成果指標で事後評価） 

防災まちづくり関連の基幹事業 

①下水道総合地震対策事業 
②都市再生整備計画事業 
③都市公園事業 
④都市防災総合推進事業 
⑤地域住宅計画に基づく事業 
⑥住宅市街地総合整備事業 
⑦住宅・建築物安全ストック形成事業 
⑧狭あい道路整備等促進事業  
 等 

○ 計画の目標実現のため基
幹事業一体となって、基幹事
業の効果を一層高めるために
必要な事業・事務 

○ 全体事業費の２割以内 

＋ 

効果促進事業 

社会資本整備総合交付金を活用することにより、防災まちづくり推
進のための様々な取組ができます。 

○社会資本総合整備計画 

■テーマ１ 【災害情報の提供】 
 災害時の情報伝達手段の充実  

防災情報提供サービス（携帯電話・ケーブルテレビ） 

防災行政無線の整備 
（デジタル化の推進・防災用広域カメラ設置） 

ハザードマップの整備（津波・高潮等） 

津波標識の整備（津波高等を表示） 

■テーマ２ 【防災拠点の整備】  
 災害時の活動拠点の整備・充実 

防災公園の整備 

防災拠点施設の整備（防災センター） 

拠点施設の耐震化等 

災害対策用ヘリポートの整備 

防災センター（尾鷲市） 
北方町役場庁舎 

（岐阜県北方町役場） 

庁舎の耐震化 
避難標識の整備（避難場所表示、誘導標識） 

海抜表示（伊東市） 

避難表示（西伊豆町） 裾野市本庁舎 

【備蓄倉庫】 

※防災備蓄品や消防自動車を保管 
（三重県度会町） 

【防災拠点施設】 【防災非常用発電設備】   

※住民基本台帳データなどのコン
ピュータサーバーも内部に設置 

【庁舎の耐震化】 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
整備計画のイメージ
政策目標を達成するための計画を立てる。

○基幹事業と　（４つの分野）
○関連社会資本整備事業と
○効果促進事業
・計画の目標実現のため基幹事業一体となって、基幹事業の効果を一層高めるために必要な事業・事務
（例） 基幹事業が「道路」の場合　　【全体の2割】
　　・コミュニティバス車両の購入
　　・アーケードモールの設置・撤去
　　・離島航路の船舶の改良（省エネ化等）
　　・観光案内情報板の整備
　　・社会実験（レンタサイクル、自転車乗り捨てシステム･･･）
　　・計画検討（無電柱化、観光振興･･･）





■テーマ３ 【避難地・避難路等の整備】  
 災害時の住民避難場所の確保、充実 

■テーマ４ 【インフラの整備・耐震化】 
 減災・災害時のルートの確保  

■テーマ５ 【建築物の耐震化】 
災害時の拠点の確保、人的被害の低減 

■テーマ６ 【復旧・復興対策】 
 復旧から復興期の支援施策 

■テーマ７ 【防災訓練・教育等】 
 日頃からの防災力の向上 

橋梁長寿命化修繕計画の策定 

橋梁の耐震化 

管路施設（下水道）の耐震化 

ＪＲ跨線橋耐震化（富士市） 

土地利用・建築規制、住宅移転 

老朽建築物の除却等 

公営住宅の耐震化等 

住宅・建築物の耐震改修 

（耐震改修） 

応急仮設住宅、災害公営住宅、
小規模地区改良事業を活用した
復興事業 

【住宅の復興（災害公営住宅整備） 
（旧山古志村】 

防災ワークショップ 

災害危険度調査（津波シミュレーション,避難行動調査等） 

防災ボランティアコーディネイター育成講座 

体験型・学習型防災センター整備、防災イベント・講習会 

防災訓練の実施 

マンホール浮上防止対策（浜松市） 橋梁点検（瀬戸市） 

尾鷲総合病院透析センター 
（三重県尾鷲市） 

（三重県紀宝町） 

【防災備蓄倉庫】 

○６ｍの津波に対応 （愛知県豊川市） ふじさんめっせ 
（静岡県富士市） 

【緊急物資集積場】 

西札防災公園（志摩市） 

【避難地：防災公園】 【津波避難タワー】 

重須地区（沼津市） 

【急傾斜地避難階段】 

静浦地区（沼津市） 

（密集市街地）における道路整備 
原駅前地区（沼津市） 

【密集市街地対策】 

避難地の整備 

防災用トイレの整備 

貯水槽（耐震貯水槽）の整備 

避難所の耐震化 
（公民館、小中学校等） 

避難所（避難施設）の整備 
（地域交流センター等） 

備蓄倉庫の整備 

密集住宅地の解消・狭あい道路の解消 

防災あずまや・日陰棚の整備 

防災ベンチの整備 

防災井戸の整備 

防火水槽等の整備 

避難空間の整備 

災害時医療の拠点となる医療施設の耐震化等 

潮海寺１号公園 
（菊川市） 

川名公園 
（名古屋市） 

【防災あずまや・日陰棚】 

コミュニティ防災センター 
（焼津市） 

【避難所の整備】 

北方町公民館 
（岐阜県北方町） 

【避難所の耐震化】 

（静岡市） 

【耐震貯水槽】 

麻機東石橋公園井戸 
（静岡市） 

【防災井戸】 

池の谷公園（静岡市） 

【防災ベンチ】 

【災害時医療拠点施設の耐震化】 

【防災用（マンホール）トイレ】 

（岡崎市） 



N
O テーマ 目的 関連施策 事業名 

1 災害情報の提供 災害時の情報伝達
手段の充実 

ハザードマップ、携
帯による情報提供 
等 

都市再生整備計画事業 
都市防災総合推進事業 
効果促進事業 

2 防災拠点の整備 災害時の活動拠点
の整備、充実 

防災公園の整備、
ヘリポートの整備、
拠点施設の耐震化
等 

都市再生整備計画事業 
都市防災総合推進事業 
都市公園事業 
下水道総合地震対策事業 
住宅・建築物安全ストック形成事業 
住宅市街地総合整備事業 

3 避難地・避難路等
の整備 

災害時の住民避難
場所の確保、充実 

防災公園、避難路
の整備 等 

都市再生整備計画事業 
都市防災総合推進事業 
都市公園事業 
下水道総合地震対策事業 
住宅・建築物安全ストック形成事業 
住宅市街地総合整備事業 
狭あい道路整備等促進事業 
効果促進事業 

4 インフラの整備・
耐震化 

減災・災害時の
ルートの確保 

橋梁の耐震化、下
水道の耐震化 等 

都市再生整備計画事業 
下水道総合地震対策事業 

5 建築物の耐震化 災害時の拠点、人
的被害の低減 

公営住宅、公共施
設、民間建築物等
の耐震化 

住宅・建築物安全ストック形成事業 
地域住宅計画に基づく事業 
小規模地区改良事業 
効果促進事業 
建築基準法等 

6 復旧・復興対策 復旧から復興期の
支援施策 

応急仮設住宅、災
害公営住宅 等 

小規模地区改良事業 
災害公営住宅整備 
等 

7 防災訓練、防災教
育等 

日頃からの防災力
の向上 

防災訓練、防災
ワークショップ・イベ
ント・講座 等 

都市再生整備計画事業 
都市防災総合推進事業 

○問い合わせ先 

 国土交通省 中部地方整備局 建政部 都市整備課・住宅整備課 

 〒460-8514 名古屋市中区三の丸2-5-1 名古屋合同庁舎第2号館 

 ＴＥＬ ０５２－９５３－８５７３（都市）、０５２－９５３－８５７４（住宅） 

防災まちづくり関連支援メニュー 



市町村長による避難指示等への支援市町村長による避難指示等への支援

大規模土砂災害が発生した場合、河道閉塞箇所等の状況調査を実施し、その
調査結果を基にした被害が想定される時期・区域を情報提供し、市町村長が住
民の皆さまへ避難勧告・避難指示等を円滑にできるよう支援します。

【問い合わせ先】
国土交通省 中部地方整備局 河川部 河川計画課

〒４６０－８５１４ 名古屋市中区三の丸２－５－１ 名古屋合同庁舎２号館
ＴＥＬ ０５２－９５３－８１４８

関係自治体との合同防災訓練関係自治体との合同防災訓練

災害時において、関係自治体等と円滑な情報共有、危険箇所への支援等を行
えるように、平常時から関係自治体との情報伝達訓練等を実施しています。
どのような情報がどのタイミングで必要となるか等の課題を抽出し、課題解

決に向けた、さらなる連携・調整を図っています。

関係自治体との情報伝達訓練 関係自治体との机上想定訓練

ヘリコプター等による現地
調査（天然ダムの形成状況、
湛水状況、保全対象等）を
行い、関係機関へ情報提供
します。

調査結果を基に、氾濫シ
ミュレーション等を実施し、
危険となる時期・区域を関
係機関へ情報提供します。

Ｈ２３年台風１２号に伴う河道閉塞箇所（奈良県栗平地区）の合同調査

中部地方整備局の取り組み

平成24年3月

国土交通省 中部地方整備局

大規模土砂災害に備える大規模土砂災害に備える
砂防関係分野の対応砂防関係分野の対応
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長方形

CsUser0
長方形



大規模土砂災害への対応大規模土砂災害への対応

＊ヘリコプターを用いて、災害状況を広域に調査します。
＊災害状況の写真撮影、簡易レーザ計測した結果を迅速に提供します。

ヘリコプター等現地調査ヘリコプター等現地調査

関係自治体との合同調査、打合せ関係自治体との合同調査、打合せ

＊県、市町村職員と合同で被災状況、現地進入ルート等の調査を実施します。
＊カメラ、土石流センサー等の監視機器設置位置について、打合せします。

センサー設置のための打合せ関係自治体との進入路確認

ヘリコプターによる崩壊地計測 地上調査による崩壊地計測

中部地方整備局管内においては、東海・東南海・南海地震の発生が危惧され
ています。
砂防関係分野において、大規模土砂災害への対応として、災害発生時の迅速

な緊急調査、危険箇所等の監視・周知、場合によっては緊急対策工事を実施し
ます。
平成２３年台風１２号に伴う大規模土砂災害対応では、次のような対応をし

ています。

＊関係自治体からの要請等により、緊急対策工事のための調査、検討をします。

緊急対策工事等の対応緊急対策工事等の対応

＊関係自治体からの要請等により、緊急対策工事を実施します。

排水路状況

排水路施工状況

関係者による現地調査前打合せ 関係者による対応方針検討

投下型水位観測ブイ、カメラ等監視機器の設置投下型水位観測ブイ、カメラ等監視機器の設置

＊危険周知のため、カメラ等の監視機器を設置します。

ブイ投下により湛水部分の水位観測

下流監視のためのカメラ設置
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